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資料 8－1 

Ⅰ. はじめに 

   本補足説明資料は，以下の説明書についての内容を補足するものである。 

   本補足説明資料と添付書類との関連を表－1に示す。 

 

   ・Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」のうち， 

Ⅵ-2-10-2「浸水防護施設の耐震性に関する説明書」 

   ・Ⅵ-2「耐震性に関する説明書」のうち， 

Ⅵ-2-10-3「非常用取水設備の耐震性に関する説明書」 

   ・Ⅵ-3「強度に関する説明書」のうち， 

Ⅵ-3-別添 3「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 
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表－1 補足説明資料と添付書類との関連 

工事計画添付書類に係る補足説明資料 

（浸水防護施設の耐震性に関する説明書） 
該当添付書類 

資料 8 

 浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料 

Ⅵ-2-10-2 

 浸水防護施設の耐震性に関する説明書 

 

1. 浸水防護施設の設計における考慮事項  ― 

 

1.1 地震と津波の組合せで考慮する荷重について 
Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

1.2 海水貯留堰における津波波力の設定方針について 
Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

1.3 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について 
Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

1.4 津波防護に関する施設の機能設計・構造設計に係る許容

限界について 

Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

1.5 津波防護施設の強度計算における津波荷重，余震荷重及

び衝突荷重の組合せについて 

Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

1.6 津波に対する止水性能を有する施設の評価について 
Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

1.7 強度計算に用いた規格・基準について 
Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

1.8 アンカー設計に用いる規格・基準類の適用について 
Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 
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工事計画添付書類に係る補足説明資料 

（浸水防護施設の耐震性に関する説明書） 
該当添付書類 

1.9 浸水防護施設の評価における風荷重・積雪荷重の設定に

ついて 

Ⅵ-3-別添 3 

「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度に関する説明書」 

2. 浸水防護施設の耐震，強度計算に関する補足説明 ― 

 2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明 
Ⅵ-2-10-3-1-2-1 

「海水貯留堰の耐震性についての計算書」 

  
2.2 海水貯留堰（7号機設備）の耐震計算書に関する補足説   

明 

 Ⅵ-2-10-3-1-3-1 

「海水貯留堰（7号機設備）の耐震性についての計算書」 

  2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 
 Ⅵ-3-別添 3-1-2 

「海水貯留堰の強度計算書」 

  
2.4 海水貯留堰（7号機設備）の強度計算書に関する補足説   

明 

 Ⅵ-3-別添 3-1-3 

「海水貯留堰（7号機設備）の強度計算書」 

  2.5 取水護岸の耐震計算書に関する補足説明 
 Ⅵ-2-10-3-1-2-2 

「取水護岸の耐震性についての計算書」 

  2.6 取水護岸（7号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 
 Ⅵ-2-10-3-1-3-2 

「取水護岸（7号機設備）の耐震性についての計算書」 

  
2.7 津波荷重（突き上げ）の強度評価における鉛直方向荷重

の考え方について 

 Ⅵ-3-別添 3-1-4 

「取水槽閉止板の強度計算書」 

  2.8 止水堰の設計に関する補足説明 

 Ⅵ-2-10-2-3-3 

「止水堰の耐震性についての計算書」 

Ⅵ-3-別添-3-2-4 

「止水堰の強度計算書」 
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工事計画添付書類に係る補足説明資料 

（浸水防護施設の耐震性に関する説明書） 
該当添付書類 

  
2.9 床ドレンライン浸水防止治具を構成する各部材の評価

及び機能維持の確認方法について 

 Ⅵ-2-10-2-4-1 

「床ドレンライン浸水防止治具の耐震性についての計算書」 

Ⅵ-3-別添 3-1-6 

「床ドレンライン浸水防止治具の強度計算書」 

Ⅵ-3-別添 3-2-5 

「床ドレンライン浸水防止治具の強度計算書（溢水）」 

  2.10 津波監視カメラに関する補足説明 
 Ⅵ-2-10-2-4-4 

「津波監視カメラの耐震性についての計算書」 

  

2.11 加振試験の条件について 

 Ⅵ-2-10-2-4-1 

「床ドレンライン浸水防止治具の耐震性についての計算書」 

Ⅵ-2-10-2-4-4 

「津波監視カメラの耐震性についての計算書」 

Ⅵ-2-10-2-4-3 

「取水槽水位計の耐震性についての計算書」 

Ⅵ-2-10-2-4-2 

「貫通部止水処置の耐震性についての計算書」 

2.12 水密扉の設計に関する補足説明 

Ⅵ-2-10-2-3-1 

「水密扉の耐震性についての計算書」 

Ⅵ-3-別添 3-1-5 

「水密扉の強度計算書」 

Ⅵ-3-別添 3-2-2 

「水密扉の強度計算書（溢水）」 
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工事計画添付書類に係る補足説明資料 

（浸水防護施設の耐震性に関する説明書） 
該当添付書類 

  
2.13 浸水防護施設の耐震計算における「土木構築物，建物・

構築物，機器・配管系」の分類について 

 
Ⅵ-2-10-2 

「浸水防護施設の耐震性に関する説明書」 

Ⅵ-2-10-3 

「非常用取水設備の耐震性に関する説明書」 

  
2.14 地下水排水設備 サブドレンポンプの加振試験に関す

る補足説明 

 
Ⅵ-2-2-別添 1-2-2 

「サブドレンポンプの耐震性についての計算書」 

Ⅵ-2-2-別添 1-3-2 

「サブドレンポンプの耐震性についての計算書」 

  
2.15 付加質量を考慮したサブドレンポンプの耐震性に関す

る補足説明 

 
Ⅵ-2-2-別添 1-2-2 

「サブドレンポンプの耐震性についての計算書」 

Ⅵ-2-2-別添 1-3-2 

「サブドレンポンプの耐震性についての計算書」 

  
2.16 付加質量を考慮した地下水排水設備水位の耐震性に関

する補足説明 

 

Ⅵ-2-2-別添 1-2-4 

「地下水排水設備水位の耐震性についての計算書」 
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資料 8－1.1－1 

 1.1 地震と津波の組合せで考慮する荷重について 

  (1) 検討方針 

余震による荷重については，本震発生後の余震及び誘発地震を検討し，耐津波設計におい

て津波荷重と組み合わせる適切な余震荷重を設定する。なお，本検討においては，本震の震

源域において発生する地震を余震とし，本震の震源域の外で発生する地震を誘発地震として

整理した。 

検討は以下の流れで実施した。 

 

(2) 余震の評価                 (3) 誘発地震の評価 

 

        

 

        

  

 

                        

 

 

(4) 余震荷重の設定 

上記の検討結果を踏まえ，弾性設計用地震動 Sdに基づき余震荷重を設定 

(2)c. 基準津波の波源の活動に伴い発生

する可能性のある余震による地震動の評価 

余震による地震動を Noda et al.(2002)に

基づき評価 

(2)b. 余震による地震動と本震による地

震動との比較 

Noda et al.(2002)に基づき，本震と余震の

応答スペクトル比を評価 

(2)a. 余震規模の設定 

本震と最大余震の地震規模の関係を整理 

(3)a. 誘発地震として考慮す

る震源の評価 

考慮すべき地震について過去の

地震等から整理 

(3)b. 基準津波の波源の活動

に伴い発生する可能性のある誘

発地震による地震動の評価 

誘発地震による地震動を Noda 

et al.(2002)に基づき評価 
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資料 8－1.1－2 

  (2) 余震の評価 

   a. 余震規模の設定 

余震の規模は，過去の地震データにおける本震規模と最大余震の規模の関係を整理する

ことにより想定する。検討対象とした地震は，津波荷重と組み合わせる余震荷重を評価す

るという観点から，地震調査研究推進本部の地震データによる本震のマグニチュードが

7.0 以上とし，かつ，基準津波の波源の活動に伴い発生する津波の最大水位変化を生起す

る時間帯は，最大でも地震発生から約 4時間であることを考慮し，本震と最大余震との時

間間隔が 12 時間以内の地震とした。表 1.1－1に，対象とした地震の諸元を示す。同表に，

敷地が位置する日本海東縁部の地震の本震のマグニチュードが 7.0以上の地震の諸元を併

せて示す。また，検討対象とした地震の震央分布を図 1.1－1に示す。地震調査研究推進本

部の地震データについて，本震のマグニチュード M0と最大余震のマグニチュード M1の関

係から本震と余震のマグニチュードの差 D1 は，図 1.1－2 のとおり，D1=M0－M1=1.4 とし

て評価できる。同図に示す，日本海東縁部の地震の傾向は，地震調査研究推進本部の地震

データにみられる関係と調和的である。余震の規模を想定する際は，データ数が少ないこ

とから，保守的に標準偏差を考慮し D1=0.9として余震の規模を想定する。 

 

   b. 余震による地震動と本震による地震動との比較 

本震と余震の応答スペクトルを Noda et al.（2002）により評価し，本震と余震との地

震動レベルを確認する。図 1.1－3 に M8.0 及び M7.0 の本震に対し，余震の規模を D1=0.9

を用い評価し，Noda et al.（2002）の適用範囲の中で等価震源距離 Xeqを 25，50，75 及

び 100kmと設定し，スペクトル比を評価した結果を示す。なお，ここではスペクトル比を

評価するため，内陸補正や観測記録による補正は実施していない。図 1.1－3によると，余

震による地震動は本震による地震動に対しおよそ 0.3～0.4 倍程度となり，基準地震動 Ss

と弾性設計用地震動 Sdとの比 0.5を下回ることが確認される。 

 

   c. 基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある余震による地震動の評価 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある余震による地震動を評価する。柏崎

刈羽原子力発電所における基準津波の波源は，図 1.1－4に示す「基準津波 1及び 2の波源」

及び「基準津波 3の波源」である。それぞれの波源について地震動を評価するに当たり，

表 1.1－2及び図 1.1－5に示す震源モデルを設定し，上記の関係式に基づき余震規模を設

定した上で，余震による応答スペクトルを Noda et al.（2002）により評価した。なお，

評価においては，海域で発生する地震に対しては敷地における伝播特性に差が認められる

ため，地震波の顕著な増幅が認められる 1号機を含む領域を「荒浜側」と地震波の顕著な

増幅が認められない 5号機を含む領域を「大湊側」として，図 1.1－6に示す観測記録に基

づく補正係数をそれぞれ用いることで伝播特性を反映した。また，敷地における伝播特性

の差は，敷地から南西側に位置する地震についてのみ顕著に確認されているが，敷地から

北側に位置する基準津波 1及び 2の波源に対しても保守的に同じ補正係数を用いた。図 1.1

－7に評価結果を示す。同図より，評価結果は，弾性設計用地震動 Sdを下回ることが確認

される。 
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資料 8－1.1－3 

 

  (3) 誘発地震の評価   

   a. 誘発地震として考慮する震源の評価 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある誘発地震として考慮する地震を選定

する。 

誘発地震の地震規模を評価するに当たり，表 1.1－1中に示す 2011年東北地方太平洋沖

地震（M9.0）及び敷地が位置する日本海東縁部の地震の本震のマグニチュード M7.0以上の

3 地震を対象に，本震発生後 24時間以内に発生した地震を検討した。図 1.1－8に示すと

おり，2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）の誘発地震は，2011年長野県北部の地震（M6.7）

が本震発生から約 13時間後の 3月 12 日に発生している。また，日本海東縁部の地震につ

いては，余震を含めたとしても M6.5 未満の地震しか発生していない。 

以上より，基準津波の継続時間のうち最大水位変化を生起する時間帯において M6.8以上

の誘発地震が発生するとは考えにくい。しかしながら，本震発生後に規模の小さな誘発地

震が発生していることを踏まえ，保守的に，図 1.1－9に示す基準地震動の評価において検

討用地震と選定されなかった規模の小さな孤立した短い活断層による地震を対象とする。 

 

   b. 基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある誘発地震の評価 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある誘発地震による地震動を評価する。

評価においては，孤立した短い活断層による地震の規模を保守的に M6.8として震源モデル

を設定し，誘発地震による応答スペクトルを Noda et al.（2002）により評価した。表 1.1

－3に諸元を，図 1.1－9に断層の分布図をそれぞれ示す。なお，評価においては，陸域で

発生する地震に対しては荒浜側と大湊側で伝播特性がおおむね等しいことから，図 1.1－

10 に示す補正係数を用い伝播特性を反映した。図 1.1－11 に評価結果を示す。同図より，

評価結果は，弾性設計用地震動 Sdを下回ることが確認される。 

 

  (4) 余震荷重の設定 

以上の検討結果から，弾性設計用地震動 Sdは余震及び誘発地震による地震動を上回ること

が確認された。弾性設計用地震動 Sdのうち，Sd－1は全ての周期帯において，余震及び誘発

地震による地震動を十分に上回ることから，保守的に Sd－1による荷重を津波荷重に組み合

わせる余震荷重として設定する。 

 

【参考文献】 

Noda, S., K. Yashiro, K. Takahashi, M. Takemura, S. Ohno, M. Tohdo, and T. Watanabe（2002）：

RESPONSE SPECTRA FOR DESIGN PURPOSE OF STIFF STRUCTURES ON ROCK SITES, OECD-NEA Workshop on 

the Relations between Seismological DATA and Seismic Engineering, Oct.16-18, Istanbul 

大竹政和，平朝彦，太田陽子 編（2002）：日本海東縁の活断層と地震テクトニクス，東京大学出版

会 
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表 1.1－1 過去の地震における本震と最大余震の関係 

No 発生年月日 震源 

マグニチュード 時 

間 

差 本震 M0 最大余震 M1 

1 1995.1.17 淡路島 7.3  5.4  1:52 

2 2003.5.26 宮城県沖 7.1＊1 4.9  6:20 

3 2003.9.26 十勝沖 8.0  7.1  1:18 

4 2004.11.29 釧路沖 7.1  6.0  0:04 

5 2006.11.15 千島列島東方 7.9  6.7＊1 1:12 

6 2008.6.14 岩手宮城内陸地震 7.2  5.7  0:37 

7 2008.9.11 十勝沖 7.1  5.7  0:12 

8 2011.3.11 東日本太平洋沖地震 9.0  7.6＊1  0:29 

9 2012.12.7 三陸沖 7.3  6.6  0:13 

A＊2 1964.6.16 新潟地震 7.5 6.1 0:16 

B＊2 1983.5.26 日本海中部地震 7.7 6.1 0:57 

C＊2 1993.7.12 北海道南西沖地震 7.8 6.0 1:28 

注記＊1 ：気象庁による最新の震源情報を参照， 

＊2 ：日本海東縁部の地震 

 

図 1.1－1 余震の地震規模の評価に用いた地震の震央分布 

本震（★）と最大余震（★） 
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図 1.1－2 本震と余震の地震規模の関係 
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M6.1 / M7.0 (Xeq=75) SsとSdの比

 
 

図 1.1－3 本震と余震のスペクトル比 

（本震を M8.0及び M7.0とし，それぞれの余震を M7.1及び M6.1と評価した場合について，Noda et 

al.（2002）に基づきスペクトル比を評価） 

 

本震マグニチュード M0平均値=7.6 

余震マグニチュード M1平均値=6.2 

標準偏差 1σ=0.5 

周期（秒） 

 
ス
ペ
ク
ト
ル
比
 

◇：地震調査研究推進本部のデータ 

×：【参考】日本海東縁部の地震 

 ：M0-M1=1.4（平均値） 

 ：M0-M1=0.9（平均値＋1σ） 

0.5 
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N

２領域モデル

５断層連動モデル

柏崎刈羽
原子力発電所

 

図 1.1－4 基準津波の波源 

基準津波 3 の波源 

基準津波 1 及び 2の波源 
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図 1.1－5 (a) 基準津波 1及び 2の波源に対する震源モデル 
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図 1.1－5 (b) 基準津波 3の波源に対する震源モデル 
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表 1.1－2 設定した余震の震源諸元 

項目 

設定値 

基準津波 1及び 2の波源 基準津波 3の波源 

荒浜側 大湊側 荒浜側 大湊側 

本震の 

地震規模 
8.6 8.0 

余震の 

地震規模＊1 
7.7 7.1 

等価震源 

距離 Xeq 

(km)＊2 

204 202 41 40 

注記＊1 ：本震と余震のマグニチュードの差 D1=0.9として，余震の規模を評価。 

＊2 ：図 1.1－5に示す震源モデルに対し，Noda et al.(2002)に基づき等価震源距離を評価。

なお，Noda et al.(2002)による地震動評価手法の適用性については，M=5.4～8.1，等

価震源距離 Xeq=14～218kmの範囲で確認されていることから，今回設定した余震の評価

に適用可能と判断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

         (b) 荒浜側の補正係数 

       

 

 

 

 

 

 

 

         (c) 大湊側の補正係数 

       

(a) 対象地震の震央分布 

図 1.1－6 海域の活断層による地震の評価に用いる 

観測記録に基づく補正係数 
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図 1.1－7 (a) 余震と弾性設計用地震動 Sdとの比較（荒浜側） 

弾性設計用地震動 Sd－1（Ss－1×0.5） 
弾性設計用地震動 Sd－2～Sd－7（Ss－2～Ss－7×0.5） 
基準津波 1及び 2の波源の活動に伴い発生する余震 
基準津波 3の波源の活動に伴い発生する余震 
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図 1.1－7 (b) 余震と弾性設計用地震動 Sdとの比較（大湊側） 

 

弾性設計用地震動 Sd－1（Ss－1×0.5） 
弾性設計用地震動 Sd－2～Sd－8（Ss－2～Ss－8×0.5） 
基準津波 1及び 2の波源の活動に伴い発生する余震 
基準津波 3の波源の活動に伴い発生する余震 
 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

2000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

50
00

10
00

0

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1

10

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

１／２×Ss-1-1H(K1).waz

１／２×Res_EGF_F-B36km_KK1_NS_R79-13-■新・補正係数.waz

佐渡島-魚津（余震）_耐専'99,Ｍ7.1,Xeq=41.1_K1_sea3eq.waz

津波地震No3_耐専'99,Ｍ7.7,Xeq=204.9_K1_sea3eq.waz

0.010.020.050.10.20.512510
0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

2000

50

100

200

500

1000
2000

5000

10000

(cm/s ) 2

0.
01

0.
1

1

10

(c
m)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

１／２×Ss-1-1H(K1).waz

１／２×Res_EGF_F-B36km_KK1_NS_R79-13-■新・補正係数.waz

佐渡島-魚津（余震）_耐専'99,Ｍ7.1,Xeq=41.1_K1_sea3eq.waz

津波地震No3_耐専'99,Ｍ7.7,Xeq=204.9_K1_sea3eq.waz

21



 

資料 8－1.1－12 

 

 

 

 

 

5

5.5

6

6.5

7

7.5

8

8.5

9

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

本震からの経過時間

M

 

図 1.1－8 東北地方太平洋沖地震発生後 24時間 震度 5弱以上を観測した地震 

 

表 1.1－3 設定した誘発地震の震源諸元 

№ 断層名 
地震 

規模＊ 

等価震源距離 

Xeq（km） 

荒浜側 大湊側 

① 悠久山断層 6.8 27 26 

② 半蔵金付近のリニアメント 6.8 25 25 

③ 柏崎平野南東縁のリニアメント 6.8 15 16 

④ 山本山断層 6.8 21 21 

⑤ 水上断層 6.8 15 16 

⑥ 上米山断層 6.8 17 18 

⑦ 雁海断層 6.8 17 18 

注記＊ ：地表付近の断層長さが短く，震源断層が地表付近の長さ以上に拡がっている可能性も考え

られる孤立した短い活断層については，保守的にＭ6.8を考慮する。 

◆東北地方太平洋沖地震の余震活動の領域内 

◆長野県・新潟県県境付近 
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①

②③

④⑤
⑥

⑦

柏崎刈羽
原子力発電所

0 5 10 20km

海域
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図 1.1－9 誘発地震として考慮する孤立した短い活断層の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (b) 荒浜側及び大湊側の補正係数 

 

 

 

 

(a) 対象地震の震央分布  

図 1.1－10 陸域の活断層による地震の評価に用いる 

観測記録に基づく補正係数 
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図 1.1－11 (a) 誘発地震による地震動と弾性設計用地震動 Sdとの 

比較（荒浜側） 

弾性設計用地震動 Sd－1（Ss－1×0.5） 
弾性設計用地震動 Sd－2～Sd－7（Ss－2～Ss－7×0.5） 
誘発地震による地震動 
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図 1.1－11 (b) 誘発地震による地震動と弾性設計用地震動 Sdとの 

比較（大湊側） 
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（参考資料） 

基準地震動 Ssによる地震力と津波荷重の組み合わせについて 

 

1. 基準地震動 Ssによる地震力と津波荷重の組み合わせについて 

基準地震動 Ssの策定における検討用地震は図 1に示す F－B断層及び長岡平野西縁断層帯によ

る地震である。これらの断層については，敷地に近い位置に存在し，地震波と津波は伝播速度が

異なることを考慮すると，両者の組み合わせを考慮する必要はないと考えられる。以下，「2.1 基

準地震動 Ssの震源と津波の波源が同一の場合」と「2.2 基準地震動 Ssの震源と津波の波源が異

なる場合」とに分けて詳細に検討した結果を示す。 

 

1.1 基準地震動 Ssの震源と津波の波源が同一の場合 

F－B断層及び長岡平野西縁断層帯の活動に伴う地震動が敷地に到達する時間は図 2に示すと

おり，地震発生後 1分以内であるのに対し，同時間帯において敷地における津波の水位変動量は

おおむね 0mである。そのため，両者が同時に敷地に到達することはないことから，基準地震動

Ss による地震力と津波荷重の組み合わせを考慮する必要はない。 

 

1.2 基準地震動 Ssの震源と津波の波源が異なる場合 

F－B断層及び長岡平野西縁断層帯の活動に伴い，津波を起こす地震が誘発される可能性は低

いと考えられる。仮に誘発地震の発生を考慮した場合においても，F－B断層及び長岡平野西縁断

層帯の活動に伴う地震動が敷地に到達する地震発生後 1分以内に，誘発地震に伴う津波が敷地に

到達することはない。また，活断層調査結果に基づく個々の活断層による地震に伴い津波が発生

しても，敷地に遡上しない。 

以上により，基準地震動 Ssによる地震力と津波荷重の組み合わせを考慮する必要はない。
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図 1 敷地周辺の活断層分布 
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図 2 (a) 地震動と津波の敷地への到達時刻の比較（荒浜側） 

注記※1 ：時間 0秒は地震の発生時刻を示す 

※2 ：朔望平均満潮位 T.M.S.L.＋0.49mを考慮 
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図 2 (b) 地震動と津波の敷地への到達時刻の比較（大湊側） 

注記※1 ：時間 0秒は地震の発生時刻を示す 

※2 ：朔望平均満潮位 T.M.S.L.＋0.49mを考慮 
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資料 8－1.2－1 

 1.2 海水貯留堰における津波波力の設定方針について 

  (1) 設定方針の概要 

図 1.2－1に海水貯留堰の平面図を，図 1.2－2に断面図を示す。海水貯留堰は連結した鋼

管矢板を海底面に設置することにより，引き波時に海底面から突出した鋼管矢板頂部（突出

長 2～2.5m）で海水を貯留する設備である。 

海水貯留堰に津波波力が作用するのは，図 1.2－3 の海水貯留堰の内外水位概念図に示す

とおり，引き波により海水貯留堰が海面から露出し，その後，押し波が海水貯留堰に作用し

てから越流するまでの間に限定される。 

「防波堤の耐津波設計ガイドライン(国土交通省港湾局)」（平成 25 年 9 月（平成 27 年 12

月一部改訂））1)によれば，津波が構造物を越流する場合の津波荷重の算定にあたっては，若

干越流している状態に静水圧差による算定式を適用する場合，それより水位の低い越流直前

の状態の方が高い波力となる可能性があるので，両者を比較して高い方を採用する必要があ

るとしている。 

図 1.2-4に「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に示されている防波堤に対する津波荷重

算定手順のフローを示す。 

波状段波の発生の有無にあたっては，KK6 補足-019-2「津波への配慮に関する説明書に係

る補足説明資料 4.7 漂流物衝突を考慮した津波防護施設の設計について」に示すとおり，

柏崎刈羽原子力発電所の敷地前面では，津波の水面勾配が最大でも 2.57°と十分に小さく，

津波のソリトン分裂及び砕波は発生しないことを確認しているため，波状段波が発生する場

合の津波波力式は適用しない。 

次に海水貯留堰における越流について考えた場合，海水貯留堰は図 1.2－2に示すとおり，

常時没水している構造物であり，基準津波による引き波によって海水貯留堰頂部が露出し，

その後の押し波によって海水貯留堰天端高さ以上に水位が上昇すると瞬時に越流するため，

内外の津波水位差はつきにくく同程度の水位となるものの，設計の保守性の観点から，越流

が発生しない場合（越流直前の津波波力），越流が発生する場合（越流時の津波波力）の津波

波力をそれぞれ算定し，両者のうち保守的な津波波力を用いることとする。 

津波波力の算定に用いる津波は，設置変更許可申請書の津波水位評価で示した基準津波 1

～3 とする。基準津波は，平面 2 次元モデルによる津波シミュレーションにより得られる津

波水位であり，敷地前面に海水貯留堰や護岸などをモデル化し，構造物等による反射の影響

を含んだものである。 

なお，対象とする津波は，評価対象となる海水貯留堰が最も海面から露出し，その後の押

し波が越流するまでの間に作用する津波波力による影響が大きいと考えられることから，基

準津波 1～3のうち，海水貯留堰の前面の水位が最も低くなる基準津波 2を用いて検討する。 
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図 1.2－1 海水貯留堰の平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－2 海水貯留堰の断面図 
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図 1.2－3 海水貯留堰の内外水位概念図 
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図 1.2－4 防波堤に対する津波荷重算定手順（参考文献 1)に一部加筆） 

 

 

 

  

※ 

（※ 海水貯留堰に津波波力が作用するのは，引き波により海水貯留堰が海面から露出し，

その後押し波が海水貯留堰に作用してから越流するまでの間に限定されることから，遡上波

として取り扱う。） 
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  (2) 越流直前の津波波力の設定方針 

越流直前の津波波力の算定にあたっては，「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に基づき，

若干越流した状態より水位の低い越流直前の状態として，進行波の高さの最大水位となる海

水貯留堰天端高さまでを考慮することとし，津波波力が作用するのは，引き波により海水貯

留堰が海面から露出し，その後押し波が海水貯留堰に作用してから越流するまでの間に限定

されることから，遡上波として取り扱う。 

図 1.2－5 に基準津波 2 における最低水位分布を示す。海水貯留堰前面は，若干の水位が

あるが，周囲の海域は海底面が露出しているため，越流直前の津波波力の設定においては，

引き波時に海水貯留堰前面の海底が露出したと仮定し，その後の押し波を遡上波として津波

波力を設定する。 

具体的には，津波高さは，海水貯留堰に作用する津波波力が保守的になるように海水貯留

堰前面の海底面（T.M.S.L.－5.5m）まで水位が低下した後に襲来する津波を考慮することと

し，海水貯留堰に津波が越流する直前の状態として，進行波の高さの最大水位となる海水貯

留堰天端（T.M.S.L.－3.5mまたは T.M.S.L.－3.0m）までを想定する。遡上波と考えたときの

津波波力は，「東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構

造上の要件に係る暫定指針」2)の考え方に従って，津波高さの 3 倍の高さまでの静水圧荷重

とする。なお，図 1.2－6に津波波力の作用イメージを示す。海水貯留堰の堰高 2.0mに対す

る合力を算出すると，海水貯留堰延長 1m当たりの津波波力は下記のとおり求められる。 

 (60.60 − 20.20)𝑘𝑁/𝑚2 ×  2.0𝑚 = 80.8 𝑘𝑁/𝑚 

 

 

 

(1) 防波堤あり              (2) 防波堤なし 

図 1.2－5 最低水位分布（基準津波 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

海底面が露出する領域 海底面が露出する領域 

T.M.S.L. 
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図 1.2－6 津波波力の作用イメージ 

（海水貯留堰天端高さ T.M.S.L.－3.5mの場合）  
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  (3) 越流時の津波波力の設定方針 

越流時の津波波力の算定にあたっては，設置変更許可申請書での津波水位評価で用いた平

面 2次元モデルによる津波シミュレーションにより得られる津波水位のうち，海水貯留堰内

外の水位差の最大値を抽出したものを静水圧差として考慮する。 

平面 2次元モデルによる津波シミュレーションは，敷地前面に海水貯留堰や護岸などをモ

デル化し，構造物等の反射の影響を含めたものである。したがって，海水貯留堰内外の水位

差の最大値は，構造物による反射の影響を含んだ津波水位より算出されたものであり，津波

の進行波に伴う津波高さとは異なるものである。 

越流する場合の静水圧差による算定にあたっては，構造物による反射等の影響を含んだ津

波水位高さの内外水位差の最大値を保守的に考慮することとする。 

 

図 1.2－7 に海水貯留堰の内外水位差のうち内外水位差が最大となる箇所の津波水位の時

刻歴波形を示す。引き波後に襲来する津波が海水貯留堰を越流する際に，基準津波 2におい

て最大 1.9mの水位差が発生する。このため，津波高さとしては海水貯留堰天端（T.M.S.L.－

3.5mまたは T.M.S.L.－3.0m）から 2mの高さの越流を考慮して，「防波堤の耐津波設計ガイド

ライン(国土交通省港湾局)」（平成 25年 9月（平成 27年 12月一部改訂））1)による静水圧差

による算定式を参考に設定する。図 1.2－8に津波波力の作用イメージを示す。なお，海水貯

留堰の最大内外水位差は，基準津波 1～3のうち，基準津波 2が最も大きい。表 1.2－1及び

表 1.2－2に，各ケースの最大内外水位差一覧表を示す。海水貯留堰の堰高 2.0mに対する合

力を算出すると，海水貯留堰延長 1m当たりの津波波力は下記のとおり求められる。 

    (40.40 − 20.20)𝑘𝑁/𝑚2 ×  2.0𝑚 = 40.4 𝑘𝑁/𝑚 
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(1) 防波堤あり 

 

(2) 防波堤なし 

図 1.2－7 海水貯留堰内外の津波水位の時刻歴波形 

（内外水位差最大箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－8 津波波力の作用イメージ 

（海水貯留堰天端高さ T.M.S.L.－3.5mの場合） 

 

表 1.2－1 最大内外水位差一覧表（7号機海水貯留堰） 

 基準津波１ 基準津波２ 基準津波３ 

防波堤あり 0.8ｍ 1.5ｍ 0.5ｍ 

防波堤なし 1.1ｍ 1.6ｍ 0.8ｍ 

 

表 1.2－2 最大内外水位差一覧表（6号機海水貯留堰） 

 基準津波１ 基準津波２ 基準津波３ 

防波堤あり 0.5ｍ 1.0ｍ 0.3ｍ 

防波堤なし 0.8ｍ 1.9ｍ 1.3ｍ 

 

貯留堰内水位 

貯留堰外水位 

内外水位差（外-内） 最大水位差 1.5m 評価位置 

#7       #6 

評価位置 

#7       #6 
貯留堰内水位 

貯留堰外水位 

内外水位差（外-内） 最大水位差 1.9m 
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図 1.2－9 海水貯留堰内外の津波水位の時刻歴波形（7号機海水貯留堰南側接続部） 

（防波堤なし 基準津波 2） 

 

 

 

 

図 1.2－10 海水貯留堰内外の津波水位の時刻歴波形（7号機海水貯留堰中央部） 

（防波堤なし 基準津波 2） 

 

 

 

 

図 1.2－11 海水貯留堰内外の津波水位の時刻歴波形（7号機海水貯留堰北側接続部） 

（防波堤なし 基準津波 2） 
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最大水位差 0.8m 

最大水位差 1.3m 
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図 1.2－12 海水貯留堰内外の津波水位の時刻歴波形（6号機海水貯留堰南側接続部） 

（防波堤なし 基準津波 2） 

 

 

 

図 1.2－13 海水貯留堰内外の津波水位の時刻歴波形（6号機海水貯留堰中央部） 

（防波堤なし 基準津波 2） 

 

  図 1.2－9～図 1.2－13に海水貯留堰内外水位差の最大値を示したケース（基準津波 2 防波堤

なし）における津波水位時刻歴波形の拡大図を示す。 

 引き波後の押し波により海水貯留堰天端高さ以上に水位が上昇すると瞬時に越流し，その後の

内外の津波水位差は同程度の水位となることを確認した。 

  また，海水貯留堰外の水位時刻歴波形では，水位が階段上に上昇しており，海水貯留堰や護岸

構造物による反射の影響が現れていることがわかる。7号機海水貯留堰の内外水位差の最大値は，

接続部では 1.3m～1.5ｍを示しているのに対し，中央部では 0.8ｍを示している。これは，接続部

では海水貯留堰と護岸の両構造物による反射の影響により，水位上昇量がより顕著になることを

示している。なお，構造物による反射の影響により海水貯留堰から離れる方向の流れが発生する

ものの，ここでは流向を考慮せず，内外水位差を算出している。 

越流する場合の静水圧差による津波波力の算定にあたっては，流向を考慮せず，構造物による

反射の影響を含んだ津波水位高さの内外水位差のうち最大値を評価に用いることによって保守性

を確保している。 
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  (4) まとめ 

海水貯留堰における津波波力について，越流直前の波力及び越流時の静水圧差について検

討した。この結果，表 1.2－3に示すように越流直前の波力の方が越流時の静水圧差を上回る

結果となった。このため，海水貯留堰における設計用津波波力として，保守的に越流直前の

波力を考慮することとする。 

 

 

表 1.2－3 津波波力の比較 

 

 

 

 

 

 

 

  

 海水貯留堰の設計で考慮している津波波力 

（kN/m） 

越流直前 80.8 

越流時 40.4 
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（参考資料 1） 

津波波力の算定式に関する文献 

 

a. 防波堤の耐津波設計ガイドライン(国土交通省 港湾局) 

（平成 25年 9月（平成 27年 12月一部改訂））1) 

① 波状段波が発生しない場合で，かつ越流が発生しない場合には，「基準・同解説」に記載され

ている谷本式を適用する。谷本式に用いる aI（入射津波の静水面からの高さ）は，数値シミュ

レーション等による津波高さ（基準面からの高さ）の 1/2を入射津波高さと定義し，波力算定

にはこれを用いるものとする。 

 

② 波状段波が発生しない場合で，かつ越流発生の場合は，静水圧差による算定式を適用。 

 

 

図 1 防波堤に対する津波荷重算定手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 越流する場合の静水圧差による算定式 
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b. 東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上の要件に係る

暫定指針（平成 23年）2) 

構造設計用の進行方向の津波波圧は，次式により算定する。  

    構造設計用の進行方向の津波波圧 qZ＝ρg（ah－Z）  

     h  ：設計用浸水深  

     Z  ：当該部分の地盤面からの高さ（0≦Z≦ah）  

     a  ：水深係数。3とする。  

     ρg ：海水の単位体積重量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 津波波圧算定の概念図 

 

c. 港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 19年）3)  

直立壁に作用する津波波力は，静水面上η※=3.0aIの高さで p=0，静水位で p=2.2ρ0gaIとなる

直線分布で，静水位以下は，一様な波圧分布とする。非砕波の津波の場合には，入射津波の波高

H１とすれば，H１=2aIである。  

静水面上の波圧作用高さ η※＝3.0aI 

静水面における波圧強度 p1 ＝2.2ρ0gaI  

     aI    ：入射津波の静水面上の高さ（振幅）  

     ρ0g ：海水の単位体積重量  

 

d. 谷本ら(1983)：1983年日本海中部地震津波の実態と二・三の考察， 

港湾技研資料，No.470 4) 

   能代港の埋立地ケーソン護岸を想定した直立壁に作用する津波波力について検討している。 
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 ［実験水路］  

  ・長さ 163m，幅 1m，深さ 1.5m  

  ・模型床勾配 水深 100m～水深 5m：1/200，水深 5m以浅：1/20  

  ・縮尺：1/200  

 

  

  

  

  

  

  

  

 

 ［実験条件］  

周期 T(s) 波長 L(m) 振幅 a0 2a0/L 

60 187.86 9種類 3.23×10-5～8.52×10-5 

40 125.21 同上 5.91×10-5～2.40×10-4 

35 109.54 同上 1.20×10-4～3.22×10-4 

 

 ［実験結果］  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

防波堤模型(水深 9m の位置に設置) 

水深 9m の位置に防波堤の模型を 

設置し，構造物に働く波圧を計測 

波圧分布と座標軸 

aは Z=0からの段波の高さ 

〇津波波圧 P1＝2.2w0aI  

〇作用高さ η※=3.0aI 
  aI：入射津波の静水面上の高さ（振幅） 

 w0：流体の単位体積重量 

無次元最大波圧分布 
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e. 朝倉ら(2000)：護岸を越流した津波による波力に関する実験的研究，   

海岸工学論文集，第 47巻，土木学会，911-915 5) 

直立護岸を越流した津波の遡上特性から護岸背後の陸上構造物に作用する津波波力について検

討している。  

 

  ［実験水路］  

  ・長さ 60m，幅 0.7m，深さ 1.5m  

  ・模型床勾配 前面海域：1/200～1/30，陸上：フラット（背後斜面：1/5）  

  ・縮尺：1/50＊ 

注記＊：秋山ら(2013)の類似の実験より類推。 

秋山義信，岩前伸幸，池谷毅：盛土上の防潮施設に作用する津波波力，土木学会論

文集 B3(海洋開発)，Vol.69，No.2，2013  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 ［実験条件］  

 

波条件 

（正弦波） 

波高(cm) 10,15,20 

周期(秒) 42,63,126,336 

初期位相 押し初動，引き初動 

構造物位置 護岸先端からの距離(cm) 50,100,150,200 

護岸前面の水深 11.0cm 

護岸の天端高 静水面から 8.0cm 

  

 

 

 

 

 

  

陸上部に構造物の模型を設置し， 

構造物に働く波圧を計測 

構造物模型 
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［実験結果］  

  

  

  

  

  

 

  

  

〇津波波圧 P1＝3.0ρgηmax  
〇作用高さ Z=3.0ηmax 

  ηmax：最大遡上水深（振幅） 
 ρg ：海水の単位体積重量 

非分裂波の最大遡上水深 

無次元最大波圧分布 
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（参考資料 2） 

越流直前の津波波力の水深係数について 

 

 NRA技術報告「防潮堤に作用する津波波圧評価に用いる水深係数について」6)において，フルード

数が 1を越える領域で，国土交通省の暫定指針等における水深係数 3を超える場合があることが確

認されていることから，海水貯留堰の前面海域におけるフルード数を確認した。 

 図 1に海水貯留堰に対して引き波後に越流する直前の時刻における海水貯留堰前面海域の流向・

流速図を示す。図 1における最大流速箇所においてフルード数を評価した結果を表 1に示す。海水

貯留堰の前面海域におけるフルード数は 1以下であり，越流直前の津波波力の評価において，水深

係数 3を用いることとした。 

 

図 1 海水貯留堰越流直前の流向・流速分布 (1) 防波堤あり 

6号機取水口前面水位 

7号機取水口前面水位 

123.5分 

最大流速 3.2m/s 
7号機 

海水貯留堰 

6号機 

海水貯留堰 
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図 1 海水貯留堰越流直前の流向・流速分布 (2) 防波堤なし 

 

表 1 海水貯留堰越流時のフルード数 

 流速 

(m/s) 

水深 

(m) 
フルード数 

防波堤あり 3.2 2.0 0.8 

防波堤なし 3.2 1.9 0.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6号機取水口前面水位 

7号機取水口前面水位 

121分 

最大流速 3.2m/s 6号機 

海水貯留堰 

7号機 

海水貯留堰 
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（参考資料 3） 

浮遊砂濃度を考慮した場合の影響について 

 

（1） 概要 

引き波により海水貯留堰が海面から露出し，その後の押し波で海底土砂を巻き上げて襲来

する可能性を考慮し，保守的に浮遊砂体積濃度が上限値(1％)のときの，浮遊砂が混じった海

水の密度から津波波力及び衝突荷重等を算定した場合の構造物評価への影響について確認す

る。 

 

（2） 浮遊砂濃度を考慮した場合の海水密度の算定 

浮遊砂体積濃度の上限値は，設置変更許可申請書 審査資料「第 5条：津波による損傷の防

止 別添 1：柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉耐津波設計方針について」及び KK6 補足-

019-2「津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 3.1 砂移動による影響確認につい

て」と同様に，高橋ほか（1999）7)において示される浮遊砂体積濃度の上限値 1％とした。 

設置変更許可申請書 審査資料添付資料六まとめ資料「資料 4-4-1 柏崎刈羽原子力発電所

における津波評価について 9.基準津波による安全性評価」では，論文整理に基づく浮遊砂体

積濃度上限値に関する評価を実施している。表 1に高橋ほか（1999）の検証事例を示す。検証

結果から，浮遊砂体積濃度の上限値 5%は過大評価であり，浮遊砂体積濃度の上限値は 1%が妥

当な設定値であると考え，砂移動評価を行っている。 

また，FEMA(2012)の静水圧等の算定にあたっては，浮遊砂体積濃度を 5%と仮定した時の海

水密度として，1.10g/cm3を計算事例に用いているが，柏崎刈羽原子力発電所の浮遊砂体積濃

度とは異なる仮定の下での設定となっている。 

ここでは，津波が海底土砂を巻き上げて襲来する際の浮遊砂体積濃度の上限値は，設置変更

許可申請書にて妥当な設定値として評価を実施した 1％と仮定し，海水密度を算定した場合の

影響について確認する。表 2 に海水密度の算定結果を示す。浮遊砂が混じった海水の密度は

1.05g/cm3である。 

 

表 1 高橋ほか（1999）の検証事例 
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表 2 海水密度の算定結果 

 密度[g/cm3] 

海水 1.03 

砂 2.69 

海水＋砂 1％ 1.05 

（3） 構造物評価への影響検討 

７号工認では，7号工認の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料

（KK7補足-028-8）」のうち「1.2 海水貯留堰における津波波力の設定方針 （参考資料 3）

浮遊砂濃度を考慮した場合の影響について」に示すとおり，代表号機である７号機の海水貯留

堰を対象として海水密度上昇による構造物への影響について影響検討を行っており，海水密

度が上昇したとしても，照査値はほぼ同じであり，構造物の評価に影響がないことを確認して

いる。海水密度上昇による構造物への影響については，上記のとおり構造物の評価に影響しな

いことを７号工認において確認したことから，6号機においても，7号機の海水貯留堰を代表

することとし，７号工認資料と同様に「Ⅵ-3-別添 3-1-3 海水貯留堰（7号機設備）の強度計

算書」に示す 7号機海水貯留堰鋼管矢板の照査値がもっとも厳しいケース（重畳時２）の条件

に基づき算定した結果を示す。表 2に示す海水密度算定結果を用いたときの荷重作用図を図 1

に，表 3に荷重の算定結果を示す。 

衝突荷重の算定にあたっては，KK6補足-019-2「津波への配慮に関する説明書に係る補足説

明資料 4.7漂流物衝突を考慮した津波防護施設の設計について」に示すとおり，海水貯留堰

への漂流物衝突荷重のうち最も大きい算出値として，軽自動車-FEMA（2012）より算出された

値（499kN）を用いる。適用した FEMA（2012）の衝突荷重算定式を式（1）に示す。なお，衝突

力 Fi は，漂流物の質量，有効軸剛性及び漂流物を運ぶ流体の最大流速から算出されることか

ら，海水密度による影響は考慮されない。 

浮遊砂濃度を考慮した場合に構造物の照査結果の影響を把握するため，津波波力算定時と

同様に「Ⅵ-3-別添 3-1-3 海水貯留堰（7号機設備）の強度計算書」に示す 7号機海水貯留堰

鋼管矢板の照査値がもっとも厳しいケース（重畳時２）について照査結果を比較した。表 4及

び表 5に照査結果を示す。引き波後の押し波による海底土砂の巻き上げにより，海水密度が上

昇したとしても，構造物の評価に影響がないことを確認した。 

 

図 1 荷重作用図（鋼管矢板 重畳時２） 
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表 3 荷重の算定結果 

ケース名 
海水密度 

[g/cm3] 

津波波力 

[kN/m2] 

動水圧※ 

[kN/m2] 

（参考） 

衝突荷重 

[kN] 

水平方向 

慣性力 

[kN/m] 

基本 

ケース 

浮遊砂濃度を考

慮しない場合 
1.03 20.2 27.6 

499 31.7 
影響検討 

ケース 

浮遊砂濃度を考

慮した場合 
1.05 20.6 28.1 

※ 海水貯留堰の底面位置における動水圧 

 

𝐹𝑖 = 1.3𝑢𝑚𝑎𝑥√𝑘𝑚𝑑(1 + 𝑐)・・・・・式（1） 

ここに， 

      𝐹𝑖：衝突力[kN] 

      𝑢𝑚𝑎𝑥：漂流物を運ぶ流体の最大流速（=6.0 m/s） 

      k：漂流物の有効軸剛性[N/m]（保守的に高畠ら（2015）により求められる k3（2.04×

106[N/m]を用いる。） 

           𝑚𝑑：漂流物の質量（=1000 kg） 

      c：付加質量係数（=1.0） 

 

表 4 曲げ軸力に対する照査結果（重畳時２ 断面②：鋼管矢板端部） 

ケース名 

曲げモーメ

ント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸 

応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

基本 

ケース 

浮遊砂濃度を考慮

しない場合 
1488 80 172 277 0.63 

影響検討 

ケース 

浮遊砂濃度を考慮

した場合 
1494 80 173 277 0.63 

 

表 5 せん断力に対する照査結果（重畳時２ 断面②：鋼管矢板端部） 

ケース名 
せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

基本 

ケース 

浮遊砂濃度を考慮

しない場合 
559 34 157 0.22 

影響検討 

ケース 

浮遊砂濃度を考慮

した場合 
561 35 157 0.23 
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（4） まとめ 

以上より，引き波後の押し波による海底土砂の巻き上げに伴う浮遊砂濃度の影響を考慮し

た場合，海水貯留堰に作用する荷重の増分は少なく，照査結果も余裕があり，海水貯留堰鋼管

矢板の評価に影響がないことを確認した。 

 

    なお，参考として浮遊砂体積濃度を 5%と仮定した時の海水密度を，1.10g/cm3 として算定

した場合の構造物評価への影響（影響検討ケース②）を確認する。表 6～表 8 に算定結果を

示す。海水貯留堰に作用する荷重の増分は少なく，照査結果も余裕があり，海水貯留堰鋼管

矢板の評価に影響がないことを確認した。 

 

表 6 荷重の算定結果 

ケース名 
海水密度 

（g/cm3） 

津波波力 

（kN/m2） 

動水圧※ 

（kN/m2） 

（参考） 

衝突荷重 

（kN） 

水平方向 

慣性力 

[kN/m] 

影響検討 

ケース② 

浮遊砂濃度を 5%

と仮定した場合 
1.10 21.6 29.5 499 31.7 

※ 海水貯留堰の底面位置における動水圧 

 

表 7 曲げ軸力に対する照査結果（重畳時２ 断面②：鋼管矢板端部） 

ケース名 
海水密度 

（g/cm3） 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

曲げ軸 

応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

影響検討 

ケース② 

浮遊砂濃度を 5%

と仮定した場合 
1.10 1507 80 175 277 0.64 

 

表 8 せん断力に対する照査結果（重畳時２ 断面②：鋼管矢板端部） 

ケース名 
海水密度 

（g/cm3） 

せん断力 

（kN） 

せん断応力 

(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

(N/mm2) 

照査値 

影響検討 

ケース② 

浮遊砂濃度を 5%と

仮定した場合 
1.10 568 35 157 0.23 
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（参考資料 4） 

静水圧による津波波力算定方法の適用性確認 

 

（1） 概要 

海水貯留堰に作用する津波波力にあたっては，「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に基づ

いて，「1.2 津波波力における津波波力の設定方針について （1）設定方針の概要」に示す

ように，海水貯留堰の構造上の特徴や津波シミュレーションによる津波水位を基に，静水圧に

よる津波波力を考慮している。本資料では，津波の流速を用いて，海水貯留堰に作用する流体

力を算定する方法を整理し，流体力と静水圧による津波波力とを比較することにより，「防波

堤の耐津波設計ガイドライン」に基づく静水圧による津波波力の算定方法の適用性を確認す

る。 

 

（2） 検討方針 

本資料では，図 1に示す検討フローに従って検討を行う。 

流体力の算定方法には，複数の規格・基準類の算定式があるため，津波への適用を踏まえて

整理し，流体力の評価に用いる算定式を選定する。選定した式によって，津波波力と同様に，

津波の越流直前の場合と越流時の場合で流体力を算定し，静水圧による津波波力と比較する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 検討フロー 

 

  

流体力算定式の整理 

津波シミュレーション結果の整理 

（hu2最大値の抽出） 

越流直前の流体力の算定 越流時の流体力の算定 

静水圧による津波波力との比較 

津波波力の算定方法の適用性確認 
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（3） 流体力算定方法の整理 

  1）規格・基準類の流体力算定式の整理 

   規格・基準類の流体力算定式を表 1に示す。 

 

表 1 規格・基準類の流体力算定式の整理 

No. 出典 種類 概要及び算定式 

適用範囲及

び 

適用実績な

ど 

①  

港湾の施設の技術

上の基準・同解説 

平成 30年 

流れに伴う流体力算

定式 

 

（潮流に伴う流体力） 

流れによる力を流速の 2乗に比例する力で算

定 

𝐹𝐷 =
1

2
𝐶𝐷𝜌0𝐴𝑈2  ・・・式(1) 

 

𝐹𝐷：物体に作用する流れの方向の抗力，𝐶𝐷：抗力

係数，𝜌0：水の密度，A：流れの方向の物体の投影

面積，𝑈：流速 

 

桟 橋 な ど

の 杭 式 構

造 物 の 杭

や パ イ プ

ライン等 

②  

港湾の施設の技術

上の基準・同解説 

平成 30年 

海中部材に作用する

波力算定式 

 

（波浪に伴う流体力） 

波力を波による水粒子速度の２乗に比例す

る抗力と、水粒子加速度に比例する慣性力の

和で算定 

𝑓𝑛 =
1

2
𝐶𝐷𝜌0𝑢2𝐷𝛥𝑆 + 𝐶𝑀𝜌0𝑎𝐴𝛥𝑆  ・・・式(2) 

 

𝑓𝑛：部材軸方向の微小長さ，ΔSに作用する部材軸

直角方向の力，𝐶𝐷:抗力係数，𝜌0：海水の密度，A：

部材軸に垂直な面で切った部材断面積，𝑢：水粒子

速度，D：荷重作用方向から見た部材軸直角方向の

部材幅，𝐶𝑀：慣性力係数，𝑎：水粒子加速度 

 

海中の杭

のように

波長に比

してその

径が小さ

いもの 

③  

道路橋示方書 

Ⅰ共通編 

平成 14年 

流水圧算定式 

 

（河川流に伴う流体力） 

流水圧を最大流速の 2乗に比例する力として

算定 

𝑃 = 𝐾𝑣2𝐴  ・・・式(3) 

 

P：流水圧，K：橋脚の形状で定まる定数，v：最大

流速，A：橋脚の鉛直投影面積 

 

橋脚 

④  

Guidelines for 

Design of 

Structures for 

Vertical 

Evacuation from 

Tsunamis Second 

Edition 

(FEMA2012) 

津波による流体力 

 

（津波に伴う流体力） 

流体力を構造物位置での流速の 2乗に比例す

る力として算定 

𝐹𝐷 =
1

2
𝐶𝐷𝜌𝑠𝐵(ℎ𝑢2)𝑚𝑎𝑥  ・・・式(4) 

𝐹𝐷 ∶流体力 

𝜌𝑠：堆積物を含む流体密度，𝐶𝐷：抗力係数，𝐵：構

造物の幅，ℎ：浸水深，𝑢：構造物位置での流速 

 

津 波 避 難

ビル 
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  2）津波に対する流体力算定式の適用性 

 表 1に示した各規格・基準類の流体力算定式について，津波への適用を踏まえて変換した結

果を表 2 に示す。変換した算定式はいずれも一般的な流体力算定式となっており，同一のもの

と整理できる。本資料では，津波による流体力を評価しており，時々刻々と変化する水深と流

速の関係を考慮している FEMA（2012）による算定式（式(4)）を適用することとした。ここで，

FEMA（2012）の流体力算定式では，水深 hと流速 uの 2乗の積を流束とし，流束の時刻歴最大

値を適用していることから，津波シミュレーション結果より流束の最大値を抽出した上で，以

降の流体力の検討を行う。 

 

表 2 津波への適用を踏まえた各流体力算定式の整理 

No. 概要及び算定式 

①  

一般的な流れを伴う流体力の算定式である 

式(1) =
1

2
𝐶𝐷𝜌0𝐴𝑈2 

 

②  

津波のように緩やかに流速が変化する現象では，加速度が微小であることから加速度項を無視することが

でき，一般的な流体力の算定式となる 

式(2)=
1

2
𝐶𝐷𝜌0𝑢2𝐷𝛥𝑆 =

1

2
𝐶𝐷𝜌0𝐴𝑢2 

ここに、 

A = DΔS 

A：流体力の作用面積，D：荷重作用方向から見た部材軸直角方向の部材幅，ΔS：部材軸方向の微小長さ 

③  

表 1の式(3)に示した橋脚の形状で定まる係数 Kは，以下のように表される 

（道路橋示方書Ⅰ共通編 H14 p.44） 

𝐾 = 𝐾′
𝑤0

2𝑔
 

ここに、 

𝐾′：物体の形状によって定まる係数，𝑤0：水の単位体積重量，g：重力加速度 

 

表-1の式(3)を変換すると、一般的な流体力の算定式となる 

式(3)= 𝐾′
𝑤0

2𝑔
𝑣2𝐴 = 

1

2
𝐶𝐷𝜌0𝑣2𝐴 

ここに、 

𝜌0 =
𝑤0

𝑔
，  𝐾′ = 𝐶𝐷 

④  

津波に対する流体力の算定式であり、一般的な流体力の算定式である 

式(4)=
1

2
𝐶𝐷𝜌𝑠𝐵(ℎ𝑢2)𝑚𝑎𝑥 =

1

2
𝐶𝐷𝜌𝑠𝑢2𝐴 

ここに、 

A = Bh，𝐵：構造物の幅，ℎ：浸水深 

ただし、浸水深 hと流速 uの 2乗の積（流束）の時刻歴最大値を用いる 

Aは，津波による流体力が作用する構造物の受圧面積に相当する面積である 

浸水深 hは，津波による流体力が構造物に作用する際の，構造物への作用高さのことを示している 
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（4） 流体力算定における設計上の考え方 

  1）流体力算定で用いる流速 

   海水貯留堰へ作用する流体力の算定にあたっては，設置変更許可申請書の津波水位評価で示

した平面 2次元モデルによる津波シミュレーション結果に基づいて，海水貯留堰の前面の水位

が最も低くなることや海水貯留堰の最大内外水位差が最も大きくなること等を考慮し，基準津

波 2の結果を用いた。津波流速の設定にあたっては，図 2に示す海水貯留堰外側の各格子にお

ける流向ベクトル及び流速の時刻歴を算出し，全時刻歴における海水貯留堰に向かう方向の流

速を確認する。ここで，海水貯留堰に向かう方向とはそれぞれの格子において評価した流向ベ

クトルを延長したときに 6号機または 7号機の海水貯留堰に交差する方向としている。また，

流速の大きさは，ベクトルの分解を考慮していないものである。 

 

 

図 2 流速及び水深の評価位置 

 

 

  2）流体力算定で用いる水深 

   流体力算定に用いる水深は，津波流速の算定と同様に基準津波 2 の津波シミュレーション結

果を用い，図 2に示す海水貯留堰外側の各格子で算出した水位時刻歴から，全時刻歴における

各流速に対応する水深を確認する。算定に用いる水深は，津波による流体力が構造物に作用す

る際の作用高さに該当することから，以下とする。 

   越流直前においては，引き波により海水貯留堰が海面から露出し，その後押し波が海水貯留

堰に作用してから，越流するまでの津波水位を抽出する。 

   越流時においては，津波波力の算定では「1.2 津波波力における津波波力の設定方針につい

て （3）越流時の津波波力の設定方針」に示すように海水貯留堰内外水位差が生じる時間は瞬

時であるものの，海水貯留堰内外の水位差の最大値を抽出したものを静水圧差として考慮して

いる。流体力の算定では，津波水位が海水貯留堰高さを上回っていることから，津波による流

体力が海水貯留堰に作用する高さとして，構造物の高さと等しく水深 h=2.0ｍとする。 

 

 

 

 

 

7号機 6号機 
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  3）流速と水深から求められる流束最大値の抽出結果 

   算定に用いる FEMA（2012）では，津波による流体力を算定する際に流束 hu2 （水深 hと流速

u の 2 乗の積）の最大値を適用することとしている。津波シミュレーションによる全時刻歴に

おける，流速と水深により求められる流束 hu2の最大値の抽出結果を表 3 及び表 4 に示す。ま

た，最大値を示した位置を図 3に示す。 

   越流直前及び越流時ともに防波堤なしケースの 6 号機海水貯留堰西側前面で流束 hu2 が最大

となっている。 

 

表 3 流束 hu2抽出結果（海水貯留堰越流直前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 流束 hu2抽出結果（海水貯留堰越流時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3  流束 hu2最大値抽出位置 

 

  

抽出ケース hu2(m3/s2) Time(s) 出力点座標 

7号機 防波堤あり 18.420 7417 (i,j) = (176,506) 

防波堤なし 14.689 7274 (i,j) = (172,507) 

6号機 防波堤あり 22.124 7448 (i,j) = (177,530) 

防波堤なし 28.605 7269 (i,j) = (177,516) 

抽出ケース hu2(m3/s2) Time(s) 出力点座標 

7号機 防波堤あり 24.165 7550 (i,j) = (175,488) 

防波堤なし 14.667 7282 (i,j) = (176,491) 

6号機 防波堤あり 24.151 7478 (i,j) = (177,533) 

防波堤なし 35.079 7275 (i,j) = (177,516) 

hu2最大値抽出位置（越流直前及び越流時共通） 

7号機 
6号機 

※流束 hu2が 28.605のときの流速 uは 3.688(m/s) 

※流束 hu2が 35.079のときの流速 uは 4.188(m/s) 
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（5） 流体力の算定結果と津波波力との比較 

   津波シミュレーションによる流束 hu2の最大値より流体力を算定する。 

  1）越流直前の流体力算定結果 

越流直前における，流速を考慮した海水貯留堰延長 1m 当たりの流体力は下記のとおり求め

られる。 

𝐹𝐷 =
1

2
𝐶𝐷𝜌0𝐵(ℎ𝑢2)𝑚𝑎𝑥 =

1

2
× 2.0 × 1.030 × 1.000 × 28.605＝29.463 （kN/m） 

 

  2）越流時の流体力算定結果 

   越流時における，流速を考慮した海水貯留堰延長 1m 当たりの流体力は下記のとおり求めら

れる。 

𝐹𝐷 =
1

2
𝐶𝐷𝜌0𝐵(ℎ𝑢2)𝑚𝑎𝑥 =

1

2
× 2.0 × 1.030 × 1.000 × 35.079＝36.131 （kN/m） 

 

  3）流体力と津波波力との比較結果 

   海水貯留堰延長 1m 当たりの流体力と津波波力の比較を表 5 に示す。津波による流体力は，

海水貯留堰の設計で考慮している「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に基づく津波波力より，

小さいことを確認した。 

 

表 5 流体力と津波波力の比較 

 

 

 

 

 

 

※1 越流直前の津波波力設定については，図 4 に示すように「東日本大震災における津波による建築物

被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針」2)の考え方に従って，津波高さの 3

倍の高さまでの静水圧荷重を考慮している。海水貯留堰の堰高 2.0mに対する合力を算出すると，海

水貯留堰延長 1m当たりの津波波力は下記のとおり求められる。 

 (60.60 − 20.20)𝑘𝑁/𝑚2 ×  2.0ｍ = 80.8 𝑘𝑁/𝑚 

 

※2越流時の津波波力設定については，図 5に示すように「防波堤の耐津波設計ガイドライン(国土交通

省港湾局)」（平成 25年 9月（平成 27 年 12月一部改訂））1)による静水圧差による算定式より算定し

ている。海水貯留堰の堰高 2.0m に対する合力を算出すると，海水貯留堰延長 1m 当たりの津波波力

は下記のとおり求められる。 

   (40.40 − 20.20)𝑘𝑁/𝑚2 ×  2.0ｍ = 40.4 𝑘𝑁/𝑚 

 

 

 
津波による流体力 

海水貯留堰の設計 

で考慮している津波波力 

（kN/m） （kN/m） 

越流直前 29.5 80.8※1 

越流時 36.1 40.4※2 
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図 4 津波波力の作用イメージ（越流直前）【再掲】 

（海水貯留堰天端高さ T.M.S.L.－3.5mの場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 津波波力の作用イメージ（越流時）【再掲】 

（海水貯留堰天端高さ T.M.S.L.－3.5mの場合） 

 

（6） まとめ 

以上より，海水貯留堰に作用する津波波力の算定について，津波による流体力と海水貯留堰

の設計で考慮している「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に基づく津波波力を比較した結果，

越流直前及び越流時のいずれの場合も，「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に基づく静水圧

による津波波力の方が大きくなることから，その適用性を確認した。 
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（参考資料 5） 

海水貯留堰における津波波力算定方法の妥当性について 

 

（1） 概要 

本資料では，海水貯留堰に作用する津波波力に関する検討項目を整理し，それぞれの検討目

的と検討方法，波力評価のプロセスについて整理する。その上で，海水貯留堰における津波波

力算定にあたり，平面 2次元解析の結果に基づいて「防波堤の耐津波設計ガイドライン 平成

25年 国土交通省 港湾局」（以下，ガイドラインと称す）に示される津波波力の算定方法を

適用することの妥当性について確認する。 

 

（2） 津波解析の基礎理論の整理について 

海水貯留堰に作用する津波波力の検討には，津波解析の結果から抽出した水位や流速を用

いて評価していることから，ここでは津波解析の基礎理論について表 1のように整理した。

なお，津波解析で用いられる理論は 3次元の基礎方程式を水底から水面まで鉛直方向に積分

して導かれた平面 2次元場の基礎方程式であり，いずれの基礎理論も水深方向の流速を一定

と仮定している。 

柏崎刈羽原子力発電所の津波評価では，基準津波の策定に対しては非線形長波理論を適用

し，ソリトン分裂発生の判断に対しては非線形分散波理論を適用している。 

KK6補足-019-2「津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 4.7漂流物衝突を考慮

した津波防護施設の設計について」に示すとおり，柏崎刈羽原子力発電所の敷地前面海域に

おいては，ソリトン分裂が発生しないことを確認している。そのため，非線形長波理論に基

づく水位及び流速を津波波力算定に用いることで，適切な波力評価が可能と判断している。 

非線形長波理論に基づく平面 2次元解析と非線形分散波理論に基づく 1次元解析の結果を

図 1に比較する。津波波力の算定において最も着目すべき時間である約 120分付近までの時

間帯においては，両者は概ね一致している。したがって，津波の特性を考慮すると，非線形

長波理論に基づく解析結果から得られる水位及び流速を津波波力の算定に用いることができ

るものと考える。 

 

表 1 津波解析の基礎理論（原子力発電所の津波評価技術 20168)より抜粋） 

理論 特性 

非線形長波理論 

（浅水理論） 

波高と水深の比が小さくない（非線形性が無視できない）場合

に適用する。運動方程式は非定常項，移流項及び圧力項からな

り，浅海域における波の前傾化を考慮することができる。 

非線形分散波理論 

伝播に伴い津波波形の曲率が大きくなり水粒子の鉛直歩行加速

度が無視できず，波の分散性が現れる場合に適用する。運動方

程式は非定常項，移流項，圧力項及び分散項からなり，ソリト

ン分裂の発生の有無を評価することができる。 
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図 1 津波解析結果の比較（貯留堰設置位置） 

 

 

（3） 検討項目の整理 

海水貯留堰を対象とした津波波力の検討項目を表 2に整理する。 

津波波力の検討に先立ち，柏崎刈羽原子力発電所の敷地前面海域では，津波のソリトン分裂

が発生しないことを確認している。その結果を踏まえ，非線形長波理論に基づいた平面 2次元

解析の結果をガイドラインの津波波力算定式に適用して津波波力を評価している。また，フル

ード数に基づいた水深係数の検討，浮遊砂濃度による海水の単位体積重量の増大を考慮した

検討や，流体力式による波力の算定などの観点からも検討を行い，その影響を評価している。 

 

KK6補足-019-2「津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 4.7漂流物衝突を考慮

した津波防護施設の設計について」から，当該サイトに襲来する津波は水面勾配が最大で

2.57°と緩やかであり，フルード数も 0.8 以下であることから，ゆっくりとした水位上昇と下

降を繰り返す特性を有するため，海水貯留堰の内外の静水圧差により津波波力を算定するこ

とが適切であると判断している。 

また，対象となる海水貯留堰の高さは 2m程度であり受圧面積も小さいが，平面 2次元解析

から得られる水深と流速を用いて津波の流体力についても算定し，静水圧差による津波波力

の方が大きくなることを確認した。 

 

以上の検討から，ガイドラインに示される静水圧差に基づいた津波波力の算定方法によっ

て，海水貯留堰に作用する津波波力を算定することの妥当性を確認した。 
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表 2 海水貯留堰を対象とした津波波力の検討内容 

検討項目 確認内容 資料名 

ソリトン分裂の

有無 

ソリトン分裂が発生する場合，波力の評価式が異

なることから，非線形分散波理論に基づいた解析

を実施し，ソリトン分裂の発生有無を検討した。

その結果，柏崎刈羽原子力発電所前面海域におい

てはソリトン分裂が発生しないことを確認し，以

降の検討では津波の分散性については考慮しな

いものとした。 

KK6 補足-019-2「津波へ

の配慮に関する説明書に

係る補足説明資料 4.7

漂流物衝突を考慮した津

波防護施設の設計につい

て」 

静水圧差による

津波波力の算定 

「防波堤の耐津波設計ガイドライン」に基づき，

越流直前と越流時で津波波力をそれぞれ算定し

た。越流直前では押し波を遡上波として捉え，津

波高さの 3倍の高さの静水圧荷重を考慮して算定

した。越流時は海水貯留堰の内外水位差から静水

圧差により算定した。なお，波力算定に用いた津

波水位は非線形長波理論に基づいた平面 2次元津

波解析結果から抽出した。 

KK6補足-028-08 「浸水

防護施設の耐震性に関す

る説明書の補足説明資料 

1.2 海水貯留堰における

津波波力の設定方針につ

いて」 

水深係数の整理 

平成 28年 12月 NRA技術報告において，フルード

数が 1を越える領域で，国土交通省の暫定指針等

における水深係数 3を超える場合があることが確

認されていることから，海水貯留堰の前面海域に

おけるフルード数を確認した。なお，フルード数

は非線形長波理論に基づいた平面 2次元津波解析

結果から抽出した流速及び水深を用いて算出し，

値が 0.8以下であったため，水深係数は 3とした。 

KK6補足-028-08 「浸水

防護施設の耐震性に関す

る説明書の補足説明資料 

1.2 海水貯留堰における

津波波力の設定方針につ

いて」 

浮遊砂濃度を 

考慮した場合の

津波波力の確認 

津波が海底土砂を巻き上げて襲来する可能性を

考慮し，浮遊砂が混じった海水の密度で津波波力

を確認した。その結果，海水貯留堰鋼管矢板の評

価に影響がないことを確認した。 

KK6補足-028-08 「浸水

防護施設の耐震性に関す

る説明書の補足説明資料 

1.2 海水貯留堰における

津波波力の設定方針につ

いて」 

流体力による 

津波波力の確認 

非線形長波理論に基づいた平面 2次元津波解析結

果から抽出した水位及び流速を用いて，流体力に

よる津波波力を算定した。また，静水圧差から算

定した津波波力と比較し，静水圧差から算定した

津波波力の方が大きくなることを確認した。 

KK6補足-028-08 「浸水

防護施設の耐震性に関す

る説明書の補足説明資料 

1.2 海水貯留堰における

津波波力の設定方針につ

いて」 
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（4） まとめ 

本資料では，柏崎刈羽原子力発電所の敷地前面海域において，非線形長波理論に基づく解析

結果を用いて津波波力を算定することの妥当性及び，ガイドラインに基づき静水圧差より津

波波力を算定することの妥当性について確認した。 

・ 柏崎刈羽原子力発電所の敷地前面海域では，非線形分散波理論による解析結果にソリ

トン分裂は認められないことから，非線形長波理論に基づく解析結果を用いることは

妥当と考えられる。 

・ 当該サイトに襲来する津波は，海水貯留堰近傍でゆっくりとした水位上昇と下降を繰

り返す特性を有することから，海水貯留堰の内外の静水圧差より津波波力を算定する

ことは妥当であると考えられ，流体力式による波力と比較しても静水圧差による津波

波力の方が大きくなることが確認される。 

 

なお，以上の検討は，当該サイトの地形や構造物による津波の反射の影響，港湾構造物（防

波堤）の有無や地震による敷地の変動などもパラメータとした各種ケースについて行ったも

のであり，津波の事象として網羅的な検討を行った結論となっている。 
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 1.3 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について 

  (1) 基本的考え方 

自然現象を考慮する浸水防護施設に関して，積雪荷重については，屋外の積雪が生じる場

所に設置される施設のうち，積雪による受圧面積が小さい施設を除いては，積雪荷重を考慮

する。 

 

  (2) 選定対象施設 

選定を行う浸水防護施設を以下に示す。 

a. 津波防護施設 

・海水貯留堰（重大事故等時のみ 6,7号機共用） 

・海水貯留堰（7号機設備，重大事故等時のみ 6,7号機共用） 

 

b. 浸水防止設備 

 ・大物搬出入口建屋 水密扉 

 ・可燃性ガス濃度制御系再結合装置室 水密扉 

 ・非常用ディーゼル発電機(B)室 水密扉 

 ・燃料移送ポンプエリア（B系） 水密扉 

 ・フィルタベントエリア 水密扉 

・貫通部止水処置（建屋外周部に設置するもの） 

 

c. 津波監視設備 

・津波監視カメラ
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  (3) 積雪荷重を組み合わせる施設の選定方法 

積雪荷重を組み合わせる施設として，屋外の積雪の可能性が大きい場所に設置されている

浸水防護施設のうち，積雪が生じやすい形状や位置に設置されており積雪の影響が大きいと

考えられる施設を対象とする。この判断フローを図 1.3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3－1 基準地震動 Ss又は基準津波と積雪荷重の組み合わせを考慮する施設の選定フロー 

 

  (4) 積雪荷重を組み合わせる施設の選定結果 

積雪荷重を組み合わせる施設の選定結果を表 1.3－1に示す。

以下に示す項目に該当する場合は除外（積雪荷重との組み合わせは考慮しない）する。 

 

① 屋外の積雪の可能性が大きい場所に設置されているか 

・海中又は地中に設置 

② 積雪が起こりやすい形状や設置位置及び積雪の影響が大きいか 

・壁面に設置 

・施設の上に蓋等があり施設に積雪しない 

・施設上部の受圧面積が小さい 

浸水防護施設 

① 屋外の積雪の可能性が大き

い場所に設置されているか 

② 積雪が生じやすい形状や

設置位置及び積雪の影響

大きいか 

基準地震動 Ss又は基準津波と積雪荷重

の組み合わせを考慮する。 

基準地震動 Ss又は基準津波と積雪荷重

の組み合わせを考慮しない。 

Yes 

Yes 

No 

No 
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表 1.3－1 積雪荷重を組み合わせる施設の選定結果 

 

設備 設備概要 

① 

屋外の積雪の可能

性が大きい場所に

設置されているか 

② 

積雪が生じやすい形

状や設置位置及び積

雪の影響が大きいか 

備考 

津

波

防

護

施

設 

海水貯留堰（重大事故等時のみ

6,7号機共用） 

水中に設置されているため，積雪

は生じない 
× －  

海水貯留堰（7号機設備，重大事

故等時のみ 6,7号機共用） 

水中に設置されているため，積雪

は生じない 
× －  

浸

水

防

止

設

備 

大物搬出入口建屋 水密扉 
壁面に設置されているため，積雪

は生じない 
○ ×  

可燃性ガス濃度制御系再結合装

置室 水密扉 

壁面に設置されているため，積雪

は生じない 
○ ×  

非常用ディーゼル発電機(B)室 

水密扉 

壁面に設置されているため，積雪

は生じない 
○ ×  

燃料移送ポンプエリア（B 系） 

水密扉 

壁面に設置されているため，積雪

は生じない 
○ × 

 

フィルタベントエリア 水密扉 
壁面に設置されているため，積雪

は生じない 
○ × 

 

貫通部止水処置（建屋外周部に

設置するもの） 

壁面に設置されているため，積雪

は生じない 
○ × 
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表 1.3－1 積雪荷重を組み合わせる施設の選定結果 

 

設備 設備概要 

① 

屋外の積雪の可能

性が大きい場所に

設置されているか 

② 

積雪が生じやすい形

状や設置位置及び積

雪の影響が大きいか 

備考 

津

波

監

視

設

備 

津波監視カメラ 
カメラ取付架台に積雪が生じやす

い 
○ ○ 

計算書において積雪荷重の

影響を確認する。 
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1.4 津波防護に関する施設の機能設計・構造強度設計に係る 

許容限界について 
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 1.4 津波防護に関する施設の機能設計・構造強度設計に係る許容限界について 

津波防護に関する施設は，津波の発生に伴い，津波防護対象設備がその安全性または重大事

故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないこと，また地震により安全機能が損

なわれるおそれがないことを目的として，技術基準規則に適合する設計とする。図 1.4－1に浸

水防護に関する施設の設計方針に係る図書構成を，表 1.4－1に耐津波設計における各施設の基

本設計方針，要求機能，機能設計，構造強度設計及び許容限界を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4－1 津波防護に関する施設の設計方針に係る図書構成

 

耐震設計 耐津波設計 

本
文 

 
その他発電用原子炉の附属施設 

（浸水防護施設） 

【基本設計方針】 

 

 
Ⅵ-1-1-3-2-4「入力津波による津波防護対象設備

への影響評価」 

Ⅵ-1-1-3-2-5「津波防護に関

する施設の設計方針」 

【要求機能】 
Ⅵ-1-1-3-2-3 

 

 

Ⅵ-1-1-3-2-5「津波防

護に関する施設の設

計方針」 

【機能設計】 

Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波へ

の配慮が必要な施設の強

度計算の方針」 

【構造強度設計】 

【許容限界】 

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」 

【機能設計】【構造強度設計】【許

容限界※】 

Ⅵ-2-1「耐震設計の基本方針」 

【要求機能】【機能設計】【構造強

度設計】 

Ⅵ-2-10-3「非常用取水設備の耐

震性に関する説明書」【構造強度

設計】【許容限界】 

原子炉冷却系統施設 

（蒸気タービンを除く。） 

【基本設計方針】 

添
付
書
類 

※本資料では耐震性についての

計算書に記載の許容限界を示す。 

71



 

 資料 8－1.4－2 

 

表 1.4－1 津波防護に関する施設の耐津波設計について 

（津波防護施設） 

資料 
その他発電用原子炉の 

付属設備（浸水防護施設） 
Ⅵ-1-1-3-2-5「津波防護に関する施設の設計方針」 Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」 

施設名 基本設計方針 要求機能 

機能設計 構造強度設計 

設計に用いる許容限界 
性能目標 機能設計方針 性能目標 構造強度設計（評価方針） 評価対象部位 

機能損傷モード 

応力等の状態 限界状態 

海水 

貯留堰 

【1.4.1 設計方針】 

津波防護施設については，｢1.2 

入力津波の設定｣で設定してい

る繰返しの襲来を想定した入

力津波に対して，津波防護対象

設備の要求される機能を損な

うおそれがないよう以下の機

能を満足する設計とする。 

【1.4.1(1) 津波防護施設】 

津波防護施設は，漏水を防止す

る設計とする。 

【1.4.1(1) 津波防護施設】 

津波防護施設として設置する

海水貯留堰については，津波に

よる水位低下に対して，原子炉

補機冷却海水ポンプ等の取水

可能水位を保持し，かつ，冷却

に必要な海水を確保する設計

とする。 

主要な構造体の境界部には，想

定される荷重の作用及び相対

変位を考慮し，試験等にて止水

性を確認した止水ゴム等を設

置し，止水処置を講じる設計と

する。 

【1.4.2 荷重の組合せ及び許

容限界】 

自然条件（積雪，風荷重）及び

余震として考えられる地震に

加え，漂流物による荷重を考慮

する。 

津波防護施設は，

繰返しの襲来を想

定した入力津波に

対し，余震，漂流

物の衝突及び積雪

を考慮した場合に

おいても，津波防

護対象設備が，要

求される機能を損

なうおそれがない

よう，津波による

漏水を防止するこ

とが要求される。 

海水貯留堰は，地震

後の繰返しの襲来を

想定した遡上波に対

し，余震，漂流物の

衝突及び積雪を考慮

した場合において

も，津波による水位

低下に対して原子炉

補機冷却海水ポンプ

等が取水可能な高さ

以上の施工により，

原子炉補機冷却海水

ポンプ等の機能が保

持でき，かつ，原子

炉冷却に必要な海水

を確保できることを

機能設計上の性能目

標とする。 

海水貯留堰は，地震後の

繰返しの襲来を想定した

遡上波に対し，余震，漂

流物の衝突及び積雪を考

慮した場合においても，

原子炉補機冷却海水ポン

プ等の取水に必要な高さ

及び原子炉冷却に必要な

貯留量を考慮した天端高

さ T.M.S.L.－3.5mとし，

取水口前面の海中に設置

する設計とする。 

海水貯留堰は，鋼製の鋼

管矢板を古安田層中の粘

性土もしくは西山層で支

持し，海水を貯留する設

計とする。 

鋼管矢板同士の接続部に

は，試験等により止水性

を確認した鋼管矢板継手

を設置し，鋼管矢板の境

界部の止水性を保持する

設計とする。また，取水

護岸と海水貯留堰の接続

部には，試験等により止

水性を確認した止水ゴム

を設置し，取水護岸と海

水貯留堰の境界部の止水

性を保持する設計とす

る。 

海水貯留堰は，地震後の

繰返しの襲来を想定した

遡上波の浸水に伴う津波

荷重並びに余震，漂流物

の衝突及び積雪による荷

重に対し，古安田層中の

粘性土もしくは西山層に

支持される鋼製の鋼管矢

板で構成し，地震後，津

波後の再使用性を考慮

し，主要な構造部材の構

造健全性を保持する設計

とし，ずれる又は浮き上

がるおそれのない設計と

するとともに，鋼管矢板

同士を接続する鋼管矢板

継手を設置し，部材を有

意な漏えいを生じない変

形にとどめる設計とす

る。また，取水護岸と海

水貯留堰の接続部には，

止水ゴムを設置し，部材

を有意な漏えいを生じな

い相対変位に留める設計

とする。これらの設計に

よって，主要な構造部材

の構造健全性を保持する

ことを構造強度設計上の

性能目標とする。 

地震後の繰返しの襲来を想定した津

波荷重，余震及び漂流物の衝突を考

慮した荷重に対し，主要な構造部材

の構造健全性を保持する設計とする

ため，構造部材である鋼管矢板が，

おおむね弾性状態に留まることを確

認する。 

鋼管矢板 

 

曲げ，  

せん断 

 

部材が弾性域に留まらず塑

性域に入る状態 

 

「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部

構造編）・同解説（平成 14年 3月）」

に基づき，短期許容応力度とする。 

【基準津波に対して，適切な裕度を

もって弾性状態にとどまるように設

定する。】 

地震後の繰返しの襲来を想定した津

波荷重，余震及び漂流物の衝突を考

慮した荷重に対し，主要な構造体の

境界部に設置する部材が有意な漏え

いを生じない変形に留める設計とす

るため，境界部に設置する止水ゴム

が，有意な漏えいを生じない変形量

以下であることを確認する。 

止水ゴム 

 

変形 

 

有意な漏えいに至る変形 

 

【基準津波に対して，漏水試験及び

変形試験により，有意な漏えいが生

じないことを確認した変形量とす

る。】 

 

 

 

 

 

 

 

地震後の繰返しの襲来を想定した津

波荷重，余震及び漂流物の衝突を考

慮した荷重に対し，主要な構造部材

の構造健全性を保持する設計とする

ため，構造部材である止水ゴム取付

部鋼材が，おおむね弾性状態に留ま

ることを確認する。 

止水ゴム 

取付部鋼材 

 

曲げ， 

せん断 

 

部材が弾性域に留まらず塑

性域に入る状態 

 

「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部

構造編）・同解説（平成 14年 3月）」

に基づき，短期許容応力度とする。 

【基準津波に対して，適切な裕度を

もって弾性状態にとどまるように設

定する。】 

 

 

 

 

 

赤字：荷重条件 

緑字：要求機能 

青字：対応方針 
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1.5 津波防護施設の強度計算における津波荷重，余震荷重及び 

衝突荷重の組合せについて 
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 1.5 津波防護施設の強度計算における津波荷重，余震荷重及び漂流物荷重の組合せについて 

  (1) 概要 

本資料は，津波防護施設である海水貯留堰の強度計算における津波荷重，余震荷重及び衝

突荷重の組合せの考え方について説明するものである。 

津波防護施設の強度計算に用いる荷重の組合せは，施設の配置，構造計画に基づく形状及

び評価対象部位を踏まえて，常時作用する荷重，津波の形態に応じた荷重及びその他自然現

象による荷重に分けて適切に組み合わせることとしている。 

そのため，津波の形態に応じた荷重の組合せとして，遡上津波荷重又は津波荷重（静水圧）

（以下「津波荷重」という。）と衝突荷重の組合せを考慮する場合と，余震荷重の組合せを考

慮する場合について強度計算を行うこととしているが，津波荷重，衝突荷重及び余震荷重の

組合せについても考慮する。 

 

  (2) 津波荷重と衝突荷重の組合せについて 

津波荷重と衝突荷重の組合せについては，実際に施設に作用する荷重としては，津波によ

る最大荷重と漂流物による最大荷重が同時に作用する可能性は小さいものの，保守的な評価

を行う観点から，遡上津波として，津波による最大荷重（越流直前の津波波力）と漂流物に

よる最大荷重（最大流速時における衝突荷重）の組合せを考慮する。なお，衝突荷重評価に

おいては，大湊側港湾内の最大流速に余裕を考慮した 6.0m/sを漂流速度として設定する。 

 

  (3) 津波荷重と余震荷重の組合せについて 

津波荷重と余震荷重の組合せについては，安全側の評価を行う観点から，遡上津波として，

津波による最大荷重（越流直前の津波波力）と余震による最大荷重の組合せを考慮する。 

なお，津波による最大荷重の継続時間及び余震による最大荷重の継続時間はそれぞれ短期

間であり，同時に作用する可能性は小さいことから，十分な余裕を考慮した設定となってい

る。 
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  (4) 津波荷重と衝突荷重，余震荷重の組合せについて 

津波荷重，余震荷重及び衝突荷重の組合せについては，それぞれの荷重が同時に作用する

可能性は小さいと考えられるが，安全側の評価を行う観点から，これらの組合せを考慮する。

ただし，それぞれの最大荷重の継続時間は短期間であり，同時に作用する可能性は非常に小

さいことから，最大荷重どうしの組合せは考慮しない。 

(3)で示すように，津波荷重と余震荷重の組合せにおいては，最大荷重が同時に作用する可

能性は小さいことから，津波により越流している状態で余震が発生することを想定し，津波

荷重は平面 2次元モデルによる津波シミュレーション解析により得られる最大内外水位差に

応じた静水圧とする。なお，津波により越流している状態においては，(2)で示すように，最

大流速による衝突荷重は作用する可能性が小さいと考えられるが，十分な余裕を有した設定

とするために，これを考慮する。 

 

表 1.5－1に荷重の組合せの考え方を示す。津波防護施設である海水貯留堰に作用する荷重

の組合せによる水平力のイメージ図を，図 1.5－1～図 1.5－3に示す。 

 

表 1.5－1 荷重の組み合わせの考え方 

組み合わせ 津波荷重 余震荷重 衝突荷重 備考 

津波荷重 

＋衝突荷重 

波力 

（越流直前） 
－ 

衝突荷重 

（最大流速） 

最大荷重どうし

の組み合わせ 

（図 1.5－1） 

津波荷重 

＋余震荷重 

波力 

（越流直前） 

慣性力＋動水圧 

（最大加速度） 
－ 

最大荷重どうし

の組み合わせ 

（図 1.5－2） 

津波荷重 

＋余震荷重 

＋衝突荷重 

静水圧 

（越流時） 

慣性力＋動水圧 

（最大加速度） 

衝突荷重 

（最大流速） 

津波により越流

している状態で

の余震を想定 

（図 1.5－3） 
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図 1.5－1 津波荷重＋漂流物荷重が海水貯留堰に作用するイメージ図 

 

図 1.5－2 津波荷重＋余震荷重が海水貯留堰に作用するイメージ図 
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図 1.5－3 津波荷重＋余震荷重＋漂流物荷重が海水貯留堰に作用するイメージ図 
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1.6 津波に対する止水性能を有する施設の評価について 
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1． 概要 

タービン建屋内の非常用海水冷却系を設置するエリア（以下「非常用海水冷却系エリア」とい

う。）に設置される津波防護に関する施設としては，取水槽閉止板があり，これらはＳクラスの

施設であるとともに，地震時・津波時においても止水機能が要求される設備である。そのため，

Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」において，津波の突き上げ荷

重が作用した場合の強度評価を行っている。 

非常用海水冷却系エリアの一部床面は浸水防止設備である取水槽閉止板と同様に津波の突き

上げ荷重が作用することから，津波時の強度評価を行う。 
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図 1.6－1 非常用海水冷却系エリア（タービン建屋 地下 1階） 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

   非常用海水冷却系エリアを図 1.6－1に示す。 
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図 1.6－2 強度評価フロー 

 2.2 評価方針 

非常用海水冷却系エリア床スラブの強度評価は, Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」にて設定した補機冷却用海水取水槽位置における津波流速に基づき,「3. 

評価対象部材」にて設定する評価部材において,「4.4 評価方法」で算出した応力等が許容限

界内に収まることを,「4. 構造強度評価」に示す方法にて確認する。強度評価の確認結果を「5. 

評価結果」にて確認する。 

強度評価フローを図 1.6－2に示す。 

 

  

評価対象部材の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面検定方法 

評価条件の設定 

強度評価 

強度評価結果の確認 
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2.3 適用規格・基準等 

適用する規格,基準等を以下に示す。 

  ・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－ 

（（社）日本建築学会，1999改定） 

  ・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005制定） 
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表 1.6－1 強度評価に用いる記号 

2.4 記号の説明 

 非常用海水冷却系エリア床スラブの強度評価に用いる記号を表 1.6－1に示す。 

 

 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐｔ kN/m2 突き上げ津波荷重 

ＣＤ - 抗力係数 

Ｕ m/s 流速 

ｇ m/s2 重力加速度 

Ｈ mm 評価高さ 

ＫＳｄ kN 余震荷重 

Ｓｄ kN 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の地震力 

Ｐｖ kN/m2 弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の動水圧荷重 

αｖ - 鉛直方向の余震震度 

Ｍｘ kN･m 短辺方向の最大曲げモーメント 

Ｑｘ kN 短辺方向の最大せん断力 

Ｍｙ kN･m 長辺方向の最大曲げモーメント 

Ｑｙ kN 長辺方向の最大せん断力 

ＭＡ kN･m 短期許容曲げモーメント 

ＱＡ kN 短期許容せん断力 
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3. 評価対象部材 

 評価対象部材は，浸水防止設備である取水槽閉止板を間接支持する非常用海水冷却系エリア床

面（T.M.S.L.3.5m）とする。タービン補機冷却用海水取水槽閉止板 1床スラブとタービン補機冷

却用海水取水槽閉止板 2床スラブは同じ床であり，評価結果が同じとなるため，タービン補機冷

却用海水取水槽閉止板 1床スラブを代表とする。評価対象部材を図 1.6－3に示す。 

 

 

（a）配置図 

  

（b）平面図（T.M.S.L.4.9m） 

 

（c）断面図 

 

図 1.6－3 評価対象部材 

 

  

T.M.S.L.12.3m 

T.M.S.L.3.5m 

T.M.S.L.2.6m 

 

T.M.S.L.-9.5m 

タービン補機冷却用海水取水槽 閉止板 1 床スラブ 

補機冷却用海水取水槽(B)閉止板床スラブ 

タービン補機冷却用海水取水槽 閉止板 2 床スラブ 

補機冷却用海水取水槽(C)閉止板床スラブ 

補機冷却用海水取水槽(A)閉止板床スラブ 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

 非常用海水冷却系エリア床スラブの強度評価は, Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて,「3. 

評価対象部材」にて設定する評価対象部材に作用する応力等が「4.3 許容限界」にて示す許容

限界以下であることを確認する。 

 

4.2 荷重及び荷重の組合せ 

 非常用海水冷却系エリア床スラブの強度評価に用いる荷重の組合せを表 1.6－2に示す。 

表 1.6－2 荷重の組合せ 

評価対象 荷重の組合せ＊ 

補機冷却用海水取水槽(Ａ)閉止板床スラブ 

Ｇ ＋ Ｐｔ ＋ ＫＳｄ 
補機冷却用海水取水槽(Ｃ)閉止板床スラブ 

タービン補機冷却用海水取水槽 閉止板 1床スラブ 

補機冷却用海水取水槽(Ｂ)閉止板床スラブ 

注記＊：Ｇ     ：固定荷重（kN） 

    Ｐｔ   ：突き上げ津波荷重（kN/m2） 

    ＫＳｄ ：余震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力（kN）及び動水圧荷重（kN/m2）

を考慮する。） 

    

 

  

86



 
  

資料 8－1.6－8 

4.2.1 荷重の設定 

 強度評価に用いる荷重は,以下のとおり。 

(1) 固定荷重(Ｇ) 

 固定荷重として，非常用海水冷却系エリアを構成する部材の自重を考慮する。 

 

     補機冷却用海水取水槽(Ａ)閉止板床スラブ     ： 40.01 kN/m2 

補機冷却用海水取水槽(Ｃ)閉止板床スラブ     ： 40.01 kN/m2 

タービン補機冷却用海水取水槽閉止板 1床スラブ  ： 38.83 kN/m2 

     補機冷却用海水取水槽(Ｂ)閉止板床スラブ     ： 38.83 kN/m2 

 

(2) 突き上げ津波荷重(Ｐｔ) 

突き上げ津波荷重は，評価対象床スラブの全面に作用するものとする。また，評価にお

いては保守的に浸水津波荷重（静水頭圧荷重）を含むものとし,以下の式により算出す

る。 

概略図を図 1.6－4に示す。 

 

Ｐｔ ＝ 1 / 2 × ＣＤ ×ρ0 × Ｕ２ ＋ ρ0× ｇ × Ｈ × 10-3  

ここで， 

Ｐｔ ：突き上げ津波荷重 (kN/m2) 

ＣＤ ：抗力係数(=2.01) 

ρ0  ：水の密度 (=1.03t/m3) 

Ｕ ：流速(=1.5 m/s) 

ｇ    ：重力加速度（=9.80665 m/s2） 

Ｈ    ：評価高さ（=6400 mm） 

 

図 1.6－4 荷重設定の概略図 

 

 

T.M.S.L.9.0m 

T.M.S.L.3.5m 

T.M.S.L.2.6m 

T.M.S.L.12.3m 

 静水頭圧荷重（評価高さ H）  

T.M.S.L.-9.5m 

 

突き上げ作用荷重 
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(3) 余震荷重（ＫＳｄ） 

余震荷重のうち,弾性設計用地震動Ｓｄに伴う地震力を考慮する。地震力は, 非常用海

水冷却系エリアの設置位置における鉛直方向の最大応答加速度から設定する震度を用いて

評価するものとし,下記の通り算出する。余震震度αｖを表 1.6－3に示す。 

 

Ｓｄ ＝ Ｇ × αｖ 

 

ここで, 

Ｓｄ  ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の地震力 (kN) 

Ｇ   ：固定荷重（kN） 

αｖ    ：鉛直方向の余震震度 

 

  

 

 

 

 

注記＊：設計震度は，材料物性の不確かさを考慮した値を示す。 

 

余震荷重のうち,弾性設計用地震動Ｓｄに伴う動水圧荷重は,下記の通り算出する。 

 

Ｐｖ＝ ρ0 × αｖ × ｇ × Ｈ × 10-3 

 

ここで， 

Ｐｖ  ：弾性設計用地震動Ｓｄに伴う鉛直方向の動水圧荷重 (kN/m2) 

ρ0     ：水の密度 (=1.03t/m3) 

αｖ     ：鉛直方向の余震震度 

ｇ    ：重力加速度（=9.80665 m/s2） 

Ｈ    ：評価高さ（=6400 mm） 

 

 

建屋 フロア 設計震度＊ 

タービン建屋 B1F 
鉛直 

0.378 

表 1.6－3 余震震度 
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表 1.6－4 コンクリートの許容応力度 

表 1.6－5 鉄筋の許容応力度 

4.3 許容限界 

非常用海水冷却系エリア床スラブの許容限界は,「3. 評価対象部材」にて設定した部材に

対し,Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許容

限界を踏まえ設定する。 

 

(1) 材料の許容応力度 

 非常用海水冷却系エリア床スラブを構成するコンクリート及び鉄筋の許容応力度を表

1.6－4及び表 1.6－5に示す。 

 

 

Ｆｃ 

(N/mm2) 

圧縮 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

32.3 21.5 1.21 

 

 

引張及び圧縮 

(N/mm2) 

せん断補強 

(N/mm2) 

ＳＤ345＊ ＳＤ345＊ 

345 345 

注記＊：建設当時の鉄筋の種類はＳＤ35 であるが現在の規格（ＳＤ345）に読み替え

た許容応力度を示す。 

 

(2) 許容限界 

 非常用海水冷却系エリア床スラブの許容限界は,「原子力施設鉄筋コンクリート構造計

算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005制定）」に基づき，算出する。 
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 4.4 評価方法 

（1） モデル化の基本方針 

 非常用海水冷却系エリア床スラブの鉛直地震動による影響に対する検討において，柱・

壁及び床で囲まれた範囲についてモデル化をする。 

 床スラブの解析モデルは，四辺固定版及び三辺固定版として評価を行う。床スラブの

解析モデルを図 1.6－5および図 1.6－6に示す。 

 

                 

図 1.6－5 解析モデル（断面） 

  

（a）四辺固定版 （b）三辺固定版 

図 1.6－6 解析モデル（平面） 
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   (2) 短期荷重の算出方法 

 短期荷重時の端部モーメント，中央モーメント及びせん断力の算出方法は下式の通り算

出する。 

 

〇四辺固定版  

・短辺の端部モーメント（Ｍｘ１） 

Ｍｘ１＝
１

１２
Ｗｘ・（ｌｘ・10-3）2 

・短辺の中央モーメント（Ｍｘ２） 

Ｍｘ２＝
１

１８
Ｗｘ・（ｌｘ・10-3）2 

・長辺の端部モーメント（Ｍｙ１） 

Ｍｙ１＝
１

２４
Ｗ・（ｌｘ・10-3）2 

・長辺の中央モーメント（Ｍｙ２） 

Ｍｙ２＝
１

３６
Ｗ・（ｌｘ・10-3）2 

・短辺のせん断力（Ｑｘ１） 

Ｑｘ１＝0.52・Ｗ・（ｌｘ・10-3） 

・長辺のせん断力（Ｑｙ１） 

Ｑｙ１＝0.47・Ｗ・（ｌｘ・10-3） 

 

〇三辺固定版（短辺・長辺同様の算定式により算出する） 

・端部モーメント（Ｍ） 

Ｍ＝ｆｘ・Ｗ・（ｌｘ・10-3）2 

 

・せん断力（Ｑ） 

Ｑ＝ｆｘ・Ｗ・（ｌｘ・10-3） 

ここで， 

ｌｘ ：短辺有効スパン（mm） 

ｌｙ ：長辺有効スパン（mm） 

Ｗ ：表 1.6－6に示す単位面積あたりの荷重（kN/m2） 

ｆｘ ：辺長比（ｌｙ／ｌｘ）により算出される係数＊ 

 Ｗｘ＝（ｌｙ・10-3）4・Ｗ／（（ｌｘ・10-3）4＋（ｌｙ・10-3）4） 

注＊：係数は，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－1999」に記

載の数表により算出する。 
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 固定荷重＊ 

(Ｇ) 

突き上げ津波

荷重＊(Ｐｔ) 

余震荷重＊ 

（ＫＳｄ） 

荷重＊ 

（Ｗ） 

補機冷却用海水取水槽(Ａ) 

閉止板床スラブ 
-40.01 66.98 39.56 66.53 

補機冷却用海水取水槽(Ｃ) 

閉止板床スラブ 
-40.01 66.98 39.56 66.53 

タービン補機冷却用海水取

水槽 閉止板 1床スラブ 
-38.83 66.98 39.12 67.27 

補機冷却用海水取水槽(Ｂ) 

閉止板床スラブ 
-38.83 66.98 39.12 67.27 

注＊：各荷重については上向きを正とする。 

 

 4.5 評価条件 

 非常用海水冷却系エリア床スラブの強度評価に用いる入力値を表 1.6－7に示す。 

 

 

記号 単位 定義 数値 

ｇ m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 評価高さ 6400 

ρ０ t/m3 海水の密度 1.03 

ｌｘ mm 

短辺長さ（補機冷却用海水取水槽（Ａ）閉止板床スラブ） 5125 

短辺長さ（補機冷却用海水取水槽（Ｃ）閉止板床スラブ） 6550 

短辺長さ（タービン補機冷却用海水取水槽 閉止板 1床スラブ） 6550 

短辺長さ（補機冷却用海水取水槽（Ｂ）閉止板床スラブ） 6550 

ｌｙ mm 

長辺長さ（補機冷却用海水取水槽（Ａ）閉止板床スラブ） 6250 

長辺長さ（補機冷却用海水取水槽（Ｃ）閉止板床スラブ） 10950 

長辺長さ（タービン補機冷却用海水取水槽 閉止板 1床スラブ） 10950 

長辺長さ（補機冷却用海水取水槽（Ｂ）閉止板床スラブ） 11000 

 

  

表 1.6－7 非常用海水冷却系エリアの強度評価に用いる入力値 

表 1.6－6 単位面積当たりの荷重（kN/m2） 
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5. 評価結果 

 非常用海水冷却系エリア床スラブの強度評価結果を表 1.6－8～表 1.6－11に示す。各部材の断

面検定を行った結果,全ての部材において発生応力度が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 1.6－8 強度評価結果（補機冷却用海水取水槽(Ａ) 閉止板床スラブ） 

方向 NS方向（短辺方向） EW方向（長辺方向） 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 900×1000 

有効せいｄ(mm) 810 840 

配筋 
上端 D19@200 D19@200 

下端 D19@200 D19@200 

曲げ 

モーメント 

発生曲げ 

モーメントＭ(kN･m) 
227.17 148.53 

許容曲げ 

モーメントＭＡ(kN･m) 
350.88 363.88 

検定値Ｍ／ＭＡ 0.65 0.41 

判定 可 可 

せん断力 

発生せん断力Ｑ(kN) 238.68 187.53 

せん断スパン比による割

増係数α 
1.00 1.00 

許容せん断力ＱＡ(kN) 857.59 889.35 

検定値Ｑ／ＱＡ 0.28 0.22 

判定 可 可 

 

 

 

  

93



 

資料 8－1.6－15 

 

表 1.6－9 強度評価結果（補機冷却用海水取水槽(Ｃ) 閉止板床スラブ） 

方向 NS方向（長辺方向） EW方向（短辺方向） 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 900×1000 

有効せいｄ(mm) 810 840 

配筋 
上端 D19@200 D19@200 

下端 D19@200 D19@200 

曲げ 

モーメント 

発生曲げ 

モーメントＭ(kN･m) 
118.93 210.86 

許容曲げ 

モーメントＭＡ(kN･m) 
350.88 363.88 

検定値Ｍ／ＭＡ 0.34 0.58 

判定 可 可 

せん断力 

発生せん断力Ｑ(kN) 204.81 226.60 

せん断スパン比による割

増係数α 
1.00 1.00 

許容せん断力ＱＡ(kN) 857.59 889.35 

検定値Ｑ／ＱＡ 0.24 0.26 

判定 可 可 
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表 1.6－10 強度評価結果（タービン補機冷却用海水取水槽 閉止板 1床スラブ） 

方向 NS方向（長辺方向） EW方向（短辺方向） 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 900×1000 

有効せいｄ(mm) 810 840 

配筋 
上端 D19@200 D19@200 

下端 D19@200 D19@200 

曲げ 

モーメント 

発生曲げ 

モーメントＭ(kN･m) 
120.25 213.21 

許容曲げ 

モーメントＭＡ(kN･m) 
350.88 363.88 

検定値Ｍ／ＭＡ 0.35 0.59 

判定 可 可 

せん断力 

発生せん断力Ｑ(kN) 207.09 229.12 

せん断スパン比による割

増係数α 
1.00 1.00 

許容せん断力ＱＡ(kN) 857.59 889.35 

検定値Ｑ／ＱＡ 0.25 0.26 

判定 可 可 
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表 1.6－11 強度評価結果（補機冷却用海水取水槽(Ｂ) 閉止板床スラブ） 

方向 NS方向（長辺方向） EW方向（短辺方向） 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 900×1000 

有効せいｄ(mm) 810 840 

配筋 
上端 D19@200 D19@200 

下端 D19@200 D19@200 

曲げ 

モーメント 

発生曲げ 

モーメントＭ(kN･m) 
120.25 213.65 

許容曲げ 

モーメントＭＡ(kN･m) 
350.88 363.88 

検定値Ｍ／ＭＡ 0.35 0.59 

判定 可 可 

せん断力 

発生せん断力Ｑ(kN) 207.09 229.12 

せん断スパン比による割

増係数α 
1.00 1.00 

許容せん断力ＱＡ(kN) 857.59 889.35 

検定値Ｑ／ＱＡ 0.25 0.26 

判定 可 可 
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資料 8－1.7－1 

 1.7 強度計算に用いた規格・基準について 

  (1) 規格・基準の整合性について 

規格・基準の整合性について，表 1.7－1のとおりまとめる。なお、表の記載ルールは以下

の通りである。 

・「審査ガイド記載有無」については，以下のとおり分類を行う。 

△：審査ガイドに記載がある規格・基準であり年度が異なるもの 

－：審査ガイドに記載がない規格・基準 
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資
料

8－
1.7－

2 

表 1.7－1 規格・基準の適合性について 

 
規格・基準名 

審査ガイド

記載有無 
使用箇所（資料名） 適応性 

1 
各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本

建築学会，2010年改定） 
― 

・取水槽閉止板の強度計算書 

・水密扉の強度計算書 

先行プラントにおいて採用実績のあ

る規格であり，適用性があると判断し

ている。 

2 
港湾鋼構造物防食・補修マニュアル（沿岸

技術研究センター，2009年版） 
― 

・海水貯留堰の強度計算書 

・海水貯留堰（7 号機設備）の強

度計算書 

先行プラントにおいて採用実績のあ

る規格（マニュアル）であり，適用性

があると判断している。 

3 日本産業規格(ＪＩＳ) ― 
・取水槽閉止板の強度計算書 

・水密扉の強度計算書 

設備設計に従来より採用している規

格であり，強度計算に用いるアンカー

ボルト寸法，板材の質量等に用いてい

る。 
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資
料

8－
1.7－

3 

【その他，審査ガイドに記載のある規格・基準】 

耐震津波設計に係る工認審査ガイド 

 規格・基準名 

1 コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002年制定） 

2 建築基準法・同施行令 

3 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会） 

4 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991  追補版（（社）日本電気協会） 

5 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984（（社）日本電気協会） 

6 港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007年版） 

7 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定） 

8 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－((社)日本建築学会，1999改定) 

9 道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3月） 

10 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補含む）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007（（社）日本機械学会） 

11 防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27年 12月一部改訂） 

耐震設計に係る工認審査ガイド 

 規格・基準名 

1 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定） 
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 1.8 アンカー設計に用いる規格・基準類の適用について 

  (1) アンカー設計に用いる規格・基準類の適用について 

外郭浸水防護設備である取水槽閉止板の設計においては，構造物の支持のためにアンカー

を使用していることから，その許容限界値の評価に用いる指針等の適用性について検討する。 

図 1.8－1にアンカーへの指針等の適用性検討フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.8－1 アンカーへの指針等の適用性検討フロー 

アンカーを使用する施設，設備 

・取水槽閉止板 

指針等の抽出 

・アンカーの許容限界値の算定式の

参考となる指針等を抽出 

指針等の適用範囲の整理 

・指針等に示されている適用範囲を

整理する 

指針等が適用可能か？ 

指針等の評価式を適用 

試験等により評価式を策

定 

No 

Yes 
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   a. 検討内容 

    (a) 指針等の抽出 

          取水槽閉止板に使用しているアンカーについては，後打ちアンカーとなることから，

後打ちアンカーの許容限界値を算定する上での指針等として以下を参考とする。 

     イ. 「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010年改定）」 

     ロ. 「あと施工アンカー工法設計施工の手引き（土木施工用）（（独）鉄道・運輸機構 鉄

道建設本部 平成 19年 8月）」 

     ハ. 「あと施工アンカー・連続繊維補強設計・施工指針（平成 18年 7月 国土交通省）」 

 

    (b) 指針等の適応範囲の整理 

       表 1.8－1に指針等の主な適用範囲を示す。 

 

表 1.8－1 指針等の主な適用範囲 

文献 アンカーの種類 

材料 設計 

接着材 アンカー筋 母材 設計法 
有効埋込

み長さ 

イ. 「各種合成

構造設計指針・

同解説」 

接着系アンカー 

・カプセル方式 

・注入方式 

規格値を

満足する

もの 

呼び径 9mm

以上 25mm以

下の棒鋼と

する。 

コンクリー

ト 

許容応力

度法 

7φ以上 

ロ. 「あと施工

アンカー工法設

計施工の手引

き」 

接着系アンカー 

・カプセル方式 

・注入方式金属

系アンカー 

規格値を

満足する

もの 

ボルト M8～

M42，異形棒

鋼 D6～D51

とする。 

コンクリー

ト 

限界状態

設計法 

有機系 

15φ以上

無機系 

30φ以上 

ハ. 「あと施工

アンカー・連続

繊維補強設計・

施工指針」 

接着系アンカー 

・カプセル方式 

規格値を

満足する

もの 

径は呼び名

が D13以上

D22以下とす

る。 

コンクリー

ト 

許容応力

度法 
― 
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    (c) 指針等の適用性 

指針等の適用範囲を踏まえた，各設備，設備適用性の検討結果を表 1.8－2に示す。検

討の結果，全ての対象設備に対して「各種合成構造設計指針・同解説」が適用可能と判

断する。 

 

表 1.8－2 指針等の適用性 

文献 構造物ごとの適用性 

  取水槽閉止板 

アンカーの種類 接着系あと施工アンカー 

材料 

接着材 有機系カプセル方式 

アンカー筋 M16 

母材 鉄筋コンクリート 

設計 

設計法 許容応力度法 

有効埋込み

長さ 
114mm 

イ. 「各種合成構造設計指針・同

解説」 

適用可 

 適用性 ○ 

ロ. 「あと施工アンカー工法設計

施工の手引き」 

許容応力度法により設計するため不適 

 適用性 × 

ハ. 「あと施工アンカー・連続繊

維補強設計・施工指針」 

適用可 

 適用性 ○ 
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    (d) 検討結果 

取水槽閉止板に使用するアンカーの許容限界値の算定は，設備，施設ごとの特徴を踏

まえ表 1.8－3に示すとおりとする。 

 

表 1.8－3 アンカーの許容限界値の算定に適用する規格，基準類 

施設，設備 適用する規格，基準類 

取水槽閉止板 各種合成構造設計指針・同解説 
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1.9 浸水防護施設の評価における風荷重・積雪荷重の設定について 
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 1.9 浸水防護施設の評価における風荷重・積雪荷重の設定について 

  (1) 風荷重 

    風荷重を考慮する津波監視カメラについては，次に示すとおり，設計基準風速に伴う風荷

重を考慮する。 

    風荷重はⅥ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に関する

基本方針」に基づき，設計基準風速 40.1m/sを使用する。その他の入力値（係数）について

は，「建築省告示第 1454 号（平成 12 年 5 月 31 日）」及び「建築物荷重指針・同解説(2015)

（（社）日本建築学会」）」に基づき設定する。表 1.9－1に津波監視カメラの風荷重設定にお

ける入力値を示す。 

 

     Pk=Cf×q 

      Pk： 風荷重(kN) 

      Cf： 風力係数 

      q： 風荷重の速度圧(kN/m2) 

        q=0.6×E×V02 

        V0： 設計基準風速(m/s) 

        E： 風荷重の速度圧の高さ方向の分布を表す係数 

         E=Er2×Gf 

          Gf： ガスト影響係数 

          Er： 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

            Er=1.7×（Zb/ZG）α（Hが Zb以下の場合） 

            Er=1.7×（H/ZG）α（Hが Zb以上の場合） 

             H： 建築物の高さ 

             α： 地表面粗度区分による係数 

             Zb： 地表面粗度区分による係数 

             ZG： 地表面粗度区分による係数 
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表 1.9－1 津波監視カメラの風荷重設定における入力値について 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
40.1 

柏崎刈羽 6，7 号の設計基準風

速 
－ 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

第一第３項に示す表の地表面

粗度区分Ⅱ，Hが 40以上の場合

におけるガスト影響係数 

建設省告示第 1454号 

設置高さ 

H(m) 
64.66 

津波監視カメラの最高高さ

（T.M.S.L.＋12.0m からの高

さ） 

－ 

地表面粗度区分によ

る係数α 
0.15 地表面粗度区分Ⅱ 建設省告示第 1454号 

地表面粗度区分によ

る係数 

Zb 

5 地表面粗度区分Ⅱ 建設省告示第 1454号 

地表面粗度区分によ

る係数 

ZG 

350 地表面粗度区分Ⅱ 建設省告示第 1454号 

平均風速の高さ方向

の分布を表す係数 

Er 

1.32 計算値 － 

風荷重の速度圧の高

さ方向の分布を表す

係数 

E 

3.485 計算値 － 

風荷重の速度圧 

q(kN/m2) 
3360 計算値 － 

外圧係数 

Cpe 
－ － － 

内圧係数 

Cpi 
－ － － 

風力係数 

Cf 
2.1 

表 A6.14 に示される風力係数

（図 1.9－1参照） 

建築物荷重指針・同

解説（2015） 
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図 1.9－1 建築物荷重指針・同解説（2015）の表 A6.14に示される風力係数 
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  (2) 積雪荷重 

    積雪荷重を考慮する津波監視カメラについては，次に示すとおりの積雪荷重を考慮する。 

    積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に関

する基本方針」に基づき，積雪量 115.4cm を使用する。1cm あたりの積雪の単位荷重につい

ては新潟県建築基準法施行細則に基づく積雪の単位荷重（積雪 1cm当たり 29.4N/m2）を使用

する。表 1.9－2に積雪荷重を示す。 

 

     Ps=ρs×AS×dS 

      Ps： 積雪荷重(N) 

      ρs： 1cm当たりの積雪荷重(N/m2) 

      AS： 積雪面積(m2) 

      dS： 積雪高さ(cm) 

 

表 1.9－2 津波監視カメラの積雪荷重の入力値 

1cm 当たりの積雪荷重 

ρs(N/m2) 

積雪高さ 

dS(cm) 

単位面積当たりの積雪荷重 

Ps/AS(N/m2) 

29.4 115.4 3393＊ 

       注記＊ ：少数点以下を切り上げ 
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2. 浸水防護施設の耐震，強度計算に関する補足説明 
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2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明 
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資料 8－2.1－1 

 

1. 概要 

本補足説明資料は，海水貯留堰の地震応答計算及び耐震評価についての内容を補足するもの

である。海水貯留堰は，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設である浸水防護施設及び

非常用取水設備である屋外重要土木構造物に，重大事故等対処施設においては，常設重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され，耐震評価は，設計基準対象施設及び重大事故

等対処施設の評価として，基準地震動Ｓｓに対する構造部材の健全性評価，基礎地盤の支持性

能評価及び構造物の変形性評価を行う。  

海水貯留堰は，令和 2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子

力発電所第７号機の設計及び工事の計画（以下「7号工認」という。）においては，常設重大

事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類されており，重大事故等対処施設の評価として

基準地震動Ｓｓに対する構造部材の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び構造物の変形性

評価を実施している。海水貯留堰の基準地震動Ｓｓに対する評価結果は，設計基準事故時及び

重大事故時で差異はないことから，海水貯留堰の地震応答計算及び耐震評価に対する説明は，7

号工認の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7補足-028-

8）」のうち「2.2 海水貯留堰（6号機設備）の耐震計算書に関する補足説明」による。 
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海水貯留堰の耐震計算書に関する参考資料 
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（参考資料 1）地震時における鋼管矢板継手部の健全性について 

（参考資料 2）鋼管矢板継手の根入れ長について 

（参考資料 3）海水貯留堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

（参考資料 4）漏水試験及び変形試験について 

（参考資料 5）止水ゴム取付部鋼材及び止水ゴムの根入れ部について 

（参考資料 6）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

（参考資料 7）海水貯留堰の鉛直固有周期について 
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（参考）1－1 

（参考資料 1）地震時における鋼管矢板継手部の健全性について 

 

1. 概要 

地震時における鋼管矢板継手部の健全性に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発

第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説明資料

「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち「2.2 海

水貯留堰（6号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 1）地震時における鋼管矢

板継手部の健全性について」による。 
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（参考資料 2）鋼管矢板継手の根入れ長について 

 

1. 概要 

鋼管矢板継手の根入れ長に関する説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号に

て認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説明資料「浸水防護施設

の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち「2.2 海水貯留堰（6 号

機設備）の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 2）鋼管矢板継手の根入れ長について」

による。 
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（参考）3－1 

（参考資料 3）海水貯留堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

 

1. 概要 

海水貯留堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出についての説明は，令和

2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計

及び工事の計画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-

028-8）」のうち「2.2 海水貯留堰（6 号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 （参考資

料 3）海水貯留堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について」による。 
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（参考）4－1 

（参考資料 4）漏水試験及び変形試験について 

 

1. 概要 

漏水試験及び変形試験についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号に

て認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説明資料「浸水防護施設

の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち「2.2 海水貯留堰（6 号

機設備）の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 4）漏水試験及び変形試験について」に

よる。 
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（参考）5－1 

（参考資料 5）止水ゴム取付部鋼材及び止水ゴムの根入れ部について 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材及び止水ゴムの根入れ部についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原

規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説

明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち

「2.2 海水貯留堰（6 号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 5）止水ゴム取

付部鋼材及び止水ゴムの根入れ部について」による。 
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（参考）6－1 

（参考資料 6）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日

付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計

画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」の

うち「2.2 海水貯留堰（6 号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 6）止水ゴ

ム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について」による。 
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（参考）7－1 

 

（参考資料 7） 海水貯留堰の鉛直固有周期について 

 

 概要 

 鉛直方向固有周期の算出結果 

の評価対象断面位置図を図 1に示す。また，

表 1

 

図 1 海水貯留堰の評価対象断面位置図 
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（参考）7－2 

 

表 1 海水貯留堰の鉛直方向固有周期 

構造物 断面 

鉛直方向 

固有周期 

（s） 

海水貯留堰 
Ａ－Ａ* 0.179 

Ｂ－Ｂ 0.175 

* :取水護岸と同一断面を示す 

 

 

図 2 固有振動モード 鉛直方向（海水貯留堰（Ａ－Ａ断面）） 
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2.2 海水貯留堰（7号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 
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資料 8－2.2－1 

1. 概要 

本補足説明資料は，海水貯留堰（7号機設備）の地震応答計算及び耐震評価についての内容

を補足するものである。海水貯留堰（7号機設備）は，常設重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備に分類され，耐震評価は，重大事故等対処施設の評価として，基準地震動Ｓｓに対

する構造部材の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び構造物の変形性評価を行う。 

 海水貯留堰（7号機設備）は，令和 2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可され

た柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画（以下「7号工認」という。）におい

ては，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設である浸水防護施設及び非常用取水設備で

ある屋外重要土木構造物に，重大事故等対処施設においては，常設重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類されており，耐震評価は，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設

の評価として，基準地震動Ｓｓに対する構造部材の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び

構造物の変形性評価を実施している。海水貯留堰（7号機設備）の基準地震動Ｓｓに対する評

価結果は，設計基準事故時及び重大事故時に差異はないことから，海水貯留堰（7号機設備）

の地震応答計算及び耐震評価に対する関する説明は，7号工認の説明資料「浸水防護施設の耐

震性に関する説明書の補足説明資料（KK7補足-028-8）」のうち「2.1 海水貯留堰の耐震計算

書に関する補足説明」による。 
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海水貯留堰（7号機設備）の耐震計算書に関する参考資料 
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（参考資料 1）地震時における鋼管矢板継手部の健全性について 

（参考資料 2）鋼管矢板継手の根入れ長について 

（参考資料 3）海水貯留堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

（参考資料 4）漏水試験及び変形試験について 

（参考資料 5）止水ゴム取付部鋼材及び止水ゴムの根入れ部について 

（参考資料 6）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

（参考資料 7）海水貯留堰（7号機設備）の鉛直固有周期について 
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（参考）1－1 

（参考資料 1）地震時における鋼管矢板継手部の健全性について 

 

1. 概要 

地震時における鋼管矢板継手部の健全性についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規

発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説明資

料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち「2.1 

海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 1）地震時における鋼管矢板継手部の

健全性について」による。 
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（参考）2－1 

（参考資料 2）鋼管矢板継手の根入れ長について 

 

1. 概要 

鋼管矢板継手の根入れ長についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号

にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説明資料「浸水防護施

設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち「2.1 海水貯留堰の耐

震計算書に関する補足説明 （参考資料 2）鋼管矢板継手の根入れ長について」による。 
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（参考）3－1 

（参考資料 3）海水貯留堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

 

1. 概要 

海水貯留堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出についての説明は，令和

2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計

及び工事の計画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-

028-8）」のうち「2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 3）海水貯留

堰接続部の耐震評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について」による。 
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（参考）4－1 

（参考資料 4）漏水試験及び変形試験について 

 

1. 概要 

漏水試験及び変形試験についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原規規発第 2010147 号に

て認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説明資料「浸水防護施設

の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち「2.1 海水貯留堰の耐震

計算書に関する補足説明 （参考資料 4）漏水試験及び変形試験について」による。 

 

 

 

131



（参考）5－1 

（参考資料 5）止水ゴム取付部鋼材及び止水ゴムの根入れ部について 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材及び止水ゴムの根入れ部のについての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け

原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の

説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち

「2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 5）止水ゴム取付部鋼材及び止

水ゴムの根入れ部について」による。 
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（参考）6－1 

（参考資料 6）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日

付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計

画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」の

うち「2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 6）止水ゴム取付部鋼材に

作用する分布荷重の算出方法について」による。 
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（参考）7－1 

 

（参考資料 7） 海水貯留堰（7号機設備）の鉛直固有周期について 

 

 概要 

（7号

機設備）

 鉛直方向固有周期の算出結果 

（7 号機設備）の評価対象断面位置図を図 1 に示す。また， （7 号機設

備） 表 1 （7 号機設備）

（7 号機設

備）

 

図 1 海水貯留堰(7号機設備)の評価対象断面位置図 
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（参考）7－2 

 

表 1 海水貯留堰（7号機設備）の鉛直方向固有周期 

構造物 断面 

鉛直方向 

固有周期 

（s） 

海水貯留堰(7号機設備) 
Ａ－Ａ* 0.181 

Ｂ－Ｂ 0.176 

* :取水護岸（7号機設備）と同一断面を示す 

 

 

図 2 固有振動モード 鉛直方向（海水貯留堰（7号機設備）（Ａ－Ａ断面）） 
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2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 
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1. 概要 

本補足説明資料は，海水貯留堰がⅥ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の

方針」に示すとおり，地震後の繰返しの襲来を想定した津波荷重，余震及び漂流物の衝突を考

慮した荷重に対し，主要な構造部材の構造健全性を保持すること及び主要な構造体の境界部に

設置する部材が有意な漏えいを生じない変形に留まることについての説明を補足するものであ

る。 

海水貯留堰は，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設である浸水防護施設及び非常用

取水設備である屋外重要土木構造物に，重大事故等対処施設においては，常設重大事故防止設

備及び常設重大事故緩和設備に分類され，強度評価は，設計基準対象施設及び重大事故等対処

施設として構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を行う。 

海水貯留堰は，令和 2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子

力発電所第７号機の設計及び工事の計画（以下「7号工認」という。）においては，常設重大

事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類されており，重大事故等対処施設の評価として

構構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を実施している。海水貯留堰の強度評価結果

は，設計基準事故時及び重大事故時に差異はないことから，海水貯留堰の強度評価に対する説

明は，7号工認の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7補足-

028-8）」のうち「2.4 海水貯留堰（6号機設備）の強度計算書に関する補足説明」による。 
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海水貯留堰の強度計算書に関する参考資料 
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（参考資料 1）津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性について 

（参考資料 2）海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

（参考資料 3）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

（参考資料 4）荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法について 
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（参考）1－1 

（参考資料 1）津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性について 

 

1. 概要 

津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日

付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計

画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」の

うち「2.4 海水貯留堰（6 号機設備）の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 1）津波時

及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性について」による。 
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（参考）2－1 

（参考資料 2）海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

 

1. 概要 

海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出についての説明は，令和

2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計

及び工事の計画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-

028-8）」のうち「2.4 海水貯留堰（6 号機設備）の強度計算書に関する補足説明 （参考資

料 2）海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について」による。 
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（参考）3－1 

（参考資料 3）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法についての説明は，令和 2年 10月 14日

付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計

画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7補足-028-8）」の

うち「2.4 海水貯留堰（6号機設備）の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 3）止水ゴ

ム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について」による。 
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（参考）4－1 

（参考資料 4）荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法について 

 

1. 概要 

荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付

け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画

の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のう

ち「2.4 海水貯留堰（6 号機設備）の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 4）荷重の組

合せに対する止水ゴム変位量の算出方法について」による。 
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2.4 海水貯留堰（7号機設備）の強度計算書に関する補足説明 
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資料 8－2.4－1 

 

 

1. 概要 

本補足説明資料は，海水貯留堰（7 号機設備）がⅥ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」に示すとおり，地震後の繰返しの襲来を想定した津波荷重，余震及び漂

流物の衝突を考慮した荷重に対し，主要な構造部材の構造健全性を保持すること及び主要な構

造体の境界部に設置する部材が有意な漏えいを生じない変形に留まることについての説明を補

足するものである。 

海水貯留堰（7 号機設備）は，常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され，

強度評価は，重大事故等対処施設として構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を行う。  

海水貯留堰（7号機設備）は，令和 2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可され

た柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画（以下「7号工認」という。）におい

ては，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設である浸水防護施設及び非常用取水設備で

ある屋外重要土木構造物に，重大事故等対処施設においては，常設重大事故防止設備及び常設

重大事故緩和設備に分類され，強度評価は，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の評価

として構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を実施している。海水貯留堰（7号機設

備）の強度評価結果は，設計基準事故時及び重大事故時に差異はないことから，海水貯留堰（7

号機設備）の強度評価に対する説明は，7号工認の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する

説明書の補足説明資料（KK7補足-028-8）」のうち「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補

足説明」による。 
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海水貯留堰（7号機設備）の強度計算書に関する参考資料 
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（参考資料 1）津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性について 

（参考資料 2）止水ゴム取付部鋼材への漂流物の衝突可能性に関する検討 

 別紙 1 止水ゴム取付部鋼材における漂流物の衝突荷重による影響検討 

 別紙 2 海水貯留堰と取水護岸との接続部からの漏水量による影響について 

（参考資料 3）海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

（参考資料 4）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

（参考資料 5）荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法について 
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（参考）1－1 

（参考資料 1）津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性について 

 

1. 概要 

津波時及び重畳時における鋼管矢板継手部の健全性についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日

付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計

画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」の

うち「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 1）津波時及び重畳時にお

ける鋼管矢板継手部の健全性について」による。 
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（参考）2－1 

（参考資料 2）止水ゴム取付部鋼材への漂流物の衝突可能性に関する検討 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材への漂流物の衝突可能性についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付け原

規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の説

明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち

「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 2）止水ゴム取付部鋼材への漂

流物の衝突可能性に関する検討」による。 
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（参考 2−別紙）1－1 

別紙 1 

止水ゴム取付部鋼材における漂流物の衝突荷重による影響検討 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材における漂流物の衝突荷重による影響検討についての説明は，令和 2年

10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及

び工事の計画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7補足-

028-8）」のうち「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 別紙 1 止水ゴム取付部

鋼材における漂流物の衝突荷重による影響検討」による。 
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（参考 2−別紙）2－1 

別紙 2 

海水貯留堰と取水護岸との接続部からの漏水量による影響について 

 

1. 概要 

海水貯留堰と取水護岸との接続部からの漏水量による影響についての説明は，令和 2年 10月

14 日付け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事 

の計画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」

のうち「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 別紙 2 海水貯留堰と取水護岸との

接続部からの漏水量による影響について」による。 
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（参考）3－1 

（参考資料 3）海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について 

 

1. 概要 

海水貯留堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出についての説明は，令和

2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計

及び工事の計画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-

028-8）」のうち「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 3）海水貯留

堰接続部の強度評価に用いる水平震度及び作用荷重の算出について」による。 
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（参考）4－1 

（参考資料 4）止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法について 

 

1. 概要 

止水ゴム取付部鋼材に作用する分布荷重の算出方法についての説明は，令和 2年 10月 14日

付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計

画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7補足-028-8）」の

うち「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 4）止水ゴム取付部鋼材に

作用する分布荷重の算出方法について」による。 
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（参考）5－1 

（参考資料 5）荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法について 

 

1. 概要 

荷重の組合せに対する止水ゴム変位量の算出方法についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付

け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画

の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のう

ち「2.3 海水貯留堰の強度計算書に関する補足説明 （参考資料 5）荷重の組合せに対する止

水ゴム変位量の算出方法について」による。 
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2.5 取水護岸の耐震計算書に関する補足説明 
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資料 8－2.5－1 

 

1. 概要 

本補足説明資料は，取水護岸の地震応答計算及び耐震評価についての内容を補足するもので

ある。取水護岸は，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設である浸水防護施設及び非常

用取水設備である屋外重要土木構造物の間接支持構造物に，重大事故等対処施設においては，

常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物に分類され，耐震評価は，

基準地震動Ｓｓに対する構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を行う。  

取水護岸は，令和 2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力

発電所第７号機の設計及び工事の計画（以下「7号工認」という。）においては，常設重大事

故防止設備及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物に分類されており，基準地震動Ｓｓに

対する構造部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を実施している。取水護岸の評価結果

は，設計基準事故時及び重大事故時に差異はないことから，取水護岸の地震応答計算及び耐震

評価に対する説明は，7号工認の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明

資料（KK7補足-028-8）」のうち「2.6 取水護岸（6号機設備）の耐震計算書に関する補足説

明」による。 
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取水護岸の耐震計算書に関する参考資料
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（参考資料 1）取水護岸の耐震評価における積雪荷重の影響検討 

（参考資料 2）取水護岸の鉛直固有周期について 
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（参考）1－1 

（参考資料 1） 取水護岸の耐震評価における積雪荷重の影響検討 

 

1. 概要 

取水護岸の耐震評価における積雪荷重の影響検討についての説明は，令和 2 年 10 月 14 日付

け原規規発第 2010147 号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画

の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-8）」のうち

「2.6 取水護岸（6号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 1）取水護岸（6号

機設備）の耐震評価における積雪荷重の影響検討」による。 
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（参考）2－1 

 

（参考資料 2） 取水護岸の鉛直固有周期について 

 

 概要 

 鉛直方向固有周期の算出結果 

取水護岸の評価対象断面は，海水貯留堰の評価対象断面におけるＡ－Ａと同一断面であること

から，取水護岸の鉛直方向の固有周期算出結果は，「2.1 海水貯留堰の耐震計算書に関する補足

説明」のうち「（参考資料 7） 海水貯留堰の鉛直固有周期について」における海水貯留堰のＡ－

Ａ断面の鉛直固有周期算出結果による。 
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2.6 取水護岸（7号機設備）の耐震計算書に関する補足説明 
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1. 概要 

本補足説明資料は，取水護岸（7号機設備）の地震応答計算及び耐震評価についての内容を

補足するものである。取水護岸（7号機設備）は，常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備の間接支持構造物に分類され，耐震評価は，基準地震動Ｓｓに対する構造部材の健全性

評価及び構造物の変形性評価を行う。  

取水護岸（7号機設備）は，令和 2年 10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された

柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画（以下「7号工認」という。）において

は，設計基準対象施設では，Ｓクラス施設である浸水防護施設及び非常用取水設備である屋外

重要土木構造物の間接支持構造物に，重大事故等対処施設においては，常設重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備の間接支持構造物に分類されており，基準地震動Ｓｓに対する構造

部材の健全性評価及び構造物の変形性評価を実施している。取水護岸（7号機設備）の評価結

果は，設計基準事故時及び重大事故時に差異はないことから，取水護岸（7号機設備）の地震

応答計算及び耐震評価に対する説明は，7号工認の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する

説明書の補足説明資料（KK7補足-028-8）」のうち「2.5 取水護岸の耐震計算書に関する補足

説明」による。 
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取水護岸（7号機設備）の耐震計算書に関する参考資料 
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（参考資料 1）取水護岸（7号機設備）の耐震評価における積雪荷重の影響検討 

（参考資料 2）取水護岸（7号機設備）の鉛直固有周期について 
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（参考）1－1 

（参考資料 1） 取水護岸（7号機設備）の耐震評価における積雪荷重の影響検討 

 

1. 概要 

取水護岸（7号機設備）の耐震評価における積雪荷重の影響検討についての説明は，令和 2年

10月 14日付け原規規発第 2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び

工事の計画の説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7 補足-028-

8）」のうち「2.5 取水護岸の耐震計算書に関する補足説明 （参考資料 1）取水護岸の耐震評

価における積雪荷重の影響検討」による。 
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（参考）2－1 

 

（参考資料 2） 取水護岸（7号機設備）の鉛直固有周期について 

 

 概要 

 鉛直方向固有周期の算出結果 

取水護岸（7号機設備）の評価対象断面は，海水貯留堰（7号機設備）の評価対象断面における

Ａ－Ａと同一断面であることから，取水護岸の鉛直方向の固有周期算出結果は，「2.2 海水貯留

堰（7号機設備）の耐震計算書に関する補足説明」のうち「（参考資料 7） 海水貯留堰（7号機

設備）の鉛直固有周期について」における海水貯留堰（7 号機設備）のＡ－Ａ断面の鉛直固有周

期算出結果による。 
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2.7 津波荷重（突き上げ）の強度評価における 

鉛直方向荷重の考え方について 
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資料 8－2.7－1 

 2.7 津波荷重（突き上げ）の強度評価における鉛直方向荷重の考え方について 

  (1) 概要 

    浸水防護施設である取水槽閉止板について，鉛直方向に作用する荷重の考え方について，

以下に示す。 

 

  (2) 余震の鉛直方向地震力の考え方について 

    取水槽閉止板の強度評価においては，その荷重の組み合わせとして，自重，余震荷重およ

び突き上げ津波荷重を組み合わせて評価を行っている。ただし，この評価において，鉛直方

向については突き上げ津波荷重のみを考慮し，自重および鉛直方向の地震力については，保

守的な評価とするために，考慮しないこととしている。この鉛直方向についての評価上の扱

いが保守的な評価となる理由について説明する。 

    取水槽閉止板に作用する鉛直方向の荷重に表 2.7－1のとおりまとめる。また，各荷重に関

する概念図を図 2.7－1に示す。なお，鉛直上向きを正方向として整理する。 

 

表 2.7－1 取水槽閉止板に作用する鉛直方向の荷重の一覧 

 荷重の種類 記号 荷重の向き 備考 

① 自重(N) mG・g 鉛直下向き（－） 
mG：閉止板の全体質量(kg) 

g：重力加速度(m/s2) 

② 鉛直方向の地震力(N) mG・αV・g 
鉛直下向き又は

上向き（±） 
αV：鉛直方向の震度 

③ 突き上げ津波荷重(N) Pt・A 鉛直上向き（＋） 
Pt：突き上げ津波荷重(N/m2) 

A：取水槽閉止板の面積(m2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7－1 取水槽閉止板に作用する荷重（鉛直方向）の概念図 

取水槽閉止板 

③（＋Pt・A） 

①（－mG・g） 

②（－mG・αV・g） 

②（＋mG・αV・g） 

168



 

資料 8－2.7－2 

    この場合，取水槽閉止板の鉛直方向の全荷重 Ftは，以下の式の通り表される 

Ft＝Pt・A－mG・g・（1±αV） 

 

    ここで，上式の第 2項（自重，地震力のベクトル和）については当該評価箇所での余震に

よる鉛直方向の震度αVが 1(G)未満の場合，－mG・g・（1±αV）＜0が成立する。つまり，こ

れらの荷重の合成力は下向きに作用し，突き上げ津波荷重を相殺するため，この項を考慮せ

ず，突き上げ津波荷重のみを考慮するのが保守的な評価となる。 

    今回の浸水防止設備の強度評価のうち，余震に関する設計震度である 1.2ZPA（鉛直方向）

は 0.45(G)であり，1(G)未満であることから，自重及び鉛直方向の地震力を考慮しないこと

で，強度評価上，保守的な評価を実施している。 
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2.8 止水堰の設計に関する補足説明 
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資料 8－2.8－1 

1. 耐震計算 

1.1 入力値 

1.1.1 Ｌ型鋼製堰 

 

(1) 原子炉建屋地下1階（R1R2-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅳ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 36 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.837 

Ｌ mm 堰全長 1270 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.30 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.867 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

 

(2) 原子炉建屋地下1階（R1R2-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅱ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 36 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.837 

Ｌ mm 堰全長 1390 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.58 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.867 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 
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資料 8－2.8－2 

(3) 原子炉建屋地下 1階（R6R7-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅰ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 37 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.837 

Ｌ mm 堰全長 1270 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.30 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.867 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

 

(4) 原子炉建屋地下1階（R6R7-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅲ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 36 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.837 

Ｌ mm 堰全長 1390 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.58 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.865 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 
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資料 8－2.8－3 

(5) 原子炉建屋地上1階（R1R2-RCRD）ほう酸水注入系・電気ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.885 

Ｌ mm 堰全長 885 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 0.762 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.861 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

 

(6) 原子炉建屋地上1階（R2R3-RBRC）原子炉冷却材浄化系弁室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 160 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.885 

Ｌ mm 堰全長 980 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 0.506 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.516 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 8.16×103 
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資料 8－2.8－4 

(7) 原子炉建屋地上1階（R3R4-RFRG）電気ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 352 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.885 

Ｌ mm 堰全長 985 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 0.879 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.892 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

 

(8) 原子炉建屋地上1階（R4R5-RFRG）可燃性ガス濃度制御系エアロック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-5 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 210 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.885 

Ｌ mm 堰全長 1505 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 5 

ｗ１ kN 堰重量 1.12 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.738 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 
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資料 8－2.8－5 

(9) 原子炉建屋地上1階（R5R6-RBRC）原子炉補機冷却水系・不活性ガス系・電気ペネ室 

止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-7 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.885 

Ｌ mm 堰全長 970 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 0.841 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.867 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

 

(10) 原子炉建屋地上2階（R5R6-RARB）主蒸気系トンネル室，配管ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-2F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 37 

Ｈ mm 止水堰の高さ 313 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.935 

Ｌ mm 堰全長 1135 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 0.952 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.838 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 
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資料 8－2.8－6 

(11) 原子炉建屋地上2階（R5R6-RDRE）電気ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-2F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 37 

Ｈ mm 止水堰の高さ 347 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.935 

Ｌ mm 堰全長 1468 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.17 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.793 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

 

(12) 原子炉建屋地上3階（R2R3-RBRC）非常用ガス処理系室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-3F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 309 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.01 

Ｌ mm 堰全長 1207 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 1.88 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.868 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 
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資料 8－2.8－7 

(13) 原子炉建屋地上3階（R2R3-RCRD）非常用ガス処理系室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-3F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.01 

Ｌ mm 堰全長 1400 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.63 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.867 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

 

(14) 原子炉建屋地上3階（R2R3-RFRG）格納容器内雰囲気モニタ系（B）室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-3F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 40 

Ｈ mm 止水堰の高さ 304 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.01 

Ｌ mm 堰全長 1600 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.95 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 1.02 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 
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資料 8－2.8－8 

(15) タービン建屋地上1階（T2T3-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ mm 堰全長 3620 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 1 

ｗ１ kN 堰重量 16.1 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.783 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

 

(16) タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰1 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 54 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ mm 堰全長 665 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 1 

ｗ１ kN 堰重量 2.33 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 1.23 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 
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資料 8－2.8－9 

(17) タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰2 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 53 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ mm 堰全長 1240 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.53 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 1.23 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

 

(18) タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰3 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-5 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 56 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ mm 堰全長 1310 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 2.42 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 1.23 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 
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資料 8－2.8－10 

(19) タービン建屋地上1階（T3T4-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-6 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 52 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ mm 堰全長 10670 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 22.6 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.788 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

 

(20) タービン建屋地上1階（T3T4-TCTD）南階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-7 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 250 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 51 

Ｈ mm 止水堰の高さ 260 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ mm 堰全長 1140 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.13 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.989 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.35×104 
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資料 8－2.8－11 

(21) タービン建屋地上1階（T8T9-TATB）原子炉補機冷却海水系配管室，空調ダクト室 

止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-11 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 140 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 78 

Ｈ mm 止水堰の高さ 430 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ mm 堰全長 1105 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 1 

ｗ１ kN 堰重量 0.818 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 1.72 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 2.40×104 

 

(22) タービン建屋地上2階（T7T8-TCTD）北西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-2F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 315 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.46 

Ｌ mm 堰全長 1435 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 5 

ｗ１ kN 堰重量 1.55 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.871 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 
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資料 8－2.8－12 

(23) 廃棄物処理建屋地下1階（RW6RW7-RWBRWC)通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RwB-B1F-1 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 54 

Ｈ mm 止水堰の高さ 209 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.03 

Ｌ mm 堰全長 965 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

ｗ１ kN 堰重量 0.368 

Ｗ kN/m 堰の単位長さ重量 0.381 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 
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資料 8－2.8－13 

1.1.2 鋼製落とし込み型堰 

 

（1）タービン建屋地下 1階（T6T7-TJTK）通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-B1F-4 

定義 数値 

Ａｓ mm2 枠材のせん断断面積 4.50×102 

Ｈ mm 止水堰の高さ 300 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.881 

ｋＶ - 鉛直方向の設計震度 0.748 

Ｌ１ mm 枠材が負担する堰長 595 

Ｌ2 mm 堰全長 3600 

Ｎ１ 本 アンカーボルトの本数 7 

ｗ１ kN 堰重量 1.06 

ＷＰＬ kN/m2 鋼製板の単位面積重量 0.462 

Ｚ１ mm3/m 鋼製板断面係数 6.00×103 

Ｚ２ mm3 枠材の断面係数 8.47×103 

  

(2) タービン建屋地上 1階（T8T9-TBTC）レイダウンスペース 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-12 

定義 数値 

Ａｓ mm2 枠材のせん断断面積 2.44×102 

Ｈ mm2 止水堰の高さ 720 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

Ｌ１ mm 枠材が負担する堰長 2334 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 4 

Ｎ１ 箇所 ハンドルの箇所数 6 

Ｎ２ 本 インサートボルトの本数 4 

ｗ１ kN 堰重量 1.47 

ＷＰＬ kN/m2 鋼製板の単位面積重量 0.229 

Ｚ１ mm3/m 鋼製板断面係数 2.92×104 

Ｚ２ mm3 柱断面係数 5.03×104 
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1.1.3 鉄筋コンクリート製堰 

 

(1) 原子炉建屋地上１階（R5R6-RG）大物搬出入口建屋 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-8 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 100 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.885 

ｋＶ - 鉛直方向の設計震度 0.873 

Ｌ mm 堰全長 7750 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 128 

ｔ mm 堰厚さ 4400 

ｗ１ kN 堰重量 164 

Ｚ mm3/m 断面係数 3.22×109 

  

(2) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-2F-2 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 85 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 0.935 

ｋＶ - 鉛直方向の設計震度 0.907 

Ｌ mm 堰全長 1490 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 8 

ｔ mm 堰厚さ 180 

ｗ１ kN 堰重量 0.928 

Ｚ mm3/m 断面係数 5.40×106 
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(3) タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）北階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-10 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 60 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

ｋＶ - 鉛直方向の設計震度 0.801 

Ｌ mm 堰全長 1650 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 28 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 12 

ｔ mm 堰厚さ 1320 

ｗ１ kN 堰重量 13.6 

Ｚ mm3/m 断面係数 2.90×108 

  

(4) タービン建屋地上 l階(T1T2-TCTD)南西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-13 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 100 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

ｋＶ - 鉛直方向の設計震度 0.801 

Ｌ mm 堰全長 800 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 4 

ｔ mm 堰厚さ 200 

ｗ１ kN 堰重量 1.97 

Ｚ mm3/m 断面係数 6.66×106 
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(5) タービン建屋地上 l階(T2T3-TCTD)南西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-14 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 50 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.13 

ｋＶ - 鉛直方向の設計震度 0.801 

Ｌ mm 堰全長 1500 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 25 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 16 

ｔ mm 堰厚さ 1500 

ｗ１ kN 堰重量 13.0 

Ｚ mm3/m 断面係数 3.75×108 

  

(6) タービン建屋地上 2階(T2T3-TCTD)南西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-2F-2 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 50 

ｋＨ - 水平方向の設計震度 1.46 

ｋＶ - 鉛直方向の設計震度 0.851 

Ｌ mm 堰全長 1750 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 30 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 14 

ｔ mm 堰厚さ 1500 

ｗ１ kN 堰重量 16.1 

Ｚ mm3/m 断面係数 3.75×108 
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1.1.4 鋼板組合せ堰 

鋼板組合せ堰は，構造又は固定タイプの違いにより使用する計算式が異なることから，対象

となる止水堰について表 1-1の通り整理する。 

    なお，本資料記載以外の計算式については，Ⅵ-2-10-2-3-3「止水堰の耐震性についての計

算書」に記載の計算式により計算を行う。 

   対象となる計算式は，Ⅴ-2-10-2-3-3「止水堰の耐震性についての計算書」の下記対象ペー

ジ記載の計算式とする。 

 

＜対象計算式＞ 

  ・Ｐ５１ b.梁材 (a) 地震荷重による分布荷重 

    ①wf’＝ W1・ａ’/ H / (L ＋ B)・kH 

   ・Ｐ５２ b.梁材 (ｂ) 曲げ応力度に対する検定 

    ②Mf ＝ ( wf’・ L’2 ) / 2 

 

表１－１ 計算式整理表 

堰 No. 名 称 計算式 

RB-4F-2 原子炉建屋地上 4階(R2R3-RARB)オペレーティングフロア 止水堰 ① 

RB-1F-6 原子炉建屋地上 1階(R5R6-RARB)通路 止水堰 ② 

RB-2F-1 原子炉建屋地上 2階(R2R3-RFRG)通路 止水堰 ② 

RB-4F-1 
原子炉建屋地上 4 階(R1R2-RERF)原子炉内蔵型再循環ポンプ点検室 

止水堰 
② 
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(1) 原子炉建屋地下 2階（R1R2-RDRE）通路 止水堰  

 

  
記号 単位 

堰No. RB-B2F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1060 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.837 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.839 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 985 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1060 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 522.5 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 522.5 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 32 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 10 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 11 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 583 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(2) 原子炉建屋地下2階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-B2F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 0 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.837 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.839 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 5530 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1740 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 636.1 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 0 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 58 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 10 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 18 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 1062 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(3) 原子炉建屋地下2階（R4R5-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-B2F-3 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 0 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.837 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.839 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 5390 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1723 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 616.6 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 0 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 57 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 9 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 18 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 1039 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(4) 原子炉建屋地下2階（R6R7-RDRE）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-B2F-4 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1065 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.837 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.839 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 1000 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1100 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 270.2 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 789.8 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 32 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 10 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 11 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 587 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(5) 原子炉建屋地下2階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-B2F-5 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1730 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.837 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.839 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 1945 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 2045 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 336.4 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 0 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 55 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 10 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 17 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 991 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(6) 原子炉建屋地下2階（R5R6-RBRC）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-B2F-6 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 0 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.837 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.839 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 4250 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1600 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 156.8 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 933.2 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 44 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 10 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 12 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 824 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(7) 原子炉建屋地上1階（R1R2-RBRC）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-1F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 10000 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 － 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 150 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1540 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 300 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 150 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.935 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.907 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 1880 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 500 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 375 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 375 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 13 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 4 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 3 

ｔ mm 止水板の板厚 － 

Ｗ１ N 止水堰の重量 2618 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 22400 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 － 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 － 

g 
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(8) 原子炉建屋地上1階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-1F-6 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 425.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 160 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 199 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1600 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 376 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 188 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 0.935 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.907 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 2343 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 350 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 785 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 397.5 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 397.5 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 12 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 8 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 3 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 2256 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 37600 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7850 

g 
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(9) 原子炉建屋地上2階（R2R3-RFRG）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-2F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 425.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 200 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 212.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1865 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 1548 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 774 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 1.01 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.935 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 2490 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 350 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 800 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 667.5 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 667.5 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 32 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 16 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 12 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 9915 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 37600 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7850 

g 
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(10) 原子炉建屋地上3階（R3R4-RARB）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-3F-4 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1270 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 1.15 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.960 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 1847.4 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1847.4 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 218.7 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 1041.3 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 45 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 8 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 14 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 821 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(11) 原子炉建屋地上3階（R4R5-RARB）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-3F-5 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1360 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 200 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 1.15 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.960 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 1820 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1820 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 346.2 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 993.8 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 47 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 8 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 15 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 847 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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(12) 原子炉建屋地上4階（R1R2-RERF）原子炉内蔵型再循環ポンプ点検室 止水堰 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-4F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 425.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 465 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 262 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1350 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 1512 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 756 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 1.35 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.994 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 1750 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 250 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 825 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 290 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 290 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 21 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 16 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 8 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 7031 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 37600 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7850 

g 
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(13) 原子炉建屋地上4階（R2R3-RARB）オペレーティングフロア 止水堰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

記号 単位 
堰No. RB-4F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 750 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 305 

ａ’ mm 梁材1本当たりが負担する止水板の幅 365 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1685 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

Ｈ mm 止水堰の高さ，または溢水評価水位を上回る水位 1500 

ｈ mm 止水堰の重心高さ 750 

ｋＨ ― 水平方向の設計震度 1.35 

ｋＶ ― 鉛直方向の設計震度 0.994 

Ｌ mm 止水堰の正面全幅 3175 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1800 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ℓ１ mm 重心とボルト間の水平距離 51.4 

ℓ２ mm 重心とボルト間の水平距離 1508.6 

Ｎｔ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 40 

Ｎｗ 本 せん断を受ける壁側アンカーボルト本数 24 

ｎｔ  本 引張を受ける床側アンカーボルトの本数 14 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｗ１ N 止水堰の重量 8756 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 67800 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

β ― 長方形板の応力係数 0.75 

ρｓｓ kg/m3 止水板の密度 7.85×103 

g 
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1.2 計算結果 

1.2.1 Ｌ型鋼製堰 

 

(1) 原子炉建屋地下1階（R1R2-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅳ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 16.1 N/mm2 235 N/mm2 0.07＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.360 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.231 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(2) 原子炉建屋地下1階（R1R2-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅱ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 16.1 N/mm2 235 N/mm2 0.07＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.394 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.253 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(3) 原子炉建屋地下1階（R6R7-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅰ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 16.1 N/mm2 235 N/mm2 0.07＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.363 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.231 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(4) 原子炉建屋地下1階（R6R7-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅲ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 16.1 N/mm2 235 N/mm2 0.07＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.394 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.252 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(5) 原子炉建屋地上1階（R1R2-RCRD）ほう酸水注入系・電気ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 17.0 N/mm2 235 N/mm2 0.08＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.349 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.225 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(6) 原子炉建屋地上1階（R2R3-RBRC）原子炉冷却材浄化系弁室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 4.49 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.119 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.150 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(7) 原子炉建屋地上1階（R3R4-RFRG）電気ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 19.9 N/mm2 235 N/mm2 0.09＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.457 kN 19.8 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.260 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(8) 原子炉建屋地上1階（R4R5-RFRG）可燃性ガス濃度制御系エアロック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-5 

Ｈ形鋼 曲げ 6.49 N/mm2 235 N/mm2 0.03＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.158 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.197 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(9) 原子炉建屋地上1階（R5R6-RBRC）原子炉補機冷却水系・不活性ガス系・電気ペネ室 

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-7 

Ｈ形鋼 曲げ 17.1 N/mm2 235 N/mm2 0.08＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.386 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.249 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(10) 原子炉建屋地上2階（R5R6-RARB）主蒸気系トンネル室，配管ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-2F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 17.5 N/mm2 235 N/mm2 0.08＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.471 kN 19.8 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.297 kN 13.8 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(11) 原子炉建屋地上2階（R5R6-RDRE）電気ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-2F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 18.4 N/mm2 235 N/mm2 0.08＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.479 kN 19.8 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.273 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(12) 原子炉建屋地上3階（R2R3-RBRC）非常用ガス処理系室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-3F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 19.4 N/mm2 235 N/mm2 0.09＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.544 kN 15.5 kN 0.04＜1.0 

せん断 0.353 kN 13.8 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(13) 原子炉建屋地上3階（R2R3-RCRD）非常用ガス処理系室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-3F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 19.4 N/mm2 235 N/mm2 0.09＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.474 kN 19.8 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.307 kN 13.8 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(14) 原子炉建屋地上3階（R2R3-RFRG）格納容器内雰囲気モニタ系（B）室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-3F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 15.0 N/mm2 235 N/mm2 0.07＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.455 kN 36.6 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.416 kN 25.7 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(15) タービン建屋地上1階（T2T3-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 20.3 N/mm2 235 N/mm2 0.09＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 5.96 kN 36.6 kN 0.17＜1.0 

せん断 3.22 kN 25.7 kN 0.13＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.05＜1.0 

 

(16) タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰1 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 26.9 N/mm2 235 N/mm2 0.12＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 1.49 kN 19.8 kN 0.08＜1.0 

せん断 0.925 kN 13.8 kN 0.07＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.02＜1.0 
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(17) タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰2 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 26.9 N/mm2 235 N/mm2 0.12＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.687 kN 19.8 kN 0.04＜1.0 

せん断 0.431 kN 13.8 kN 0.04＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(18) タービン建屋地上1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰3 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-5 

Ｈ形鋼 曲げ 26.9 N/mm2 235 N/mm2 0.12＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.988 kN 19.8 kN 0.05＜1.0 

せん断 0.607 kN 13.8 kN 0.05＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(19) タービン建屋地上1階（T3T4-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-6 

Ｈ形鋼 曲げ 20.6 N/mm2 235 N/mm2 0.09＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 4.50 kN 36.6 kN 0.13＜1.0 

せん断 2.39 kN 25.7 kN 0.10＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.03＜1.0 

 

(20) タービン建屋地上1階（T3T4-TCTD）南階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-7 

Ｈ形鋼 曲げ 10.9 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.239 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.320 kN 13.8 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(21) タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）原子炉補機冷却海水系配管室，空調ダクト室 

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-11 

鋼製板 曲げ 8.30 N/mm2 205 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 1.58 kN 29.3 kN 0.06＜1.0 

せん断 0.464 kN 18.4 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(22) タービン建屋地上2階（T7T8-TCTD）北西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-2F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 28.7 N/mm2 235 N/mm2 0.13＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.577 kN 15.9 kN 0.04＜1.0 

せん断 0.368 kN 13.8 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(23) 廃棄物処理建屋地下1階（RW6RW7-RWBRWC)通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RwB-B1F-1 

鋼製板 曲げ 6.85 N/mm2 235 N/mm2 0.03＜1.0 

アンカー

ボルト 

引張り 0.329 kN 16.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.127 kN 33.0 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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1.2.2 鋼製落とし込み型堰 

 

（1） タービン建屋地下 1階（T6T7-TJTK）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-B1F-4 

鋼製板 曲げ 3.02 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

枠材 

曲げ 2.74 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

せん断 0.345 N/mm2 135 N/mm2 0.01＜1.0 

組合せ 2.81 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカーボルト 

引張り 1.89 kN 10.7 kN 0.18＜1.0 

せん断 0.360 kN 2.90 kN 0.13＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.05＜1.0 

  

(2) タービン建屋地上 1階（T8T9-TBTC）レイダウンスペース 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-12 

鋼製板 曲げ 2.31 N/mm2 110 N/mm2 0.03＜1.0 

アンカーボルト せん断 0.163 kN 6.58 kN 0.03＜1.0 

柱 曲げ 3.21 N/mm2 205 N/mm2 0.02＜1.0 

インサート 

ボルト 

引張り 0.445 kN 17.2 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.111 kN 12.0 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

ハンドル せん断 0.0655 kN 6.0 kN 0.02＜1.0 
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1.2.3 鉄筋コンクリート堰 

 

(1) 原子炉建屋地上１階（R5R6-RG）大物搬出入口建屋 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-8 

アンカー筋 

引張り 2.27 kN 29.0 kN 0.08＜1.0 

せん断 1.15 kN 26.1 kN 0.05＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.00429 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.00962 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01＜1.0 

  

(2) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-2F-2 

アンカー筋 

引張り 0.198 kN 29.1 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.109 kN 20.3 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.00324 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.0144 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01＜1.0 

 

(3) タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）北階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-10 

アンカー筋 

引張り 1.95 kN 24.1 kN 0.09＜1.0 

せん断 0.550 kN 26.1 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

縦筋 

引張り 0.713 kN 37.4 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.259 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.0116 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.0375 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01＜1.0 
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(4) タービン建屋地上 l階(T1T2-TCTD)南西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

 TB-1F-13 

アンカー筋 

引張り 0.981 kN 26.6 kN 0.04＜1.0 

せん断 0.558 kN 26.1 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.0140 N/mm2 1.18 N/mm2 0.02＜1.0 

圧縮 0.0531 N/mm2 20.0 N/mm2 0.01＜1.0 

 

(5) タービン建屋地上 l階(T2T3-TCTD)南西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-14 

アンカー筋 

引張り 2.28 kN 28.3 kN 0.09＜1.0 

せん断 0.588 kN 26.1 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

縦筋 

引張り 0.364 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.132 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.00654 N/mm2 1.18 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.00228 N/mm2 20.0 N/mm2 0.01＜1.0 

  

(6) タービン建屋地上 2階(T2T3-TCTD)南西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-2F-2 

アンカー筋 

引張り 2.97 kN 24.9 kN 0.12＜1.0 

せん断 0.784 kN 26.1 kN 0.04＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.02＜1.0 

縦筋 

引張り 0.847 kN 37.4 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.322 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.0144 N/mm2 1.18 N/mm2 0.02＜1.0 

圧縮 0.0447 N/mm2 20.0 N/mm2 0.01＜1.0 
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1.2.4 鋼板組合せ堰 

(1) 原子炉建屋地下2階（R1R2-RDRE）通路 止水堰  

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-1 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 5 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 6 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ － N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ － N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ － N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 4.224 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 15.25 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 11.62 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(2) 原子炉建屋地下2階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-2 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 13 N/㎟ 235 N/㎟ 0.06＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 14 N/㎟ 235 N/㎟ 0.06＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 2.282 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 15.33 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 13.07 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(3) 原子炉建屋地下2階（R4R5-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-3 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 12 N/㎟ 235 N/㎟ 0.06＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 13 N/㎟ 235 N/㎟ 0.06＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 2.369 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 15.26 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 13.18 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(4) 原子炉建屋地下2階（R6R7-RDRE）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-4 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 5 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 6 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 6.237 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 15.35 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 11.70 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(5) 原子炉建屋地下2階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-5 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 17 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 17 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 3.953 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 15.08 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 12.76 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(6) 原子炉建屋地下2階（R5R6-RBRC）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-6 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 11 N/㎟ 235 N/㎟ 0.05＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 12 N/㎟ 235 N/㎟ 0.06＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 8.955 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 15.67 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 12.77 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(7) 原子炉建屋地上1階（R1R2-RBRC）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-1F-1 

止水板 曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

梁材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 122.6 N 11720 N 0.01＜1.0 

せん断 188.3 N 13860 N 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 144.0 N 13860 N 0.01＜1.0 

 

 

  

217



 

資料 8－2.8－47 

(8) 原子炉建屋地上1階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-1F-6 

止水板 曲げ 1 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.05＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

柱材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 131.3 N 11720 N 0.02＜1.0 

せん断 175.8 N 13860 N 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 105.5 N 13860 N 0.01＜1.0 
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(9) 原子炉建屋地上2階（R2R3-RFRG）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-2F-1 

止水板 曲げ 1 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

柱材 

曲げ 16 N/㎟ 235 N/㎟ 0.07＜1.0 

せん断 2 N/㎟ 135 N/㎟ 0.02＜1.0 

組合せ 17 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 457.0 N 11720 N 0.04＜1.0 

せん断 312.9 N 13860 N 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 208.6 N 13860 N 0.02＜1.0 
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(10) 原子炉建屋地上3階（R3R4-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-3F-4 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 19 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 19 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 10.30 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 20.98 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 17.81 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(11) 原子炉建屋地上3階（R4R5-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-3F-5 

止水板 曲げ 2 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

梁材 

曲げ 18 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 18 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 9.108 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 20.72 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 17.71 N 4359 N 0.01＜1.0 
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(12) 原子炉建屋地上4階（R1R2-RERF）原子炉内蔵型再循環ポンプ点検室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-4F-1 

止水板 曲げ 6 N/㎟ 271 N/㎟ 0.03＜1.0 

梁材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

柱材 

曲げ 22 N/㎟ 235 N/㎟ 0.10＜1.0 

せん断 2 N/㎟ 135 N/㎟ 0.02＜1.0 

組合せ 23 N/㎟ 235 N/㎟ 0.10＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 1544 N 11720 N 0.14＜1.0 

せん断 452.0 N 13860 N 0.04＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 256.5 N 13860 N 0.02＜1.0 
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(13) 原子炉建屋地上4階（R2R3-RARB）オペレーティングフロア 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-4F-2 

止水板 曲げ 3 N/㎟ 271 N/㎟ 0.02＜1.0 

梁材 

曲げ 4 N/㎟ 235 N/㎟ 0.02＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 5 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト

（床） 

引張り 405.8 N 9313 N 0.05＜1.0 

せん断 295.5 N 13870 N 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト

（壁） 

せん断 184.7 N 10510 N 0.02＜1.0 
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2. 強度計算 

2.1 入力値 

2.1.1 Ｌ型鋼製堰 

 

(1) 原子炉建屋地下 1階（R1R2-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅳ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 36 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 1270 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(2) 原子炉建屋地下 1階（R1R2-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅱ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 36 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 1390 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(3) 原子炉建屋地下 1階（R6R7-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅰ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 37 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 1270 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(4) 原子炉建屋地下 1階（R6R7-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅲ）計装ラック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-B1F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 36 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 1390 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(5) 原子炉建屋地下中 1階（R2R3-RARB）通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-MB1F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 39 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 625 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 2 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(6) 原子炉建屋地上 1階（R1R2-RCRD）ほう酸水注入系・電気ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 885 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(7) 原子炉建屋地上 1階（R2R3-RBRC）原子炉冷却材浄化系弁室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 160 

Ｌ mm 堰全長 980 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 8.16×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(8) 原子炉建屋地上 1階（R3R4-RFRG）電気ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 352 

Ｌ mm 堰全長 985 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(9) 原子炉建屋地上 1階（R4R5-RFRG）可燃性ガス濃度制御系エアロック室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-5 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 210 

Ｌ mm 堰全長 1505 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 5 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(10) 原子炉建屋地上 1階（R5R6-RBRC）原子炉補機冷却水系・不活性ガス系・電気ペネ室 

止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-7 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 970 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(11) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RARB）主蒸気系トンネル室，配管ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-2F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 37 

Ｈ mm 止水堰の高さ 313 

Ｌ mm 堰全長 1135 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(12) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RDRE）電気ペネ室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-2F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 37 

Ｈ mm 止水堰の高さ 347 

Ｌ mm 堰全長 1468 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(13) 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RBRC）非常用ガス処理系室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-3F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 309 

Ｌ mm 堰全長 1207 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(14) 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RCRD）非常用ガス処理系室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-3F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 310 

Ｌ mm 堰全長 1400 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(15) 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RFRG）格納容器内雰囲気モニタ系（B）室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-3F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 40 

Ｈ mm 止水堰の高さ 304 

Ｌ mm 堰全長 1600 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(16) 原子炉建屋地上中 3階（R4-RFRG）通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-M3F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 199 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 59.5 

Ｈ mm 止水堰の高さ 406 

Ｌ mm 堰全長 985 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 8.16×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(17) 原子炉建屋地上 4階（R6R7-RDRE）原子炉補機冷却水系（C）サージタンク室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-4F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 40 

Ｈ mm 止水堰の高さ 510 

Ｌ mm 堰全長 2210 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 5 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.66×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(18) タービン建屋地上 1階（T2T3-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-2 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 3620 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 2 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(19) タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰 1 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-3 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 54 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 665 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 1 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(20) タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰 2 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-4 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 53 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 1240 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(21) タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰 3 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-5 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 860.4 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 2 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(22) タービン建屋地上 1階（T3T4-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-6 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 52 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 10670 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 6 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(23) タービン建屋地上 1階（T3T4-TCTD）南階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-7 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 250 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 51 

Ｈ mm 止水堰の高さ 260 

Ｌ mm 堰全長 1140 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 4 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.35×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(24) タービン建屋地上 1階（T7T8-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-8 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 200 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 52 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 3640 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 2 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 1.06×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(25) タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）原子炉補機冷却海水系配管室，空調ダクト室 

止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-11 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 140 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 62 

Ｈ mm 止水堰の高さ 430 

Ｌ mm 堰全長 1105 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 1 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 2.40×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(26) タービン建屋地上 2階（T7T8-TCTD）北西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-2F-1 

定義 数値 

ｂ mm Ｈ形鋼の幅 150 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 35 

Ｈ mm 止水堰の高さ 315 

Ｌ mm 堰全長 1435 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 5 

Ｚ mm3/m Ｈ形鋼のウェブ面外断面係数 7.04×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(27) 6号機 コントロール建屋地下 2階（C3C4-CCCD）常用電気品室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. CB-B2F-1 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 30 

Ｈ mm 止水堰の高さ 430 

Ｌ mm 堰全長 1345 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 7 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(28) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CCCD）区分Ⅰ計測制御用電源盤室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. CB-B1F-3 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 30 

Ｈ mm 止水堰の高さ 230 

Ｌ mm 堰全長 2455 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 12 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(29) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CDCE）区分Ⅳ計測制御用電源盤室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. CB-B1F-4 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 40 

Ｈ mm 止水堰の高さ 230 

Ｌ mm 堰全長 1015 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 5 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(30) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CECF）区分Ⅱ計測制御用電源盤室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. CB-B1F-5 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 30 

Ｈ mm 止水堰の高さ 230 

Ｌ mm 堰全長 2450 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 12 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(31) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CFCG）区分Ⅲ計測制御用電源盤室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. CB-B1F-6 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 40 

Ｈ mm 止水堰の高さ 230 

Ｌ mm 堰全長 195 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 1 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

 

(32) 廃棄物処理建屋地下 1階（RW6RW7-RWBRWC)通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RwB-B1F-1 

定義 数値 

ｂ mm 鋼製板の折り曲げ部の幅 100 

ｅ mm アンカーボルトの穴縁端距離 54 

Ｈ mm 止水堰の高さ 209 

Ｌ mm 堰全長 965 

Ｎ 本 引張側アンカーボルトの本数 3 

Ｚ mm3/m 鋼製板の断面係数 6.00×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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2.1.2 鋼製落とし込み型堰 

 

（1） タービン建屋地下 1階（T6T7-TJTK）通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-B1F-4 

定義 数値 

Ａｓ mm2 枠材のせん断断面積 4.50×102 

Ｈ mm 止水堰の高さ 300 

Ｎ１ 本 アンカーボルトの本数 7 

Ｚ１ mm3/m 鋼製板断面係数 6.00×103 

Ｚ２ mm3 枠材の断面係数 8.47×103 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

  

(2) タービン建屋地上 1階（T8T9-TBTC）レイダウンスペース 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-12 

義 数値 

Ｈ mm 止水堰の高さ 720 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 4 

Ｎ１ 箇所 ハンドルの箇所数 6 

Ｎ２ 本 インサートボルトの本数 4 

Ｚ１ mm3/m 鋼製板断面係数 2.92×104 

Ｚ２ mm3 柱断面係数 5.03×104 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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2.1.3 鉄筋コンクリート製堰 

 

(1) 原子炉建屋地上１階（R5R6-RG）大物搬出入口建屋 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-8 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 100 

Ｈ mm 止水堰の高さ 200 

Ｌ mm 堰全長 7750 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 128 

ｔ mm 堰厚さ 4400 

ｗ１ kN 堰重量 164 

Ｚ mm3/m 断面係数 3.22×109 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

  

(2) 原子炉建屋地上１階（R5R6）大物搬出入口建屋 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-1F-9 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 100 

Ｈ mm 止水堰の高さ 500 

Ｌ mm 堰全長 7000 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 24 

ｔ mm 堰厚さ 300 

ｗ１ kN 堰重量 25.3 

Ｚ mm3/m 断面係数 1.50×107 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(3) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

記号 単位 
堰 No. RB-2F-2 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 85 

Ｈ mm 止水堰の高さ 144 

Ｌ mm 堰全長 1490 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 8 

ｔ mm 堰厚さ 180 

ｗ１ kN 堰重量 0.928 

Ｚ mm3/m 断面係数 5.40×106 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

  

(4) タービン建屋地上 1階（T1T2-TATB）大物搬出入口 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-1 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 100 

Ｈ mm 止水堰の高さ 365 

Ｌ mm 堰全長 10935 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 224 

ｔ mm 堰厚さ 5300 

ｗ１ kN 堰重量 519 

Ｚ mm3/m 断面係数 4.68×109 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(5) タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）北階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-10 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 60 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 1650 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 28 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 12 

ｔ mm 堰厚さ 1320 

ｗ１ kN 堰重量 13.6 

Ｚ mm3/m 断面係数 2.90×108 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

  

(6) タービン建屋地上 1階（T1T2-TCTD）南西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-13 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 100 

Ｈ mm 止水堰の高さ 210 

Ｌ mm 堰全長 800 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 4 

ｔ mm 堰厚さ 200 

ｗ１ kN 堰重量 1.97 

Ｚ mm3/m 断面係数 6.66×106 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(7) タービン建屋地上 1階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-1F-14 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 1500 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 25 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 16 

ｔ mm 堰厚さ 1500 

ｗ１ kN 堰重量 13 

Ｚ mm3/m 断面係数 3.75×108 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 

  

(8) タービン建屋地上 2階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-2F-2 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 410 

Ｌ mm 堰全長 1750 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 30 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 16 

ｔ mm 堰厚さ 1500 

ｗ１ kN 堰重量 16.1 

Ｚ mm3/m 断面係数 3.75×108 

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 
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(9) タービン建屋地上 2階（T8T9-TCTD）主油タンクメンテナンス室 止水堰 

記号 単位 
堰 No. TB-2F-4 

定義 数値 

ｂ’ mm アンカー筋の重心位置から躯体端部までの距離 50 

Ｈ mm 止水堰の高さ 500 

Ｌ mm 堰全長 2292 

Ｎ１ 本 アンカー筋の本数 28 

Ｎ２ 本 縦筋の本数 24 

ｔ mm 堰厚さ 560 

ｗ１ kN 堰重量 10.1 

Ｚ mm3/m 断面係数 5.22×107 

ρo t/m3 水の密度 1.03 
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2.1.4 鋼板組合せ堰 

鋼板組合せ堰は，構造又は固定タイプの違いにより使用する計算式，評価部位が異なること

から，対象となる止水堰について表 1-2の通り整理する。 

    なお，本資料記載以外の計算式については，Ⅵ-3-別添-3-2-4「止水堰の強度計算書」に記

載の計算式により計算を行う。 

   対象となる計算式は，Ⅵ-3-別添-3-2-4「止水堰の強度計算書」の下記対象ページ記載の計

算式とする。 

 

＜対象箇所及び計算式＞ 

  ・Ｐ５１ b.梁材 (ｂ) 曲げ応力度に対する検定 

        ①Mf ＝ ( wf’・ L’2 ) / 8 

  ・Ｐ５４ ｄ.床側アンカーボルト  

(ｃ) 引張り力に対する検定，(e) 引張力とせん断力の組合せに対する検定 

        ②引張り力が発生しない構造のため，せん断のみ評価を実施する。 

組合せに対する検定ついては対象外とする。 

   ・Ｐ５６ ｅ.壁側アンカーボルト (b) せん断力に対する検定 

        ③せん断力が発生せず，引張り力が発生する構造のため，引張りについて評価 

を実施する。 

     q ＝ Rq / N  

Rq ＝ ( ( Ph ・ H / 2 ) ・ B ) / 2 

q :壁側アンカーボルト発生引張り力 (N) 

Rq :片側の壁の発生引張り力 (N) 

N :引張りを受ける片側の壁側アンカーボルト本数 (本) 

Ph :止水堰下端の静水圧荷重 (N/mm2) 

H :止水堰の高さ，または溢水評価水位以上の高さ(mm) 

B :止水堰の側面全幅 (mm) 
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表１－２ 計算式整理表 

堰 No. 名 称 計算式 

RB-B2F-1 原子炉建屋地下2階（R1R2-RDRE）通路 止水堰 ① 

RB-B2F-2 
原子炉建屋地下2階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒

駆動機構補修室 止水堰 
① 

RB-B2F-3 原子炉建屋地下2階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰 ① 

RB-B2F-4 原子炉建屋地下2階（R6R7-RDRE）通路 止水堰 ① 

RB-B2F-5 原子炉建屋地下2階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰 ① 

RB-B2F-6 原子炉建屋地下2階（R5R6-RBRC）通路 止水堰 ① 

RB-1F-1 原子炉建屋地上1階（R1R2-RBRC）通路 止水堰 ① 

RB-2F-5 原子炉建屋地上2階（R6R7-RBRC）通路 止水堰 ① 

RB-3F-4 原子炉建屋地上3階（R3R4-RARB）通路 止水堰 ① 

RB-3F-5 原子炉建屋地上3階（R4R5-RARB）通路 止水堰 ① 

RB-M3F-4 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室  

止水堰2 
① 

RB-M3F-5 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RBRC）非常用ディーゼル発電機(A)区域送

風機室  止水堰 
① 

RB-M3F-6 
原子炉建屋地上中3階（R6R7-RERF）非常用ディーゼル発電機(C)区域送

風機室 止水堰 
① 

RB-4F-2 原子炉建屋地上 4階（R2R3-RARB）オペレーティングフロア 止水堰 ① 

RB-4F-3 原子炉建屋地上 4階（R2R3-RDRE）オペレーティングフロア 止水堰 ① 

TB-B1F-1 
タービン建屋地下 1階（T7T8-TCTD）A系原子炉補機冷却水系熱交換

器・ポンプ室 止水堰 
① 

TB-B1F-2 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TATB）A系原子炉補機冷却水系熱交換

器・ポンプ室 止水堰 
① 

TB-B1F-3 
タービン建屋地下 1階（T8T9-TCTD）A系原子炉補機冷却水系熱交換

器・ポンプ室 止水堰 
① 

CB-MB2F-1 
6号機 コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域

送・排風機室 止水堰 1 
① 

CB-MB2F-2 
6号機 コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域

送・排風機室 止水堰 2 
① 

CB-MB2F-3 
6号機 コントロール建屋地下中 2階（C3C4-CBCC）空調ダクト，ケー

ブル処理室 止水堰 
①②③ 

CB-B1F-2 
6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CBCC）計測制御電源盤区域

(A)送・排風機室 止水堰 
① 
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(1) 原子炉建屋地下 2階（R1R2-RDRE）通路 止水堰  

 

  

記号 単位 堰 No. RB-B2F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1010 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1045 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1010 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1060 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 11 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 32 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(2) 原子炉建屋地下2階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰  

 

  

記号 単位 堰 No. RB-B2F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 2050 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1030 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2050 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1740 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 23 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 58 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(3) 原子炉建屋地下2階（R4R5-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰  

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-B2F-3 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1673 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1040 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1937 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1723 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 22 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 57 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(4) 原子炉建屋地下 2階（R6R7-RDRE）通路 止水堰  

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-B2F-4 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1015 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1060 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1015 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1100 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 11 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 32 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－76 

(5) 原子炉建屋地下 2階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰  

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-B2F-5 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1680 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1670 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1945 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 2045 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 22 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 55 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－77 

(6) 原子炉建屋地下 2階（R5R6-RBRC）通路 止水堰  

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-B2F-6 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1100 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 590 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1950 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1600 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 22 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 44 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－78 

(7) 原子炉建屋地上 1階（R1R2-RARB）通路 止水堰  

 

  

記号 単位 堰 No. RB-1F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 1000 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 － 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 150 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1540 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 850 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 300 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ － 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 0 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1880 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 500 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 2 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 6 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 13 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 － 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 22400 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 － 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－79 

(8) 原子炉建屋地上 1階（R5R6-RARB）通路 止水堰  

 

  

記号 単位 堰 No. RB-1F-6 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 425.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 807 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 199 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1600 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 795 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 376 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 0 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 93 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2343 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 350 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 785 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ 75 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 4 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 8 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 12 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 2 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 37600 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 6000 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.8 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－80 

(9)  原子炉建屋地上 2階（R1R2-RFRG）非常用ディーゼル発電機(B) 非常用送風機室  

止水堰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 単位 堰 No. RB-2F-6 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 750 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 1500 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 285 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 425 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 2675 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 2039.5 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1310 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 68 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 353 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2675 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 2800 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 803 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 13 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 28 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 55 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 67800 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 135680 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－81 

(10) 原子炉建屋地上 2階（R2R3-RFRG）通路 止水堰  

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-2F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 425.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 847 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 212.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1865 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1525 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1548 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 0 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 100 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2490 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 350 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 800 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ 220 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 2 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 16 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 32 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 2 

ｔ mm 止水板の板厚 6.4 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 37600 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 6000 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.8 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－82 

(11) 原子炉建屋地上 2階（R6R7-RBRC）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-2F-5 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 436.35 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 302.5 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 377.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1330 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 987 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1370 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 75 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 377.5 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1330 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1220 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 10 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 15 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 27 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 8470 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－83 

(12) 原子炉建屋地上 3階（R3R4-RARB）通路 止水堰 

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-3F-4 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1270 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1260 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1747.4 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1847.4 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 3 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 19 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 45 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－84 

(13) 原子炉建屋地上 3階（R4R5-RARB）通路 止水堰  

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-3F-5 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 194.6 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 300 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 200 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1360 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1340 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 400 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 350 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1720 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1820 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 3 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 19 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 47 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 2490 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－85 

(14) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室  止水堰 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 単位 堰 No. RB-M3F-3 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 425.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 894 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 256 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 600 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 75 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 640 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 0 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 187 

Ｌ mm 止水堰の全幅 4535 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 400 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 800 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ 75 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 4 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 14 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 14 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 2 

ｔ mm 止水板の板厚 6.4 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 37600 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 6000 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.8 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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資料 8－2.8－86 

(15) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室  止水堰 2 

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-M3F-4 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 376.35 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 152.5 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 217.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 2520 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 2500 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 500 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 65 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 217.5 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2905 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 2585 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 31 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 81 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 6260 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(16) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RBRC）非常用ディーゼル発電機(A)区域送風機室  

 止水堰 

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-M3F-5 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 376.5 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 376.5 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 398 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 199 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 680 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 245 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 431 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 65 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 0 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2177.5 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 280 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 197.5 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 2 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 8 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 11 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 6260 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 6260 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(17) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RERF）非常用ディーゼル発電機(C)区域送風機室  

止水堰 

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-M3F-6 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 376.5 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 376.5 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 477 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 238.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 580 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 369 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 510 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 65 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 0 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1475 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 254 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 184.5 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 2 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 6 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 10 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 6260 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 6260 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.4 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 

259



 

資料 8－2.8－89 

(18) 原子炉建屋地上 4階（R1R2-RERF）原子炉内蔵型再循環ポンプ点検室 止水堰 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-4F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 425.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 912.0 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 869 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 262 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1350 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 870 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1512 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 0 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 132 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1750 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 250 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 825 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ 220 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 6 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 12 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 21 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 2 

ｔ mm 止水板の板厚 6.4 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 37600 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 62300 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 6000 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.8 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(19) 原子炉建屋地上 4階（R2R3-RARB）オペレーティングフロア 止水堰 

 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-4F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 750 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 280 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 352.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 3175 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1560 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1500 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 65 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 345 

Ｌ mm 止水堰の全幅 3175 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1800 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 12 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 27 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 40 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 67800 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(20) 原子炉建屋地上 4階（R2R3-RDRE）オペレーティングフロア 止水堰 

 

  

記号 単位 堰 No. RB-4F-3 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 750 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 280 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 352.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1120 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1120 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1500 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 65 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 345 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1315 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1565 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 12 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 13 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 35 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 67800 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(21) タービン建屋地下 1階（T7T8-TCTD）A系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室  

止水堰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 単位 堰 No. TB-B1F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 376.35 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 376.35 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 777 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 388.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1660 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 272 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 810 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 65 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 0 

Ｌ mm 止水堰の全幅 2110 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 586 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 318 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 12 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 20 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 6260 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 6260 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.4 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1030 

g 
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(22) タービン建屋地下 1階（T8T9-TATB）A系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室  

止水堰 

 

 

  

記号 単位 堰 No. TB-B1F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 376.35 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 376.35 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 777 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 388.5 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1265 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 944 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 810 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 65 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 0 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1473 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 770 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 435 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 5 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 8 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 20 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 6260 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 6260 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.4 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1030 

g 
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(23) タービン建屋地下 1階（T8T9-TCTD）A系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室  

止水堰 

 

 

 

  

記号 単位 堰 No. TB-B1F-3 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 305.0 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 398.1 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 150 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 240 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1160 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 940 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 800 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 0 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 335 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1220 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 400 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 367.5 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 － 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 4 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 12 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 20100 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 20100 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1030 

g 
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(24) 6号機 コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域送・排風機室  

止水堰 1 

 

 

  

記号 単位 堰 No. CB-MB2F-1 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 681 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 370 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 450 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 4210 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1060 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1000 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 100 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 470 

Ｌ mm 止水堰の全幅 4210 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 2513 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 10 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 43 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 72 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 17700 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(25) 6号機 コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域送・排風機室  

止水堰 2 

 

  

記号 単位 堰 No. CB-MB2F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 681 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 350 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 450 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1920 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 1570 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1000 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 100 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 450 

Ｌ mm 止水堰の全幅 1920 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 1920 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 11 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 20 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 36 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 17700 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(26)  6号機 コントロール建屋地下中 2階（C3C4-CBCC）空調ダクト，ケーブル処理室 

止水堰 

 

 

  

記号 単位 堰 No. CB-MB2F-3 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 282.2 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 375 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 425 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 564 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 － 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 900 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 50 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 425 

Ｌ mm 止水堰の全幅 564 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 564 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 8 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 － 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 6 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 3550 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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(27) 6号機 コントロール建屋地下１階（C4C5-CBCC）計測制御電源盤区域(A)送・排風機

室 止水堰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 単位 堰 No. CB-B1F-2 

定義 数値 

Ａｓ mm2 梁材のせん断断面積 681 

ＡＹ mm2 柱材のせん断断面積 － 

ａ mm 止水板の長辺方向の幅 260 

ａ’ mm 梁材１本当たりが負担する止水板の幅 350 

Ｂ mm 止水堰の側面全幅 1250 

 m/s2 重力加速度 9.80665 

ｅ mm 床側アンカーボルト位置からの縁端距離 860 

Ｈ mm 止水堰の高さ，又は溢水評価水位を上回る水位 1230 

ｈ１ mm 評価する止水板の最下端の高さ 100 

ｈ２ mm 評価する梁材の最下端の高さ 360 

Ｌ mm 止水堰の全幅 4045 

Ｌ’ mm 評価する梁材の長さ 2300 

Ｌ１’ mm 柱材１本当たりが負担する柱材及び止水板の幅 － 

ＬＰＳ mm ベースプレートのレバー長さ － 

Ｎ 本 せん断を受ける片側の壁アンカーボルト本数 13 

ｎ１ 本 引張りを受ける床側アンカーボルト本数 43 

ｎ２ 本 せん断を受ける床側アンカーボルト本数 63 

ｎ３ 本 ベースプレートのアンカーボルト本数 － 

ｔ mm 止水板の板厚 3.2 

Ｚ mm3 梁材の断面係数 17700 

ＺＹ mm3 柱材の断面係数 － 

ＺＰＳ mm3 ベースプレートの断面係数 － 

β ― 長方形板の最大応力の係数 0.75 

ρ0 kg/m3 溢水の密度 1000 

g 
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2.2 計算結果 

2.2.1 Ｌ型鋼製堰 

 

(1) 原子炉建屋地下 1階（R1R2-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅳ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.161 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.155 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(2) 原子炉建屋地下 1階（R1R2-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅱ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.176 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.170 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(3) 原子炉建屋地下 1階（R6R7-RCRD）原子炉系（DIV-Ⅰ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.162 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.155 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(4) 原子炉建屋地下 1階（R6R7-RDRE）原子炉系（DIV-Ⅲ）計装ラック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-B1F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.176 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.170 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(5) 原子炉建屋地下中 1階（R2R3-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-MB1F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.162 kN 17.6 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.153 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(6) 原子炉建屋地上 1階（R1R2-RCRD）ほう酸水注入系・電気ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.148 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.144 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(7) 原子炉建屋地上 1階（R2R3-RBRC）原子炉冷却材浄化系弁室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 0.849 N/mm2 235 N/mm2 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.0225 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0424 kN 13.8 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(8) 原子炉建屋地上 1階（R3R4-RFRG）電気ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 10.5 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.241 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.206 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(9) 原子炉建屋地上 1階（R4R5-RFRG）可燃性ガス濃度制御系エアロック室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-5 

Ｈ形鋼 曲げ 1.49 N/mm2 235 N/mm2 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.0361 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0674 kN 13.8 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(10) 原子炉建屋地上 1階（R5R6-RBRC）原子炉補機冷却水系・不活性ガス系・電気ペネ室 

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-7 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.162 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.158 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(11) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RARB）主蒸気系トンネル室，配管ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-2F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 7.36 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.199 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.188 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(12) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RDRE）電気ペネ室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-2F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 10.1 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.262 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.224 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(13) 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RBRC）非常用ガス処理系室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-3F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 7.09 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.200 kN 15.5 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.195 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(14) 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RCRD）非常用ガス処理系室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-3F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 7.15 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.175 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.171 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(15) 原子炉建屋地上 3階（R2R3-RFRG）格納容器内雰囲気モニタ系（B）室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-3F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 4.49 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.136 kN 36.6 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.188 kN 25.7 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(16) 原子炉建屋地上中 3階（R4-RFRG）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-M3F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 13.9 N/mm2 235 N/mm2 0.06＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.304 kN 36.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.274 kN 25.7 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(17) 原子炉建屋地上 4階（R6R7-RDRE）原子炉補機冷却水系（C）サージタンク室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-4F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 13.5 N/mm2 235 N/mm2 0.06＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.708 kN 36.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.582 kN 25.7 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(18) タービン建屋地上 1階（T2T3-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-2 

Ｈ形鋼 曲げ 11.1 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 1.62 kN 36.6 kN 0.05＜1.0 

せん断 1.54 kN 25.7 kN 0.06＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(19) タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰 1 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-3 

Ｈ形鋼 曲げ 11.1 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.610 kN 19.8 kN 0.04＜1.0 

せん断 0.566 kN 13.8 kN 0.05＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(20) タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰 2 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-4 

Ｈ形鋼 曲げ 11.1 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.282 kN 19.8 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.264 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(21) タービン建屋地上 1階（T2T3-TBTC）海水熱交換器エリア給気処理装置室 止水堰 3 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-5 

Ｈ形鋼 曲げ 11.1 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.501 kN 19.8 kN 0.03＜1.0 

せん断 0.366 kN 13.8 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(22) タービン建屋地上 1階（T3T4-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-6 

Ｈ形鋼 曲げ 11.1 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 1.61 kN 36.6 kN 0.05＜1.0 

せん断 1.52 kN 25.7 kN 0.06＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(23) タービン建屋地上 1階（T3T4-TCTD）南階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-7 

Ｈ形鋼 曲げ 2.20 N/mm2 235 N/mm2 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.0487 kN 19.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0975 kN 13.8 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(24) タービン建屋地上 1階（T7T8-TATB）レイダウンスペース 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-8 

Ｈ形鋼 曲げ 11.1 N/mm2 235 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 1.65 kN 36.6 kN 0.05＜1.0 

せん断 1.55 kN 25.7 kN 0.07＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(25) タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）原子炉補機冷却海水系配管室，空調ダクト室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-11 

Ｈ形鋼 曲げ 9.25 N/mm2 205 N/mm2 0.05＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 1.40 kN 29.3 kN 0.05＜1.0 

せん断 0.517 kN 18.4 kN 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(26) タービン建屋地上 2階（T7T8-TCTD）北西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-2F-1 

Ｈ形鋼 曲げ 7.50 N/mm2 235 N/mm2 0.04＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.151 kN 15.9 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.145 kN 13.8 kN 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(27) 6号機 コントロール建屋地下 2階（C3C4-CCCD）常用電気品室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

CB-B2F-1 

鋼製板 曲げ 22.5 N/mm2 235 N/mm2 0.10＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.424 kN 7.60 kN 0.06＜1.0 

せん断 0.180 kN 18.5 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(28) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CCCD）区分Ⅰ計測制御用電源盤室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

CB-B1F-3 

鋼製板 曲げ 3.44 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.0689 kN 11.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0549 kN 18.5 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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(29) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CDCE）区分Ⅳ計測制御用電源盤室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

CB-B1F-4 

鋼製板 曲げ 3.44 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.0797 kN 11.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0544 kN 18.5 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(30) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CECF）区分Ⅱ計測制御用電源盤室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

CB-B1F-5 

鋼製板 曲げ 3.44 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.0687 kN 11.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0548 kN 18.5 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(31) 6号機 コントロール建屋地下１階（C3C4-CFCG）区分Ⅲ計測制御用電源盤室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

CB-B1F-6 

鋼製板 曲げ 3.44 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.0766 kN 11.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0523 kN 18.5 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

 

(32) 廃棄物処理建屋地下 1階（RW6RW7-RWBRWC)通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RwB-B1F-1 

鋼製板 曲げ 2.59 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

引張り 0.124 kN 16.8 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0713 kN 33.0 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 
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2.2.2 鋼製落とし込み型堰 

 

（1） タービン建屋地下 1階（T6T7-TJTK）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-B1F-4 

鋼製板 曲げ 22.5 N/mm2 235 N/mm2 0.10＜1.0 

枠材 

曲げ 3.22 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

せん断 0.605 N/mm2 135 N/mm2 0.01＜1.0 

組合せ 3.39 N/mm2 235 N/mm2 0.02＜1.0 

アンカーボルト 

引張り 1.58 kN 10.7 kN 0.15＜1.0 

せん断 0.206 kN 2.90 kN 0.08＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.03＜1.0 

  

(2) タービン建屋地上 1階（T8T9-TBTC）レイダウンスペース 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-12 

鋼製板 曲げ 21.6 N/mm2 110 N/mm2 0.20＜1.0 

アンカーボルト せん断 2.30 kN 6.58 kN 0.35＜1.0 

柱 曲げ 30.1 N/mm2 205 N/mm2 0.15＜1.0 

インサート 

ボルト 

引張り 4.17 kN 17.2 kN 0.25＜1.0 

せん断 1.56 kN 12.0 kN 0.13＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.08＜1.0 

ハンドル せん断 0.983 kN 6.00 kN 0.16＜1.0 
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2.2.3 鉄筋コンクリート堰 

 

(1) 原子炉建屋地上１階（R5R6-RG）大物搬出入口建屋 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-8 

アンカー筋 

引張り 0.00824 kN 29.0 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0124 kN 26.1 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.0000464 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.00482 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01＜1.0 

   

(2) 原子炉建屋地上１階（R5R6）大物搬出入口建屋 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-1F-9 

アンカー筋 

引張り 0.411 kN 37.4 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.370 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.00422 N/mm2 1.18 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.0262 N/mm2 20.0 N/mm2 0.01＜1.0 

   

(3) 原子炉建屋地上 2階（R5R6-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

RB-2F-2 

アンカー筋 

引張り 0.0111 kN 29.1 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0197 kN 20.3 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.000586 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.00440 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01＜1.0 
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(4) タービン建屋地上 1階（T1T2-TATB）大物搬出入口 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-1 

アンカー筋 

引張り 0.0401 kN 24.9 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0330 kN 26.1 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.000128 N/mm2 1.33 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.00898 N/mm2 26.6 N/mm2 0.01＜1.0 

   

(5) タービン建屋地上 1階（T8T9-TATB）北階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-10 

アンカー筋 

引張り 0.115 kN 24.1 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.504 kN 26.1 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

縦筋 

引張り 0.0261 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0191 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.000857 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.0104 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01＜1.0 

  

(6) タービン建屋地上 1階（T1T2-TCTD）南西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

 TB-1F-13 

アンカー筋 

引張り 0.0314 kN 26.6 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0448 kN 26.1 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.00112 N/mm2 1.18 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.00741 N/mm2 20.0 N/mm2 0.01＜1.0 
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(7) タービン建屋地上 1階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-1F-14 

アンカー筋 

引張り 0.141 kN 28.3 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0512 kN 26.1 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

縦筋 

引張り 0.274 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0200 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.000854 N/mm2 1.18 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.0102 N/mm2 20.0 N/mm2 0.01＜1.0 

  

(8) タービン建屋地上 2階（T2T3-TCTD）南西階段室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-2F-2 

アンカー筋 

引張り 0.137 kN 24.9 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0497 kN 26.1 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

縦筋 

引張り 0.0274 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0200 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.000854 N/mm2 1.18 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.0103 N/mm2 20.0 N/mm2 0.01＜1.0 
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 (9) タービン建屋地上 2階（T8T9-TCTD）主油タンクメンテナンス室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

(荷重又は発生応力度) 
許容限界 検定値 

TB-2F-4 

アンカー筋 

引張り 0.346 kN 24.0 kN 0.02＜1.0 

せん断 0.104 kN 26.1 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

縦筋 

引張り 0.101 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

せん断 0.0484 kN 37.4 kN 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

堰底部の 

コンク 

リート 

せん断 0.00226 N/mm2 1.21 N/mm2 0.01＜1.0 

圧縮 0.0161 N/mm2 21.4 N/mm2 0.01＜1.0 
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2.2.4 鋼板組合せ堰  

(1) 原子炉建屋地下 2階（R1R2-RDRE）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-1 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 6 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 7 ― 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 9.191 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 24.76 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 79.24 N 4359 N 0.02＜1.0 
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(2) 原子炉建屋地下2階（R3R4-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰  

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-2 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 15 N/㎟ 235 N/㎟ 0.07＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 15 ― 235 N/㎟ 0.07＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ － N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ － N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― － ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ － N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 9.052 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 27.73 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 160.8 N 4359 N 0.04＜1.0 
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(3) 原子炉建屋地下2階（R4R5-RFRG）原子炉内蔵型再循環ポンプ・制御棒駆動機構補修室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-3 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 15 N/㎟ 235 N/㎟ 0.07＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 15 ― 235 N/㎟ 0.07＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 8.856 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 26.66 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 131.3 N 4359 N 0.03＜1.0 
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(4) 原子炉建屋地下 2階（R6R7-RDRE）通路 止水堰  

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-4 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 6 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 7 ― 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 9.106 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 24.88 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 79.63 N 4359 N 0.02＜1.0 
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(5) 原子炉建屋地下 2階（R4R5-RARB）制御棒駆動機構配管室 止水堰  

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-5 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 21 N/㎟ 235 N/㎟ 0.09＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 21 ― 235 N/㎟ 0.09＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 5.538 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 27.74 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 131.8 N 4359 N 0.03＜1.0 
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(6) 原子炉建屋地下 2階（R5R6-RBRC）通路 止水堰  

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-B2F-6 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 13 N/㎟ 235 N/㎟ 0.06＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 14 ― 235 N/㎟ 0.06＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 15.71 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 34.77 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 86.30 N 4359 N 0.02＜1.0 
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(7) 原子炉建屋地上 1階（R1R2-RARB）通路 止水堰  

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-1F-1 

止水板 曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

梁材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 ― 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 16.27 N 11720 N 0.01＜1.0 

せん断 63.82 N 13860 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 169.9 N 13860 N 0.02＜1.0 
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(8) 原子炉建屋地上 1階（R5R6-RARB）通路 止水堰  

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-1F-6 

止水板 曲げ 7 N/㎟ 271 N/㎟ 0.03＜1.0 

梁材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 ― 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

柱材 

曲げ 1 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 2 ― 235 ― 0.01＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ 1 N/㎟ 271 N/㎟ 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 32.01 N 11720 N 0.01＜1.0 

せん断 135.3 N 13860 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 138.6 N 13860 N 0.01＜1.0 
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資料 8－2.8－120 

(9) 原子炉建屋地上 2階（R2R3-RFRG）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-2F-1 

止水板 曲げ 45 N/㎟ 271 N/㎟ 0.17＜1.0 

梁材 

曲げ 5 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 3 N/㎟ 135 N/㎟ 0.03＜1.0 

組合せ 8 ― 235 N/㎟ 0.04＜1.0 

柱材 

曲げ 78 N/㎟ 235 N/㎟ 0.34＜1.0 

せん断 11 N/㎟ 135 N/㎟ 0.09＜1.0 

組合せ 81 ― 235 ― 0.35＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ 46 N/㎟ 271 N/㎟ 0.17＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 618.7 N 11720 N 0.06＜1.0 

せん断 914.3 N 13860 N 0.07＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 5478 N 13860 N 0.40＜1.0 

 

 

  

291



 

資料 8－2.8－121 

(10) 原子炉建屋地上 2階（R6R7-RBRC）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-2F-5 

止水板 曲げ 86 N/㎟ 271 N/㎟ 0.32＜1.0 

梁材 

曲げ 81 N/㎟ 235 N/㎟ 0.35＜1.0 

せん断 6 N/㎟ 135 N/㎟ 0.05＜1.0 

組合せ 82 ― 235 N/㎟ 0.35＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 377.5 N 4552 N 0.09＜1.0 

せん断 453.3 N 6021 N 0.08＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 612.0 N 4359 N 0.14＜1.0 
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資料 8－2.8－122 

(11) 原子炉建屋地上 3階（R3R4-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-3F-4 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 17 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 17 ― 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 7.635 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 30.46 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 166.1 N 4359 N 0.04＜1.0 
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資料 8－2.8－123 

(12) 原子炉建屋地上 3階（R4R5-RARB）通路 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-3F-5 

止水板 曲げ 23 N/㎟ 271 N/㎟ 0.09＜1.0 

梁材 

曲げ 17 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 17 ― 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 7.067 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 28.71 N 6021 N 0.01＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 177.8 N 4359 N 0.04＜1.0 
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資料 8－2.8－124 

(13) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室  止水堰 1 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-M3F-3 

止水板 曲げ 43 N/㎟ 271 N/㎟ 0.16＜1.0 

梁材 

曲げ 3 N/㎟ 235 N/㎟ 0.02＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 4 ― 235 N/㎟ 0.02＜1.0 

柱材 

曲げ 5 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 2 N/㎟ 135 N/㎟ 0.02＜1.0 

組合せ 6 ― 235 ― 0.03＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ 35 N/㎟ 271 N/㎟ 0.13＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 560.3 N 11720 N 0.05＜1.0 

せん断 519.3 N 13860 N 0.04＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 289.8 N 13860 N 0.02＜1.0 
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資料 8－2.8－125 

(14) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RDRE）北側改良型制御棒駆動機構制御盤室  止水堰 2 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-M3F-4 

止水板 曲げ 8 N/㎟ 271 N/㎟ 0.03＜1.0 

梁材 

曲げ 81 N/㎟ 235 N/㎟ 0.35＜1.0 

せん断 2 N/㎟ 135 N/㎟ 0.02＜1.0 

組合せ 81 ― 235 N/㎟ 0.35＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 7.658 N 4552 N 0.01＜1.0 

せん断 43.96 N 2214 N 0.02＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 308.9 N 4359 N 0.07＜1.0 
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資料 8－2.8－126 

(15) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RBRC）非常用ディーゼル発電機(A)区域送風機室  

 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-M3F-5 

止水板 曲げ 42 N/㎟ 271 N/㎟ 0.16＜1.0 

梁材 

曲げ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 3 ― 235 N/㎟ 0.02＜1.0 

柱材 

曲げ 5 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 6 ― 235 ― 0.03＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 145.4 N 8601 N 0.02＜1.0 

せん断 180.3 N 6020 N 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 154.8 N 13867 N 0.02＜1.0 
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資料 8－2.8－127 

(16) 原子炉建屋地上中 3階（R6R7-RERF）非常用ディーゼル発電機(C)区域送風機室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-M3F-6 

止水板 曲げ 39 N/㎟ 271 N/㎟ 0.15＜1.0 

梁材 

曲げ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 3 ― 235 N/㎟ 0.02＜1.0 

柱材 

曲げ 7 N/㎟ 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 8 ― 235 ― 0.04＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 144.4 N 8601 N 0.02＜1.0 

せん断 188.1 N 6020 N 0.04＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 184.9 N 13867 N 0.02＜1.0 
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資料 8－2.8－128 

(17)  原子炉建屋地上 4階（R1R2-RERF）原子炉内蔵型再循環ポンプ点検室 止水堰 

  
堰 No. 評価対象部位 

発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-4F-1 

止水板 曲げ 219 N/㎟ 271 N/㎟ 0.81＜1.0 

梁材 

曲げ 3 N/㎟ 235 N/㎟ 0.02＜1.0 

せん断 2 N/㎟ 135 N/㎟ 0.02＜1.0 

組合せ 5 ― 235 N/㎟ 0.03＜1.0 

柱材 

曲げ 75 N/㎟ 235 N/㎟ 0.32＜1.0 

せん断 11 N/㎟ 135 N/㎟ 0.09＜1.0 

組合せ 78 ― 235 N/㎟ 0.34＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ 70 N/㎟ 271 N/㎟ 0.26＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 947.0 N 11720 N 0.08＜1.0 

せん断 934.1 N 13860 N 0.07＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 1261 N 13860 N 0.09＜1.0 
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資料 8－2.8－129 

 (18)  原子炉建屋地上 4階（R2R3-RARB）オペレーティングフロア 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-4F-2 

止水板 曲げ 81 N/㎟ 271 N/㎟ 0.30＜1.0 

梁材 

曲げ 24 N/㎟ 235 N/㎟ 0.11＜1.0 

せん断 5 N/㎟ 135 N/㎟ 0.04＜1.0 

組合せ 26 ― 235 N/㎟ 0.11＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 415.8 N 9313 N 0.05＜1.0 

せん断 875.7 N 13870 N 0.07＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 1460 N 10510 N 0.14＜1.0 

 

 

  

300



 

資料 8－2.8－130 

(19) 原子炉建屋地上 4階（R2R3-RDRE）オペレーティングフロア 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

RB-4F-3 

止水板 曲げ 81 N/㎟ 271 N/㎟ 0.30＜1.0 

梁材 

曲げ 18 N/㎟ 235 N/㎟ 0.08＜1.0 

せん断 5 N/㎟ 135 N/㎟ 0.04＜1.0 

組合せ 20 ― 235 N/㎟ 0.09＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 498.2 N 9313 N 0.06＜1.0 

せん断 414.5 N 13870 N 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 514.9 N 10510 N 0.05＜1.0 
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資料 8－2.8－131 

(20) タービン建屋地下 1階（T7T8-TCTD）A系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

TB-B1F-1 

止水板 曲げ 178 N/㎟ 271 N/㎟ 0.66＜1.0 

梁材 

曲げ 22 N/㎟ 235 N/㎟ 0.10＜1.0 

せん断 3 N/㎟ 135 N/㎟ 0.03＜1.0 

組合せ 23 ― 235 N/㎟ 0.10＜1.0 

柱材 

曲げ 46 N/㎟ 235 N/㎟ 0.20＜1.0 

せん断 3 N/㎟ 135 N/㎟ 0.03＜1.0 

組合せ 47 ― 235 ― 0.20＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 578.4 N 5534 N 0.11＜1.0 

せん断 349.6 N 9744 N 0.04＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 550.1 N 9744 N 0.06＜1.0 
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資料 8－2.8－132 

(21) タービン建屋地下 1階（T8T9-TATB）A系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

TB-B1F-2 

止水板 曲げ 178 N/㎟ 271 N/㎟ 0.66＜1.0 

梁材 

曲げ 38 N/㎟ 235 N/㎟ 0.17＜1.0 

せん断 4 N/㎟ 135 N/㎟ 0.03＜1.0 

組合せ 39 ― 235 N/㎟ 0.17＜1.0 

柱材 

曲げ 63 N/㎟ 235 N/㎟ 0.27＜1.0 

せん断 4 N/㎟ 135 N/㎟ 0.03＜1.0 

組合せ 64 ― 235 ― 0.28＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 174.5 N 5534 N 0.04＜1.0 

せん断 244.0 N 9744 N 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 419.2 N 9744 N 0.05＜1.0 
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資料 8－2.8－133 

(22) タービン建屋地下 1階（T8T9-TCTD）A系原子炉補機冷却水系熱交換器・ポンプ室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

TB-B1F-3 

止水板 曲げ 33 N/㎟ 271 N/㎟ 0.13＜1.0 

梁材 

曲げ 2 N/㎟ 235 N/㎟ 0.01＜1.0 

せん断 1 N/㎟ 135 N/㎟ 0.01＜1.0 

組合せ 3 ― 235 N/㎟ 0.02＜1.0 

柱材 

曲げ 16 N/㎟ 235 N/㎟ 0.07＜1.0 

せん断 3 N/㎟ 135 N/㎟ 0.03＜1.0 

組合せ 17 ― 235 ― 0.08＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 279.7 N 11720 N 0.03＜1.0 

せん断 328.6 N 13860 N 0.03＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 ― N ― N ―＜1.0 
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資料 8－2.8－134 

(23) 6号機 コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域送・排風機室  

止水堰 1 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

CB-MB2F-1 

止水板 曲げ 89 N/㎟ 271 N/㎟ 0.33＜1.0 

梁材 

曲げ 105 N/㎟ 235 N/㎟ 0.45＜1.0 

せん断 5 N/㎟ 135 N/㎟ 0.04＜1.0 

組合せ 106 ― 235 N/㎟ 0.46＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 151.0 N 4552 N 0.04＜1.0 

せん断 286.7 N 6021 N 0.05＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 1032 N 4359 N 0.24＜1.0 
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資料 8－2.8－135 

(24)  6号機 コントロール建屋地下中 2階（C4C5-CBCC）常用電気品区域送・排風機室  

止水堰 2 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

CB-MB2F-2 

止水板 曲げ 80 N/㎟ 271 N/㎟ 0.30＜1.0 

梁材 

曲げ 64 N/㎟ 235 N/㎟ 0.28＜1.0 

せん断 4 N/㎟ 135 N/㎟ 0.03＜1.0 

組合せ 65 ― 235 N/㎟ 0.28＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 99.94 N 4552 N 0.03＜1.0 

せん断 261.5 N 6021 N 0.05＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.01＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 427.9 N 4359 N 0.10＜1.0 
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資料 8－2.8－136 

(25) 6号機 コントロール建屋地下中 2階（C3C4-CBCC）空調ダクト，ケーブル処理室  

止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

CB-MB2F-3 

止水板 曲げ 86 N/㎟ 271 N/㎟ 0.95＜1.0 

梁材 

曲げ 23 N/㎟ 235 N/㎟ 0.21＜1.0 

せん断 2 N/㎟ 135 N/㎟ 0.02＜1.0 

組合せ 24 ― 235 N/㎟ 0.21＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り ― N ― N ―＜1.0 

せん断 373.3 N 6021 N 0.07＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

引張り 140.0 N 3542 N 0.04＜1.0 
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(26) 6号機 コントロール建屋地下１階（C4C5-CBCC）計測制御電源盤区域(A)送・排風機

室 止水堰 

堰 No. 評価対象部位 
発生値 

（荷重又は発生応力度） 
許容限界 検定値 

CB-B1F-2 

止水板 曲げ 55 N/㎟ 271 N/㎟ 0.21＜1.0 

梁材 

曲げ 112 N/㎟ 235 N/㎟ 0.48＜1.0 

せん断 5 N/㎟ 135 N/㎟ 0.04＜1.0 

組合せ 113 ― 235 N/㎟ 0.48＜1.0 

柱材 

曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

せん断 ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

組合せ ― ― ― ― ―＜1.0 

ベース  

プレート 
曲げ ― N/㎟ ― N/㎟ ―＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（床） 

引張り 332.7 N 4552 N 0.08＜1.0 

せん断 476.3 N 6021 N 0.08＜1.0 

組合せ ― ― ― ― 0.02＜1.0 

アンカー 

ボルト 

（壁） 

せん断 356.6 N 4359 N 0.09＜1.0 
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資料 8－2.9－1 

2.9.1 フロート式治具を構成する各部材の評価及び機能保持の確認方法について 

(1) 概要 

床ドレンライン浸水防止治具のうち，フロート式治具については，Ⅵ-2-10-2-4-1「床

ドレンライン浸水防止治具の耐震性についての計算書」，Ⅵ-3-別添 3-1-6「床ドレンラ

イン浸水防止治具の強度計算書」及びⅥ-3-別添 3-2-5「床ドレンライン浸水防止治具

の強度計算書（溢水）」において，構成する各部材の弱部に対しての評価を示している。

本資料では，フランジ取付型を代表とし，フロート式治具を構成する部材全てを評価

し，フロート式治具としての性能目標を満足することを確認する。 

 

(2) 評価方針 

フロート式治具の性能目標としては，地震後の浸水の作用を想定し，部材がおおむ

ね弾性状態にとどまることとし，止水機能を喪失しない設計としている。 

以上に示した性能目標を満足していることを確認する方法として，加振試験，水圧

試験及び漏えい試験を実施し，各部材の構造強度健全性及び弁座部の止水性を確認す

ることにより止水機能が保持されていることを確認する方針とする。 

具体的には，地震後の浸水の作用を想定した止水機能保持確認として，次に示す試

験にて確認する方針とする。 

地震を想定した加振試験を実施し，各部材の構造強度健全性を確認する。また，加

振試験後に水圧試験を実施し，各部材の構造強度健全性及び弁座部の止水性を確認す

る。 

表 2.9.1－1に止水機能保持確認方針として，フロート式治具の各部材の限界状態と

評価内容を示す。また，図 2.9.1－1にフロート式治具の構造を示す。 
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資料 8－2.9－2 

表 2.9.1－1 フランジ取付型の止水機能保持確認方針 

部材 限界状態 評価内容 

弁固定ボルト 変形，損傷，緩み 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

弁本体 変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全

性を確認することにより，止水機能保持を確認

する。 

・弱部の評価対象部材 

フロート 
変形,損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全

性を確認することにより，止水機能保持を確認

する。 

弁座 
変形，損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全

性を確認することにより，止水機能保持を確認

する。 

弁座押え 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

弁座押え 

取付ボルト 
変形，損傷，緩み 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

フロートガイド 

変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

・弱部の評価対象部材 

変形，損傷，緩み 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。（本体

への取付ねじ部） 

・弱部の評価対象部材 

 

フロート保持板 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

フロート保持板 

取付ナット 
変形，損傷，緩み 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 
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弁本体 

図 2.9.1－1 フランジ取付型の構造図 
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資料 8－2.9－4 

(3) 評価方法 

以下に示す条件にて試験を実施し，各試験毎に示す判定基準により評価する。 

a. 基準地震動加振試験 

基準地震動Ｓsによるフロート式治具の設置箇所の設計震度を上回るものとして，「原

子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ ４６０１-1991 追補版）（（社）日本電気協会）」

に示される一般弁の機能確認済加速度と同じ 6G（58.8m／s2）で加振する。 

なお，加振試験を実施する前に，水平，鉛直方向それぞれについて，振動数 5～50Hz

の範囲で掃引試験を行い，振動数 5～50Hzの範囲に固有振動数がなく，フロート式治具

が剛構造として加振試験を実施できることを確認する。 

表 2.9.1－2に加振試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

表 2.9.1－3に加振試験装置の主要仕様，図 2.9.1－2に加振試験装置の外観を示す。 

加振試験時の固定箇所は，図 2.9.1－1に示す。 

 

表 2.9.1－2 加振試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 6G,鉛直 6G 

・振動数：20Hz＊ 

・加振時間：5分 

加振した後に，外観目視に

より各部材を確認する。 

水平方向と鉛直方向毎に，

それぞれで加振する。 

機能に影響を及ぼす変

形，損傷，緩みがないこ

と。 

注記＊：掃引試験の結果、5～50Hzに共振する振動数がないことから、剛構造で想定される 

最低の振動数 20Hzとした。 
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表 2.9.1－3 加振試験装置主要仕様 

項目 諸元 

型式 916-AW/SLS 

最大加振力 16 kN 

最大変位 1000 mmp-p 

最大加速度（無負荷時） 640 m/s2 

可動部質量 25 kg 

振動数範囲 (DC)～2000 Hz 

加振台（ヘッド）寸法 φ230 mm 

最大搭載質量 200 kg 

 

 

  

図 2.9.1－2 加振試験装置外観図 

（加振方向） 

ヘッド 

電磁加振機 

電磁加振機 

（加振方向） テーブル 

テーブル 
(1)水平加振時平面図 

(2)水平加振時側面図 (3)鉛直加振時側面図 
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b. 水圧試験 

フロート式治具の設置箇所の津波による溢水又は内部溢水の浸水によって生じる浸

水深が大きい方の静水圧を考慮した圧力*を上回る圧力として，0.35Mpa 以上の水圧と

する。 

水圧の保持時間は，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追

補版含む））（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005／2007）（（社）日本機械学会）」に示される耐

圧試験に準じて，10分間以上とする。 

また，水圧試験は，加振試験実施後に行うことを条件とする。 

表 2.9.1－4に水圧試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

 

表 2.9.1－4 水圧試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa以上の水圧 

・水圧保持時間：10分間以上 

・加振試験後に実施 

試験条件に示した圧力及

び保持時間で加圧する。

加圧後に外観目視により

各部材を確認する。 

・機能に影響を及ぼす変形，

損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこと 

注記＊：フロート式治具の設置個所の静水圧は浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とし

以下のとおり。 

静水圧：0.18MPa 

 

ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

 

表 2.9.1－5 水圧試験＋余震荷重での条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa 

・水圧保持時間：5分間 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 3G,鉛直 3G 

（余震は本震６G の半分を想定

し３Gで加振） 

・振動数：20Hz 

試験条件に示した圧力及

び加速度を与える。加圧

及び加振後に外観目視に

より各部材を確認する。 

・機能に影響を及ぼす変形，

損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこと 

注記＊：フロート式治具の設置個所の静水圧は浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とし

以下のとおり。 

静水圧：0.18MPa 
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(4) 評価結果 

以下に，加振試験及び水圧試験の結果と止水機能保持の確認を示す。 

a. 加振試験 

表 2.9.1－6にフロート式治具の加振試験結果を示す。 

なお，掃引試験により，振動数 5～50Hzにフロート式治具の固有振動数がないことを

確認した。 

 

表 2.9.1－6 フランジ取付型の加振試験結果 

部位 加振試験結果 

弁固定ボルト 変形，損傷及び緩みなし 

弁本体 変形及び損傷なし 

フロート 変形及び損傷なし 

弁座 変形及び損傷なし 

弁座押え 変形及び損傷なし 

弁座押え取付ボルト 変形，損傷及び緩みなし 

フロートガイド 変形，損傷及び緩みなし 

フロート保持板 変形及び損傷なし 

フロート保持板取付ナット 変形，損傷及び緩みなし 

 

b． 水圧試験 

表 2.9.1－7にフロート式治具の水圧試験結果及び止水機能保持確認を示す。 

 

表 2.9.1－7 フランジ取付型の水圧試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

弁本体 変形及び損傷なし 

漏えいなし フロート 変形及び損傷なし 

弁座 変形及び損傷なし 

 

ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

   表 2.9.1－8にフロート式治具の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持確認 

を示す 

 

表 2.9.1－8 フランジ取付型の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

弁本体 変形及び損傷なし 

漏えいなし フロート 変形及び損傷なし 

弁座 変形及び損傷なし 
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2.9.2 スプリング式治具を構成する各部材の評価及び機能保持の確認方法について 

(1) 概要 

床ドレンライン浸水防止治具のうち，スプリング式治具については，Ⅴ-2-10-2-4-1

「床ドレンライン浸水防止治具の耐震性についての計算書」，Ⅴ-3-別添 3-1-6「床ドレ

ンライン浸水防止治具の強度計算書」及びⅤ-3-別添 3-2-5「床ドレンライン浸水防止

治具の強度計算書（溢水）」において，構成する各部材の弱部に対しての評価を示して

いる。本資料では，フランジ取付型を代表とし，スプリング式治具を構成する部材全

てを評価し，スプリング式治具としての性能目標を満足することを確認する。 

 

(2) 評価方針 

スプリング式治具の性能目標としては，地震後の浸水の作用を想定し，部材がおお

むね弾性状態にとどまることとし，止水機能を喪失しない設計としている。 

以上に示した性能目標を満足していることを確認する方法として，加振試験，水圧

試験及び漏えい試験を実施し，各部材の構造強度健全性及び弁座部の止水性を確認す

ることにより止水機能が保持されていることを確認する方針とする。 

具体的には，地震後の浸水の作用を想定した止水機能保持確認として，次に示す試

験にて確認する方針とする。 

地震を想定した加振試験を実施し，各部材の構造強度健全性を確認する。また，加

振試験後に水圧試験を実施し，各部材の構造強度健全性及び弁座部の止水性を確認す

る。 

表 2.9.2－1に止水機能保持確認方針として，スプリング式治具の各部材の限界状態

と評価内容を示す。また，図 2.9.2－1にスプリング式治具の構造を示す。 
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表 2.9.2－1 フランジ取付型の止水機能保持確認方針 

部材 限界状態 評価内容 

天板－ 

フランジ 
変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全性を

確認することにより，止水機能保持を確認する。 

弁 
変形，損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全性を

確認することにより，止水機能保持を確認する。 

・弱部の評価対象部材 

スポンジ 

パッキン 

変形，損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全性を

確認することにより，止水機能保持を確認する。 

パイプ 

スペーサー 
変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

・弱部の評価対象部材 

底板-軸受け 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

六角穴付き 

ボルト 
変形，損傷，緩み 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

弁軸 変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

・弱部の評価対象部材 

スプリング 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

パイプ－ 

軸受け 
変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

・弱部の評価対象部材 

ばね 

ストッパー 
変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 

弁固定ボルト 変形，損傷，緩み 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認すること

により，止水機能保持を確認する。 
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 図 2.9.2－1 フランジ取付型構造図 

ばねストッパー 

弁 

底板－軸受け 

スポンジパッキン 

パイプスペーサー 

六角穴付きボルト 
弁軸 

スプリング 

弁固定ボルト 

パイプ－軸受け 

天板－フランジ 

加振試験中の固定箇所 
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(3) 評価方法 

以下に示す条件にて試験を実施し，各試験毎に示す判定基準により評価する。 

a. 基準地震動加振試験 

基準地震動Ｓs によるスプリング式治具の設置箇所の設計震度を上回るものとして，

「原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ ４６０１-1991 追補版）（（社）日本電気

協会）」に示される一般弁の機能確認済加速度と同じ 6G（58.8m／s2）で加振する。 

なお，加振試験を実施する前に，水平，鉛直方向それぞれについて，振動数 5～50Hz

の範囲で掃引試験を行い，振動数 5～50Hzの範囲に固有振動数がなく，スプリング式治

具が剛構造として加振試験を実施できることを確認する。 

表 2.9.2－2に加振試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

表 2.9.2－3に加振試験装置の主要仕様，図 2.9.2－2に加振試験装置の外観を示す。 

加振試験時の固定箇所は，図 2.9.2－1に示す。 

 

表 2.9.2－2 加振試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 6G，鉛直 6G 

・振動数：20Hz＊ 

・弁本体のフランジ部を剛構造の

治具を介して，加振試験装置に

固定する。 

・加振時間：5分 

加振した後に，外観目視

により各部材を確認す

る。 

水平方向と鉛直方向毎

に，それぞれで加振する。 

機能に影響を及ぼす変

形，損傷，緩みがないこ

と。 

注記＊：掃引試験の結果、5～50Hzに共振する振動数がないことから、剛構造で想定される 

最低の振動数 20Hzとした。 
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表 2.9.2－3 加振試験装置主要仕様 

項目 諸元 

型式 916-AW/SLS 

最大加振力 16 kN 

最大変位 1000 mmp-p 

最大加速度（無負荷時） 640 m/s2 

可動部質量 25 kg 

振動数範囲 (DC)～2000 Hz 

加振台（ヘッド）寸法 φ230 mm 

最大搭載質量 200 kg 

 

 

  

図 2.9.2－2 加振試験装置外観図 

ヘッド 

（加振方向） 

電磁加振機 

電磁加振機 

テーブル 

テーブル 

（加振方向） 

(1)水平加振時平面図 

(2)水平加振時側面図 (3)鉛直加振時側面図 
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b. 水圧試験 

スプリング式治具の設置箇所の津波による溢水又は内部溢水の浸水によって生じる

浸水深が大きい方の静水圧を考慮した圧力*を上回る圧力として，0.35MPa 以上の水圧

とする。 

水圧の保持時間は，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追

補版含む））（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005／2007）（（社）日本機械学会）」に示される耐

圧試験に準じて，10分間以上とする。 

また，水圧試験は，加振試験実施後に行うことを条件とする。 

表 2.9.2－4に水圧試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

 

表 2.9.2－4 水圧試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa以上の水圧 

・水圧保持時間：10分間以上 

・加振試験後に実施 

試験条件に示した圧

力及び保持時間で加

圧する。加圧後に外観

目視により各部材を

確認する。 

・機能に影響を及ぼす変形，

損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこと 

注記＊：スプリング式治具の設置個所の静水圧は浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値と

し以下のとおり。 

静水圧：0.18MPa 

 

 

ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

 

表 2.9.2－5 水圧＋余震荷重での試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa 

・水圧保持時間：5分間 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 3G,鉛直 3G 

（余震は本震６G の半分を想定し

３Gで加振） 

・振動数：20Hz 

試験条件に示した圧

力及び加速度を与え

る。加圧及び加振後に

外観目視により各部

材を確認する。 

・機能に影響を及ぼす変形，

損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこと 
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(4) 評価結果 

以下に，加振試験及び水圧試験の結果と止水機能保持の確認を示す。 

a. 加振試験 

表 2.9.2－6にスプリング式治具の加振試験結果を示す。 

なお，掃引試験により，振動数 5～50Hzにスプリング式治具の固有振動数がないこと

を確認した。 

 

表 2.9.2－6 スプリング式治具の加振試験結果 

部位 加振試験結果 

天板－フランジ 変形及び損傷なし 

弁 変形及び損傷なし 

スポンジパッキン 変形及び損傷なし 

パイプスペーサー 変形及び損傷なし 

底板-軸受け 変形及び損傷なし 

六角穴付きボルト 変形，損傷及び緩みなし 

弁軸 変形及び損傷なし 

スプリング 変形及び損傷なし 

パイプ－軸受け 変形及び損傷なし 

ばねストッパー 変形及び損傷なし 

弁固定ボルト 変形，損傷及び緩みなし 

 

 

b. 水圧試験 

表 2.9.2－7にスプリング式治具の水圧試験結果及び止水機能保持確認を示す。 

 

表 2.9.2－7 スプリング式治具の水圧試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

天板－フランジ 変形及び損傷なし 

漏えいなし 弁 変形及び損傷なし 

スポンジパッキン 変形及び損傷なし 

 

  

324



 

資料 8－2.9－15 

ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

     表 2.9.2－8にスプリング式治具の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持 

確認を示す。 

 

表 2.9.2－8 スプリング式治具の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

天板－フランジ 変形及び損傷なし 

漏えいなし 弁 変形及び損傷なし 

スポンジパッキン 変形及び損傷なし 
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2.9.3 閉止キャップを構成する各部材の評価及び機能保持の確認方法について 

(1) 概要 

床ドレンライン浸水防止治具のうち，閉止キャップについては，Ⅴ-2-10-2-4-1「床

ドレンライン浸水防止治具の耐震性についての計算書」及び添付書類Ⅴ-3-別添 3-1-6

「床ドレンライン浸水防止治具の強度計算書」において，構成する各部材の弱部に対

しての評価を示している。本資料では，内ねじ型及び外ねじ型の閉止キャップを構成す

る部材全てを評価し，閉止キャップとしての性能目標を満足することを確認する。 

 

(2) 評価方針 

閉止キャップの性能目標としては，地震後の浸水の作用を想定し，部材がおおむね弾

性状態にとどまることとし，止水機能を喪失しない設計としている。 

以上に示した性能目標を満足していることを確認する方法として，加振試験，水圧

試験及び漏えい試験を実施し，各部材の構造強度健全性及びシール部の止水性を確認

することにより止水機能が保持されていることを確認する方針とする。 

具体的には，地震後の浸水の作用を想定した止水機能保持確認として，次に示す試

験にて確認する方針とする。 

地震を想定した加振試験を実施し，各部材の構造強度健全性を確認する。また，加

振試験後に水圧試験を実施し，各部材の構造強度健全性及びシール部の止水性を確認

する。 

表 2.9.3－1 及び表 2.9.3－2 に止水機能保持確認方針として，閉止キャップの各部

材の限界状態と評価内容を示す。また，図 2.9.3－1 及び図 2.9.3－2 に各閉止キャッ

プの構造を示す。 
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表 2.9.3－1 閉止キャップ（内ねじ型）の止水機能保持確認方針 

部材 限界状態 評価内容 

本体 

変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全

性を確認することにより，止水機能保持を確

認する。 

変形，損傷 

 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。（配管

への取付ねじ部） 

Oリング 
変形，損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9.3－1 閉止キャップ（内ねじ型） 

本体 

Oリング 
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表 2.9.3－2 閉止キャップ（外ねじ型）止水機能保持確認方針 

部材 限界状態 評価内容 

本体 

変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全

性を確認することにより，止水機能保持を確認

する。 

変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。（配管へ

の取付ねじ部） 

パッキン 
変形，損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認する

ことにより，止水機能保持を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2.9.3－2 閉止キャップ（外ねじ型）構造図 

パッキン 

本体 
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(3) 評価方法 

以下に示す条件にて試験を実施し，各試験毎に示す判定基準により評価する。 

a. 基準地震動加振試験 

基準地震動Ｓsによる閉止キャップの設置箇所の設計震度を上回るものとして，「原

子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ ４６０１-1991 追補版）（（社）日本電気協

会）」に示される一般弁の機能確認済加速度と同じ 6G（58.8m／s2）で加振する。 

なお，加振試験を実施する前に，水平，鉛直方向それぞれについて，振動数 5～50Hz

の範囲で掃引試験を行い，振動数 5～50Hzの範囲に固有振動数がなく，閉止キャップが

剛構造として加振試験を実施できることを確認する。 

表 2.9.3－3に加振試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

表 2.9.3－4に加振試験装置の主要仕様，図 2.9.3－3に加振試験装置の外観を示す。 

 

表 2.9.3－3 加振試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 6G,鉛直 6G 

・振動数：20Hz＊ 

・人力によって可能な締付トル 

クで加振装置に設置する。 

・加振時間：5分 

加振した後に，外観目視に

より各部材を確認する。 

水平方向と鉛直方向毎に，

それぞれで加振する。 

機能に影響を及ぼす変

形，損傷，緩みがないこ

と。 

注記＊：掃引試験の結果、5～50Hzに共振する振動数がないことから、剛構造で想定される 

最低の振動数 20Hzとした。 
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表 2.9.3－4 加振試験装置主要仕様 

項目 諸元 

型式 916-AW/SLS 

最大加振力 16 kN 

最大変位 1000 mmp-p 

最大加速度（無負荷時） 640 m/s2 

可動部質量 25 kg 

振動数範囲 (DC)～2000 Hz 

加振台（ヘッド）寸法 φ230 mm 

最大搭載質量 200 kg 

 

 

  

図 2.9.3－3 加振試験装置外観図 

ヘッド 

テーブル 

（加振方向） 

電磁加振機 

（加振方向） 

電磁加振機 

テーブル 

(1)水平加振時平面図 

(2)水平加振時側面図 (3)鉛直加振時側面図 
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b. 水圧試験 

閉止キャップの設置箇所の津波による溢水又は内部溢水の浸水によって生じる浸水深

が大きい方の静水圧を考慮した圧力*を上回る圧力として，0.35MPa以上の水圧とす

る。 

水圧の保持時間は，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追

補版含む））（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005／2007）（（社）日本機械学会）」に示される耐

圧試験に準じて，10分間以上とする。 

また，水圧試験は，加振試験実施後に行うことを条件とする。 

表 2.9.3－5に水圧試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

 

表 2.9.3－5 水圧試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa以上の水圧 

・水圧保持時間：10分間以上 

・加振試験後に実施 

 

試験条件に示した圧力及び

保持時間で加圧する。加圧

後に外観目視により各部材

を確認する。 

・機能に影響を及ぼす 

変形，損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこ

と。 

注記＊：閉止キャップの設置個所の静水圧は浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とし以

下のとおり。 

静水圧：0.18MPa 

 

 

ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

 

表 2.9.3－6 水圧＋余震荷重での試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa 

・水圧保持時間：5分間 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 3G,鉛直 3G 

（余震は本震６G の半分を想定

し３Gで加振） 

・振動数：20Hz 

試験条件に示した圧力及び

加速度を与える。加圧及び

加振後に外観目視により各

部材を確認する。 

・機能に影響を及ぼす 

変形，損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこ

と。 

注記＊：閉止キャップの設置個所の静水圧は浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とし以

下のとおり。 

静水圧：0.18MPa 
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(4) 評価結果 

以下に，加圧試験及び水圧試験の結果と止水機能保持の確認を示す。 

a. 加振試験 

表 2.9.3－7に閉止キャップ（内ねじ型）の加振試験結果，表 2.9.3－8に閉止キャッ

プ（外ねじ型）の加振試験結果を示す。 

なお，掃引試験により，振動数 5～50Hzに閉止キャップの固有振動数がないことを確

認した。 

 

表 2.9.3－7 閉止キャップ（内ねじ型）の加振試験結果 

部位 加振試験結果 

本体 
変形，損傷及び 

緩みなし 

Oリング 変形及び損傷なし 

 

表 2.9.3－8 閉止キャップ（外ねじ型）の加振試験結果 

部位 加振試験結果 

本体 
変形，損傷及び 

緩みなし 

Oリング 変形及び損傷なし 

 

 

b. 水圧試験 

表 2.9.3－9 に閉止キャップ（内ねじ型）の水圧試験結果及び止水機能保持確認，表

2.9.3－10に閉止キャップ（外ねじ型）の水圧試験結果及び止水機能保持確認を示す。 

 

表 2.9.3－9 閉止キャップ（内ねじ型）の水圧試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

本体 変形及び損傷なし 
漏えいなし 

Oリング 変形及び損傷なし 

 

表 2.9.3－10 閉止キャップ（外ねじ型）の水圧試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

本体 変形及び損傷なし 
漏えいなし 

パッキン 変形及び損傷なし 
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ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

 表 2.9.3－11に閉止キャップ（内ねじ型）の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機

能保持確認，表 2.9.3－12に閉止キャップ（外ねじ型）の水圧＋余震荷重での試験結果

及び止水機能保持確認を示す。 

 

表 2.9.3－11 閉止キャップ（内ねじ型）の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

本体 変形及び損傷なし 
漏えいなし 

Oリング 変形及び損傷なし 

 

 

表 2.9.3－12 閉止キャップ（外ねじ型）の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

本体 変形及び損傷なし 
漏えいなし 

パッキン 変形及び損傷なし 
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2.9.4 閉止栓を構成する各部材の評価及び機能保持の確認方法について 

(1) 概要 

床ドレンライン浸水防止治具のうち，閉止栓については，添付資料Ⅴ-2-10-2-4-1「床

ドレンライン浸水防止治具の耐震性についての計算書」及び添付書類Ⅴ-3-別添 3-1-6

「床ドレンライン浸水防止治具の強度計算書」において，構成する各部材の弱部に対

しての評価を示している。本資料では，閉止栓を構成する部材全てを評価し，浸水防

止治具としての性能目標を満足することを確認する。 

 

(2) 評価方針 

閉止栓の性能目標としては，地震後の浸水の作用を想定し，部材がおおむね弾性状

態にとどまることとし，止水機能を喪失しない設計としている。 

以上に示した性能目標を満足していることを確認する方法として，加振試験，水圧

試験及び漏えい試験を実施し，各部材の構造強度健全性及びシール部の止水性を確認

することにより止水機能が保持されていることを確認する方針とする。 

具体的には，地震後の浸水の作用を想定した止水機能保持確認として，次に示す試

験にて確認する方針とする。 

地震を想定した加振試験を実施し，各部材の構造強度健全性を確認する。また，加

振試験後に水圧試験を実施し，各部材の構造強度健全性及びシール部の止水性を確認

する。 

表 2.9.4－1に止水機能保持確認方針として，閉止栓の種類毎に，各部材の限界状態

と評価内容を示す。また，図 2.9.4－1に閉止栓の構造を示す。  
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表 2.9.4－1 閉止栓止水機能保持確認方針 

部材 限界状態 評価内容 

ナット 変形，損傷，緩み 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

本体シャフト 

変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全性

を確認することにより，止水機能保持を確認する。 

変形，損傷 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全性

を確認することにより，止水機能保持を確認する。

（ナットの取付ねじ部） 

ゴムリング 
変形，損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全性

を確認することにより，止水機能保持を確認する。 

Oリング 
変形，損傷 

漏えい 

・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

・加振試験後に水圧試験を実施し，構造強度健全性

を確認することにより，止水機能保持を確認する。 

中間リング 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

端部リング 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

カラーパイプ 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

大型ワッシャ 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 

割りピン 変形，損傷 
・加振試験を実施し，構造強度健全性を確認するこ

とにより，止水機能保持を確認する。 
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図 2.9.4－1 閉止栓構造図 

端部リング 

ナット 

大型ワッシャ 
割りピン 

本体シャフト 

ゴムリング 

カラーパイプ 

中間リング 

O リング 
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(3) 評価方法 

以下に示す条件にて試験を実施し，各試験毎に示す判定基準により評価する。 

a. 基準地震動加振試験 

基準地震動Ｓsによる閉止栓の設置箇所の設計震度を上回るものとして，「原子力発電

所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ ４６０１-1991 追補版）（（社）日本電気協会）」に示さ

れる一般弁の機能確認済加速度と同じ 6G（58.8m／s2）で加振する。 

なお，加振試験を実施する前に，水平，鉛直方向それぞれについて，振動数 5～50Hz

の範囲で掃引試験を行い，振動数 5～50Hzの範囲に固有振動数がなく，閉止栓が剛構造

として加振試験を実施できることを確認する。 

表 2.9.4－2に加振試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

表 2.9.4－3に加振試験装置の主要仕様，図 2.9.4－2に加振試験装置の外観を示す。 

 

表 2.9.4－2 加振試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 6G,鉛直 6G 

・振動数：20Hz＊ 

・締付トルク 50N・mで加振試験

装置に固定する。 

・加振時間：5分 

加振した後に，外観目視に

より各部材を確認する。 

水平方向と鉛直方向毎に，

それぞれで加振する。 

機能に影響を及ぼす変

形，損傷，緩みがないこ

と。 

注記＊：掃引試験の結果、5～50Hzに共振する振動数がないことから、剛構造で想定される 

最低の振動数 20Hzとした。 
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表 2.9.4－3 加振試験装置主要仕様 

項目 諸元 

型式 916-AW/SLS 

最大加振力 16 kN 

最大変位 1000 mmp-p 

最大加速度（無負荷時） 640 m/s2 

可動部質量 25 kg 

振動数範囲 (DC)～2000 Hz 

加振台（ヘッド）寸法 φ230 mm 

最大搭載質量 200 kg 

 

 

 

 

 

  

図 2.9.4－2 加振試験装置外観図 

（加振方向） 

ヘッド 

電磁加振機 

（加振方向） 

電磁加振機 テーブル 

テーブル 

(1)水平加振時平面図 

(2)水平加振時側面図 (3)鉛直加振時側面図 
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b. 水圧試験 

閉止栓の設置箇所の津波による溢水又は内部溢水の浸水によって生じる浸水深が大き

い方の静水圧を考慮した圧力*を上回る圧力として，0.35MPa以上の水圧とする。 

水圧の保持時間は，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追

補版含む））（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005／2007）（（社）日本機械学会）」に示される耐

圧試験に準じて，10分間以上とする。 

また，水圧試験は，加振試験実施後に行うことを条件とする。 

表 2.9.4－4に水圧試験の条件，方法及び判定基準を示す。 

 

表 2.9.4－4 水圧試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa以上の水圧 

・水圧保持時間：10分間以上 

・加振試験後に実施 

試験条件に示した圧力及

び保持時間で加圧する。

加圧後に外観目視により

各部材を確認する。 

・機能に影響を及ぼす変形，

損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこと。 

注記＊：閉止栓の設置個所の静水圧は浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とし以下のと

おり。 

静水圧：0.18MPa 

 

ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

 

表 2.9.4－5 水圧＋余震荷重での試験の条件，方法及び判定基準 

試験条件 試験方法 判定基準 

・試験圧力：0.35MPa 

・水圧保持時間：5分間 

・振動波形：正弦波 

・最大加速度：水平 3G,鉛直 3G 

（余震は本震６G の半分を想定し

３Gで加振） 

・振動数：20Hz 

試験条件に示した圧力及

び加速度を与える。加圧

及び加振後に外観目視に

より各部材を確認する。 

・機能に影響を及ぼす変形，

損傷がないこと。 

・有意な漏えいのないこと。 

注記＊：閉止栓の設置個所の静水圧は浸水防止治具を設置する箇所のうち最大値とし以下のと

おり。 

静水圧：0.18MPa 
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(4) 評価結果  

以下に，加圧試験及び水圧試験の結果と止水機能保持の確認を示す。 

a. 加振試験 

表 2.9.4－6に閉止栓の加振試験結果を示す。 

なお，掃引試験により，振動数 5～50Hzに閉止栓の固有振動数がないことを確認した。 

 

表 2.9.4－6 閉止栓の加振試験結果 

部位 加振試験結果 

ナット 変形，損傷及び緩みなし 

本体シャフト 変形及び損傷なし 

ゴムリング 変形及び損傷なし 

Oリング 変形及び損傷なし 

中間リング 変形及び損傷なし 

端部リング 変形及び損傷なし 

カラーパイプ 変形及び損傷なし 

大型ワッシャ 変形及び損傷なし 

割りピン 変形及び損傷なし 

 

b. 水圧試験 

表 2.9.4－7に閉止栓の水圧試験結果及び止水機能保持確認を示す。 

 

表 2.9.4－7 閉止栓の水圧試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

本体シャフト 変形及び損傷なし 

漏えいなし ゴムリング 変形及び損傷なし 

Oリング 変形及び損傷なし 

 

 

ｃ. 水圧＋余震荷重での試験 

     表 2.9.4－8に閉止栓の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持確認を示す。 

 

表 2.9.4－8 閉止栓の水圧＋余震荷重での試験結果及び止水機能保持確認 

部位 水圧試験結果 止水機能保持確認 

本体シャフト 変形及び損傷なし 

漏えいなし ゴムリング 変形及び損傷なし 

Oリング 変形及び損傷なし 
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2.9.5 配置概要 

床ドレンライン浸水防止治具の設置位置を図2.9.5に示す。 

 

 

設備名称 配置図 

床
ド
レ
ン
ラ
イ
ン
浸
水
防
止
治
具 

 

図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（1／14） 

 

原子炉建屋 T.M.S.L.－8200 

：床ドレンライン浸水防止治具 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（2／14） 

 

設備名称 配置図 

床
ド
レ
ン
ラ
イ
ン
浸
水
防
止
治
具 

 

 

 

 

建屋 浸水防止治具の種類
1 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
2 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
3 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
4 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
5 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
6 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
7 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
8 水圧制御ユニット室、計装ラック、制御棒駆動機構マスターコントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
9 炉心流量(DIV-Ⅲ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅲ)､制御棒駆動機構コントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
10 炉心流量(DIV-Ⅲ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅲ)､制御棒駆動機構コントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
11 炉心流量(DIV-Ⅲ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅲ)､制御棒駆動機構コントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
12 炉心流量(DIV-Ⅲ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅲ)､制御棒駆動機構コントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
13 炉心流量(DIV-Ⅲ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅲ)､制御棒駆動機構コントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
14 炉心流量(DIV-Ⅲ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅲ)､制御棒駆動機構コントロール室 スプリング式治具（外ねじ）
15 サプレッションプール浄化系ポンプ、原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器漏洩試験用ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
16 サプレッションプール浄化系ポンプ、原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器漏洩試験用ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
17 サプレッションプール浄化系ポンプ、原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器漏洩試験用ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
18 サプレッションプール浄化系ポンプ、原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器漏洩試験用ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
19 サプレッションプール浄化系ポンプ、原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器漏洩試験用ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
20 サプレッションプール浄化系ポンプ、原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器漏洩試験用ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
21 サプレッションプール浄化系ポンプ、原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器漏洩試験用ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
22 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
23 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
24 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
25 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
26 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
27 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
28 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
29 水圧制御ユニット室、計装ラック室 スプリング式治具（外ねじ）
30 制御棒駆動機構配管室 スプリング式治具（外ねじ）
31 制御棒駆動機構配管室 スプリング式治具（外ねじ）
32 制御棒駆動機構配管室 スプリング式治具（外ねじ）
33 制御棒駆動機構配管室 スプリング式治具（外ねじ）
34 炉心流量(DIV-Ⅳ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅳ)室 スプリング式治具（外ねじ）
35 炉心流量(DIV-Ⅳ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅳ)室 スプリング式治具（外ねじ）
36 炉心流量(DIV-Ⅳ)計装ラック､スクラム地震計(Ⅳ)室 スプリング式治具（外ねじ）
37 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
38 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
39 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
40 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
41 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
42 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
43 建屋外周エリア 閉止キャップ（外ねじ）
44 建屋外周エリア 閉止キャップ（外ねじ）

設置箇所

原子炉建屋
T.M.S.L.-8200
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（3／14） 

 

タービン建屋 T.M.S.L.－5100 

：床ドレンライン浸水防止治具 
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図 2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（4／14） 
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建屋 浸水防止治具の種類
1 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
2 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
3 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
4 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
5 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
6 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
7 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
8 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
9 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
10 循環水配管，電解鉄イオン供給装置室 閉止栓
11 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
12 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
13 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
14 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
15 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
16 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
17 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
18 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
19 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
20 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
21 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
22 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
23 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
24 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
25 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
26 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
27 タービン建屋補機冷却系熱交換器，ポンプ室 閉止栓
28 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
29 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）
30 建屋外周エリア スプリング式治具（外ねじ）

設置個所

タービン建屋
T.M.S.L.-5100
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（5／14） 

 

浸水防止治具の種類
1 循環水配管メンテナンス室 閉止栓
2 循環水配管メンテナンス室 閉止栓
3 循環水配管メンテナンス室 閉止栓
4 循環水配管メンテナンス室 閉止栓

設置個所

：床ドレンライン浸水防止治具 

タービン建屋 T.M.S.L.－1100 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（6／14） 
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タービン建屋 T.M.S.L.4900 

：床ドレンライン浸水防止治具 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（7／14） 
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建屋 浸水防止治具の種類
1 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
2 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
3 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
4 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
5 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
6 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
7 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
8 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
9 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
10 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
11 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
12 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
13 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
14 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
15 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 スプリング式治具（フランジ）
16 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
17 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
18 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
19 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
20 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
21 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
22 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
23 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
24 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
25 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
26 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
27 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
28 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
29 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
30 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
31 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
32 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
33 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
34 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
35 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
36 原子炉補機冷却系（ ）熱交換器・ポンプ室 閉止栓
37 タービン補機冷却海水系ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
38 タービン補機冷却海水系ポンプ室 閉止栓
39 タービン補機冷却海水系ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
40 タービン補機冷却海水系ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
41 タービン補機冷却海水系ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
42 タービン補機冷却海水系ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
43 タービン補機冷却海水系ポンプ室 フロート式治具（フランジ）
44 タービン補機冷却海水系ポンプ室 フロート式治具（フランジ）

設置個所

タービン建屋
T.M.S.L.4900
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（8／14） 
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：床ドレンライン浸水防止治具 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（9／14） 
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コントロール建屋 T.M.S.L.－2700 

：床ドレンライン浸水防止治具 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（10／14） 
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設備名称 配置図 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（11／14） 

 

 

コントロール建屋 T.M.S.L.＋1000 

：床ドレンライン浸水防止治具 
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設備名称 配置図 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（12／14） 

 

 

建屋 浸水防止治具の種類
1 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（内ねじ）
2 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（内ねじ）
3 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（内ねじ）
4 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（内ねじ）
5 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（外ねじ）
6 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（外ねじ）
7 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（内ねじ）
8 ６号機　Ｃ／Ｂ常用電気品区域送・排風機室 スプリング式治具（内ねじ）
9 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
10 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
11 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
12 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
13 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
14 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
15 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
16 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
17 ６号機　Ｃ／Ｂ計測制御電源盤区域（Ｃ）送風機室 スプリング式治具（内ねじ）
18 ６号機　常用バッテリー（250Ｖ・48Ｖ）室 閉止キャップ（内ねじ）

設置個所

コントロール建屋
T.M.S.L.1000
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（13／14） 

 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.－6100 

浸水防止治具の種類
1 建屋外周エリア
2 建屋外周エリア
3 建屋外周エリア
4 建屋外周エリア
5 建屋外周エリア

スプリング式治具（外ねじ）

設置個所

：床ドレンライン浸水防止治具 
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図2.9.5 床ドレンライン浸水防止治具の設置位置図（14／14） 

 

廃棄物処理建屋 T.M.S.L.＋6500 

：床ドレンライン浸水防止治具 

浸水防止治具の種類
1 建屋外周エリア
2 建屋外周エリア

スプリング式治具（内ねじ）

設置個所
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1. 概要 

本補足説明資料は，津波監視設備のうち津波監視カメラの耐震計算の詳細について説明するも

のである。 

津波監視設備のうち津波監視カメラの耐震計算の詳細についての説明は，令和2年10月14日付

け原規規発第2010147号にて認可された柏崎刈羽原子力発電所第７号機の設計及び工事の計画の

説明資料「浸水防護施設の耐震性に関する説明書の補足説明資料（KK7補足-028 資料8）」のうち

「2.10 津波監視カメラに関する補足説明」による。 
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2.11 加振試験の条件について 
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 2.11 加振試験の条件について 

  (1) 概要 

本資料は，津波に関連する浸水防止設備の床ドレンライン浸水防止治具，津波監視設備の

津波監視カメラ及び取水槽水位計について，加振試験により止水性の機能又は電気的機能

の機能維持を確認した内容について説明するものである。 

 

  (2) 判定基準の設定 

床ドレンライン浸水防止治具のように止水性の機能維持が必要とされる設備については，

地震時の応答加速度が，漏えい試験によって止水性の機能維持を確認した機能確認済加速度

以下であることを確認する。 

津波監視設備の津波監視カメラ及び取水槽水位計のように電気的機能維持が要求される

電気計装設備の機能維持については，原則として地震時の応答速度が各々の器具等に対する

加振試験により得られた加速度以下であることを確認する。 

 

  (3) 試験結果 

    判定基準を満足していることを確認した。機能確認済加速度は以下を参照。 

   ・床ドレンライン浸水防止治具・・・本補足説明資料 2.9章「床ドレンライン浸水防止治

具を構成する各部材の評価及び機能維持の確認方針について」 

   ・津波監視カメラ・・・工事計画に係る説明資料（機器・配管系の耐震性についての計算書） 

    資料 7「加振試験について」 

   ・取水槽水位計・・・・工事計画に係る説明資料（機器・配管系の耐震性についての計算書） 

    資料 7「加振試験について」 
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2.12 水密扉の設計に関する補足説明 
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1. 耐震評価 

Ⅵ-2-10-2-3-1「水密扉の耐震性についての計算書」における検討対象水密扉について，以下に

耐震評価に必要な入力値と耐震評価結果を示す。 

 

1.1 入力値 

 

 

 

 

  

RB-B3F-1 RB-B3F-2 RB-B3F-3 RB-B3F-4 RB-B3F-5

Ｇ kN 扉重量 11.8 6.64 6.09 6.09 6.64

ｋＨ - 水平震度 0.849 0.849 0.849 0.849 0.849

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.837 0.837 0.837 0.837 0.837

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 517.5 580 730 730 580

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1516 1776 1776 1776 1776

Ｗ１ kN スラスト荷重 21.7 12.2 11.2 11.2 12.2

Ｆ１ kN 転倒力 12.5 6.81 7.19 7.19 6.81

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 190 220 220 220 220

σ N/mm
2 曲げ応力度 72.4 63.2 58.0 58.0 63.2

τ N/mm2 せん断応力度 6.65 5.72 5.25 5.25 5.72

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 35.5 31 31 31 31

σ N/mm2 曲げ応力度 106 139 146 146 139

τ N/mm
2 せん断応力度 17.4 18.6 19.6 19.6 18.6

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 8 4 4 4 4

τ N/mm2 せん断応力度 26.7 55.4 52.7 52.7 55.4

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 4 2 2 2 2

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 90 40 40 40 40

σ N/mm2 曲げ応力度 18.6 9.27 8.53 8.53 9.27

τ N/mm2 せん断応力度 1.71 1.92 1.77 1.77 1.92

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 63 88 88 88 88

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 50.5 79.2 72.7 72.7 79.2

τ N/mm2 せん断応力度 5.36 5.99 5.53 5.53 5.99

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 2 2 2

σｔ N/mm
2 引張応力度 6.27 7.02 6.47 6.47 7.02

ｗａ kN 扉枠の重量 17.7 3.05 3.24 3.24 3.05

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 6 6 6 6 6

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 5.44 2.49 2.63 2.63 2.49

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 5.44 2.49 2.63 2.63 2.49

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 14.9 82.9 82.9 82.9 82.9

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 40.2 16.6 16.6 16.6 16.6

アンカーボルト

対象部位

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

ヒ
ン
ジ

共通

定義記号 単位
水密扉No.
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資料 8－2.12－2 

 

 

 

 

 

 

  

RB-B3F-6 RB-B3F-7 RB-B3F-8 RB-B3F-9 RB-B3F-10

Ｇ kN 扉重量 5.40 5.40 6.69 6.69 6.69

ｋＨ - 水平震度 0.849 0.849 0.849 0.849 0.849

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.837 0.837 0.837 0.837 0.837

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 580 580 580 580 580

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1776 1776 1776 1776 1776

Ｗ１ kN スラスト荷重 9.92 9.92 12.3 12.3 12.3

Ｆ１ kN 転倒力 5.54 5.54 6.86 6.86 6.86

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 220 220 220 220 220

σ N/mm
2 曲げ応力度 51.5 51.5 63.7 63.7 63.7

τ N/mm2 せん断応力度 4.65 4.65 5.77 5.77 5.77

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 31 31 31 31 31

σ N/mm2 曲げ応力度 113 113 140 140 140

τ N/mm
2 せん断応力度 15.1 15.1 18.7 18.7 18.7

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 4 4 4 4 4

τ N/mm2 せん断応力度 45.1 45.1 55.9 55.9 55.9

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 2 2 2 2 2

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 40 40 40 40 40

σ N/mm2 曲げ応力度 7.55 7.55 9.35 9.35 9.35

τ N/mm2 せん断応力度 1.57 1.57 1.94 1.94 1.94

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 88 88 88 88 88

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 64.5 64.5 79.7 79.7 79.7

τ N/mm2 せん断応力度 4.89 4.89 6.03 6.03 6.03

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 2 2 2

σｔ N/mm2 引張応力度 5.73 5.73 7.07 7.07 7.07

ｗａ kN 扉枠の重量 3.05 3.05 3.05 3.05 3.05

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 6 6 6 6 6

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 2.07 2.07 2.51 2.51 2.51

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 2.07 2.07 2.51 2.51 2.51

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 82.9 82.9 82.9 82.9 82.9

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 16.6 16.6 16.6 16.6 16.6

水密扉No.
記号 単位 定義対象部位

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

アンカーボルト

共通

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

362



資料 8－2.12－3 

 

 

 

 

 

  

RB-B3F-11 RB-B2F-1 RB-1F-2 RB-1F-3 RB-2F-1

Ｇ kN 扉重量 6.69 15.85 70.96 104.56 6.87

ｋＨ - 水平震度 0.849 0.849 0.94 0.935 1.01

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.837 0.839 0.907 0.907 0.935

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 580 812.5 1960 2160 517.5

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1776 1355 3076 2985 1516

Ｗ１ kN スラスト荷重 12.3 29.2 136 200 13.3

Ｆ１ kN 転倒力 6.86 24.3 120 194 8.01

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 220 210 600 600 190

σ N/mm
2 曲げ応力度 63.7 53.9 37.5 82.8 44.4

τ N/mm2 せん断応力度 5.77 5.43 3.89 8.58 4.08

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 31 41 30 32 17.75

σ N/mm
2 曲げ応力度 140 47.1 50.4 86.9 34.1

τ N/mm
2 せん断応力度 18.7 11.5 25.2 40.7 11.2

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 4 8 8 6 8

τ N/mm
2 せん断応力度 55.9 18.0 72.1 111 16.6

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 2 4 12 12 4

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 40 105 97 77.5 90

σ N/mm
2 曲げ応力度 9.35 29.1 25.4 29.9 12.9

τ N/mm
2 せん断応力度 1.94 2.30 2.62 3.86 1.19

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 88 63 98 - 58

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 79.7 67.7 131 - 32.3

τ N/mm2 せん断応力度 6.03 7.18 9.72 - 3.7

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 4 - 2

σｔ N/mm2 引張応力度 7.07 8.41 12.4 - 4.33

ｗａ kN 扉枠の重量 3.05 11.8 75.6 104 5.89

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 6 10 21 25 7

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 2.51 5.38 13.2 17.6 2.72

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 2.51 5.38 13.2 17.6 2.72

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 82.9 45.0 28.7 49.5 34.0

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 16.6 21.1 29.8 22.3 7.00

水密扉No.

締
付
装
置
部

締付装置
受けボルト

対象部位 記号 単位 定義

締付装置

アンカーボルト

共通

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

締付装置
受けピン

363



資料 8－2.12－4 

 

 

 

 

 

  

TB-B2F-1 TB-B2F-2 TB-B2F-3 TB-B2F-4 TB-B2F-5

Ｇ kN 扉重量 11.8 7.47 5.69 8.83 19.7

ｋＨ - 水平震度 0.82 0.82 0.82 0.82 0.82

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.745 0.745 0.745 0.745 0.745

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 555 457.5 580 502.5 997.5

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1425 1674 1760 1687 1612

Ｗ１ kN スラスト荷重 20.6 13.1 9.93 15.5 34.4

Ｆ１ kN 転倒力 12.9 6.65 5.61 8.24 29.4

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 190 245 250 190 210

σ N/mm
2 曲げ応力度 68.7 45.7 66.4 51.7 63.5

τ N/mm2 せん断応力度 6.31 3.5 4.97 4.75 6.40

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 35.25 29.5 15 40.5 46

σ N/mm
2 曲げ応力度 109 31.4 55.1 79.6 64.2

τ N/mm
2 せん断応力度 17.9 7.1 15.3 11.5 14.0

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 8 4 4 4 4

τ N/mm
2 せん断応力度 25.9 31.3 45.3 37.3 43.1

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 8 4 2 4 4

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 97 52.5 31.3 94 94

σ N/mm
2 曲げ応力度 9.68 3.82 6.01 14.1 31.2

τ N/mm
2 せん断応力度 0.824 0.729 1.6 1.24 2.75

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 58 112 88 78 78

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - 48 - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 2.81 2.19 65.7 45.3 101

τ N/mm2 せん断応力度 0.646 0.822 4.97 3.87 8.58

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 4 2 2 2

σｔ N/mm2 引張応力度 1.93 1.23 5.83 4.53 10.1

ｗａ kN 扉枠の重量 8.05 4.42 3.05 8.83 9.81

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 12 11 8 24 20

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 2.44 1.38 1.56 0.842 3.15

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 2.44 1.38 1.56 0.842 3.15

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 41.2 34.4 82.9 21.2 35.7

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 31.8 25.7 16.6 13.1 35.2

水密扉No.
対象部位 記号 単位 定義

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

アンカーボルト

共通

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト
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TB-B2F-6 TB-B2F-7 TB-MB2F-1 TB-MB2F-2 TB-MB2F-3

Ｇ kN 扉重量 9.81 9.81 11.8 11.8 32.4

ｋＨ - 水平震度 0.82 0.82 0.881 0.881 0.881

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.745 0.745 0.748 0.748 0.748

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 517.5 517.5 555 527.5 1047.5

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1336 1336 1425 1325 1661

Ｗ１ kN スラスト荷重 17.2 17.2 20.7 20.7 56.7

Ｆ１ kN 転倒力 10.7 10.7 13.3 13.5 50.1

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 190 190 190 190 315

σ N/mm
2 曲げ応力度 57.3 57.3 69.1 69.1 62.2

τ N/mm2 せん断応力度 5.27 5.27 6.34 6.34 5.91

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 35.5 35.5 35.25 35.25 51.75

σ N/mm
2 曲げ応力度 90.5 90.5 112 114 62.9

τ N/mm
2 せん断応力度 14.9 14.9 18.5 18.8 15.2

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 8 8 8 8 8

τ N/mm
2 せん断応力度 21.6 21.6 26.2 26.3 22.5

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 6 6 8 8 10

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 91 91 97 97 111

σ N/mm
2 曲げ応力度 5.81 5.81 10.5 10.5 11.9

τ N/mm
2 せん断応力度 0.639 0.639 0.885 0.885 1.16

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 72 72 58 58 77

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 15.9 15.9 3.01 3.01 4.52

τ N/mm2 せん断応力度 1.84 1.84 0.694 0.694 0.973

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 2 2 2

σｔ N/mm2 引張応力度 2.15 2.15 2.08 2.08 3.77

ｗａ kN 扉枠の重量 8.83 8.83 9.03 8.14 19.2

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 11 11 14 20 22

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 2.30 2.30 2.19 1.53 4.95

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 2.30 2.30 2.19 1.53 4.95

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 47.8 47.8 28.9 23.9 36.8

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 25.7 25.7 32.0 17.1 37.9

締付装置
受けボルト

共通

対象部位 記号 単位

締付装置
受けピン

水密扉No.

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

締
付
装
置
部

締付装置

アンカーボルト

定義
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TB-MB2F-4 TB-MB2F-5 TB-MB2F-6 TB-B1F-3 TB-B1F-4

Ｇ kN 扉重量 11.8 10.3 10.3 5.40 11.8

ｋＨ - 水平震度 0.881 0.881 0.881 1.13 1.13

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.748 0.748 0.748 0.801 0.801

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 695 517.5 517.5 580 555

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1318 1336 1336 1660 1425

Ｗ１ kN スラスト荷重 20.7 18.1 18.1 9.73 21.3

Ｆ１ kN 転倒力 16.2 11.6 11.6 6.46 15.0

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 210 190 190 250 190

σ N/mm
2 曲げ応力度 38.2 60.3 60.3 65.1 71.0

τ N/mm2 せん断応力度 3.85 5.55 5.55 4.87 6.53

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 41.75 35.5 35.5 15 35.25

σ N/mm
2 曲げ応力度 32.0 98.1 98.1 63.4 126

τ N/mm
2 せん断応力度 7.66 16.1 16.1 17.6 20.8

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 8 8 8 4 8

τ N/mm
2 せん断応力度 12.5 22.9 22.9 46.2 27.7

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 4 6 6 2 8

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 95 91 91 31.3 97

σ N/mm
2 曲げ応力度 20.3 6.56 6.56 7.86 13.3

τ N/mm
2 せん断応力度 1.77 0.719 0.719 2.09 1.14

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 78 72 72 88 58

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 64.6 18.0 18.0 85.9 3.87

τ N/mm2 せん断応力度 5.53 2.07 2.07 6.50 0.891

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 2 2 2

σｔ N/mm2 引張応力度 6.47 2.43 2.43 7.62 2.66

ｗａ kN 扉枠の重量 8.83 9.32 9.32 3.05 7.56

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 12 11 11 6 8

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 3.04 2.50 2.50 2.45 4.30

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 3.04 2.50 2.50 2.45 4.30

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 40.0 47.8 47.8 82.9 36.1

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 40.2 25.7 25.7 16.6 40.2

共通

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

水密扉No.
対象部位 記号 単位 定義
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締付装置

締付装置
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アンカーボルト
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TB-B1F-6 TB-B1F-7 TB-1F-1 TB-1F-2 TB-1F-3

Ｇ kN 扉重量 11.8 6.59 50.52 7.43 11.8

ｋＨ - 水平震度 1.13 1.13 1.46 1.46 1.46

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.801 0.801 0.851 0.851 0.851

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 555 580 1380 502.5 555

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1425 1660 2028 1607 1425

Ｗ１ kN スラスト荷重 21.3 11.9 93.6 13.8 21.9

Ｆ１ kN 転倒力 15.0 7.89 101 9.74 17.2

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 190 250 315 190 190

σ N/mm
2 曲げ応力度 71.0 79.5 103 46.1 73.1

τ N/mm2 せん断応力度 6.53 5.95 9.75 4.23 6.71

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 35.25 15 43.5 40.5 35.25

σ N/mm
2 曲げ応力度 126 77.8 107 94.1 145

τ N/mm
2 せん断応力度 20.8 21.5 30.6 13.5 23.9

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 8 4 4 4 8

τ N/mm
2 せん断応力度 21.7 56.5 82.0 36.0 23.2

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 8 2 4 4 8

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 97 31.3 43 94 97.5

σ N/mm
2 曲げ応力度 13.3 9.6 65.3 21 17.3

τ N/mm
2 せん断応力度 1.14 2.54 12.6 1.86 1.47

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 58 88 - 78 58

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 5.79 105 - 67.7 7.48

τ N/mm2 せん断応力度 1.16 7.95 - 5.78 1.50

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 - 2 2

σｔ N/mm2 引張応力度 2.66 9.31 - 6.77 3.44

ｗａ kN 扉枠の重量 9.32 3.05 42.2 - 7.56

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 10 6 30 0 6

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 3.54 2.92 7.80 - 6.67

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 3.54 2.92 7.80 - 6.67

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 54.5 82.9 37.4 - 54.5

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 40.2 16.6 10.3 - 40.2

単位 定義

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

水密扉No.
対象部位 記号

アンカーボルト

共通

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

締
付
装
置
部

締付装置
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TB-1F-4 TB-1F-5 TB-1F-6 TB-1F-7 CB-B2F-1

Ｇ kN 扉重量 11.8 24.6 12.8 41.2 7.36

ｋＨ - 水平震度 1.46 1.46 1.46 1.46 1.12

ｋＵＤ - 鉛直震度 0.851 0.851 0.851 0.851 0.836

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 555 1270 745 1407.5 547.5

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1425 1308 1168 2001 1780

Ｗ１ kN スラスト荷重 21.9 45.6 23.7 76.3 13.6

Ｆ１ kN 転倒力 17.2 62.3 24.5 83.8 8.31

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 190 250 210 315 235

σ N/mm
2 曲げ応力度 73.1 39.6 43.7 83.7 75.2

τ N/mm2 せん断応力度 6.71 4.75 4.41 7.95 6.38

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 35.25 48.5 41.75 51.75 25

σ N/mm
2 曲げ応力度 145 73.2 48.6 105 136

τ N/mm
2 せん断応力度 23.9 18.9 11.6 25.4 22.7

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 8 4 8 8 4

τ N/mm
2 せん断応力度 23.2 46.2 16.2 26.9 33.9

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 8 4 4 8 2

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 97 17.5 95 98 41

σ N/mm
2 曲げ応力度 17.3 3.15 36.5 60.5 27.1

τ N/mm
2 せん断応力度 1.47 2.39 3.19 5.12 4.41

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 58 - 78 58 75

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - 30 - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 5.00 - 38.8 141 194

τ N/mm2 せん断応力度 1.16 - 9.94 16.0 13.8

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 - 2 2 2

σｔ N/mm2 引張応力度 3.44 - 11.7 18.8 10.3

ｗａ kN 扉枠の重量 8.54 12.8 - 18.3 2.95

ｎ３ 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 10 10 0 10 4

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 4.08 13.4 - 18.1 4.57

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 4.08 13.4 - 18.1 4.57

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 40.1 40.8 - 39.9 34.1

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 16.6 18.4 - 22.3 25.8

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

締
付
装
置
部

水密扉No.

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

対象部位 記号 単位 定義

共通

アンカーボルト
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CB-1F-1 Y-1 Y-2

Ｇ kN 扉重量 5.70 10.8 12.7

ｋＨ - 水平震度 1.37 2.48 1.6

ｋＶ - 鉛直震度 0.927 0.907 1.000

Ｌ１ mm 扉重心とヒンジ芯間距離 410 740 732

Ｌ２ mm ヒンジ芯間距離 1555 1550 1382

Ｗ１ kN スラスト荷重 11 20.6 25.5

Ｆ１ kN 転倒力 6.81 23.3 23.7

Ｌ３ mm ヒンジ板の2軸間距離 235 105 250

σ N/mm
2 曲げ応力度 60.8 18.0 66.5

τ N/mm2 せん断応力度 5.16 3.82 7.97

Ｌ４ mm ヒンジ板と受板間距離 25 5 25

σ N/mm
2 曲げ応力度 112 27.9 70.8

τ N/mm
2 せん断応力度 18.6 32.3 16.5

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 4 8 8

τ N/mm2 せん断応力度 27.6 61.6 37.8

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 2 6 2

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 41 30 35

σ N/mm2 曲げ応力度 25.7 32.2 135

τ N/mm2 せん断応力度 4.18 6.20 19.30

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 75 - 51

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 11.7 - 167

τ N/mm2 せん断応力度 2.10 - 21.7

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 - 4

σｔ N/mm2 引張応力度 9.76 - 135

ｗａ kN 扉枠の重量 2.46 17.7 9.7

ｎ3 本 ヒンジ側アンカーボルトの本数 6 30 6

Ｔｄ kN アンカーボルト1本当りの引張力 2.56 2.29 9.20

Ｑｄ kN アンカーボルト1本当りのせん断力 2.56 2.29 9.20

Ｔａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容引張力 34.1 23.7 51.5

Ｑａ kN アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力 25.8 21.4 29.6

水密扉No.
対象部位 記号 単位 定義

共通

ヒ
ン
ジ

ヒンジ板

ヒンジ
ピン

ヒンジ
ボルト

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

アンカーボルト

369



資料 8－2.12－10 

1.2 耐震評価結果 

 

 

注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊３：各評価対象部位の最大値を示す。 

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 73.4 215 0.35

ヒンジピン 111 686 0.17

ヒンジボルト 26.7 375 0.08

締付装置 18.9 205 0.10

締付装置受けピン 51.4 345 0.15

締付装置受けボルト 6.27 235 0.03

5.44 14.9 0.37

ヒンジ板 64.0 235 0.28

ヒンジピン 143 345 0.42

ヒンジボルト 55.4 375 0.15

締付装置 9.85 205 0.05

締付装置受けピン 79.9 345 0.24

締付装置受けボルト 7.02 235 0.03

2.49 16.6 0.15

ヒンジ板 58.8 235 0.26

ヒンジピン 150 345 0.44

ヒンジボルト 52.7 375 0.15

締付装置 9.07 205 0.05

締付装置受けピン 73.4 345 0.22

締付装置受けボルト 6.47 235 0.03

2.63 16.6 0.16

ヒンジ板 58.8 235 0.26

ヒンジピン 150 345 0.44

ヒンジボルト 52.7 375 0.15

締付装置 9.07 205 0.05

締付装置受けピン 73.4 345 0.22

締付装置受けボルト 6.47 235 0.03

2.63 16.6 0.16

ヒンジ板 64.0 235 0.28

ヒンジピン 143 345 0.42

ヒンジボルト 55.4 375 0.15

締付装置 9.85 205 0.05

締付装置受けピン 79.9 345 0.24

締付装置受けボルト 7.02 235 0.03

2.49 16.6 0.15

RB-B3F-1

締付装置部

アンカーボルト

ヒンジ

水密扉No. 評価対象部材

アンカーボルト

RB-B3F-3

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-2

ヒンジ

締付装置部

RB-B3F-4

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-5

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

発生応力度/
許容限界値

許容限界値
発生応力度
又は応力

＊3 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

  

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 52.2 235 0.23

ヒンジピン 116 345 0.34

ヒンジボルト 45.1 375 0.13

締付装置 8.03 205 0.04

締付装置受けピン 65.1 345 0.19

締付装置受けボルト 5.73 235 0.03

2.07 16.6 0.13

ヒンジ板 52.2 235 0.23

ヒンジピン 116 345 0.34

ヒンジボルト 45.1 375 0.13

締付装置 8.03 205 0.04

締付装置受けピン 65.1 345 0.19

締付装置受けボルト 5.73 235 0.03

2.07 16.6 0.13

ヒンジ板 64.5 235 0.28

ヒンジピン 144 345 0.42

ヒンジボルト 55.9 375 0.15

締付装置 9.94 205 0.05

締付装置受けピン 80.4 345 0.24

締付装置受けボルト 7.07 235 0.04

2.51 16.6 0.16

ヒンジ板 64.5 235 0.28

ヒンジピン 144 345 0.42

ヒンジボルト 55.9 375 0.15

締付装置 9.94 205 0.05

締付装置受けピン 80.4 345 0.24

締付装置受けボルト 7.07 235 0.04

2.51 16.6 0.16

ヒンジ板 64.5 235 0.28

ヒンジピン 144 345 0.42

ヒンジボルト 55.9 375 0.15

締付装置 9.94 205 0.05

締付装置受けピン 80.4 345 0.24

締付装置受けボルト 7.07 235 0.04

2.51 16.6 0.16アンカーボルト

RB-B3F-8

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-6

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-9

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-10

ヒンジ

締付装置部

RB-B3F-7

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊３：各評価対象部位の最大値を示す。  

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 64.5 235 0.28

ヒンジピン 144 345 0.42

ヒンジボルト 55.9 375 0.15

締付装置 9.94 205 0.05

締付装置受けピン 80.4 345 0.24

締付装置受けボルト 7.07 235 0.04

2.51 16.6 0.16

ヒンジ板 54.8 235 0.24

ヒンジピン 51.2 686 0.08

ヒンジボルト 18.0 375 0.05

締付装置 29.4 205 0.15

締付装置受けピン 68.9 345 0.20

締付装置受けボルト 8.41 205 0.05

5.38 21.1 0.26

ヒンジ板 38.2 205 0.19

ヒンジピン 66.7 345 0.20

ヒンジボルト 72.1 375 0.20

締付装置 25.9 205 0.13

締付装置受けピン 133 205 0.65

締付装置受けボルト 12.4 205 0.07

13.2 29.8 0.46

ヒンジ板 84.2 205 0.42

ヒンジピン 112 345 0.33

ヒンジボルト 111 375 0.30

締付装置 30.7 205 0.15

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

17.6 22.3 0.79

ヒンジ板 45.0 215 0.21

ヒンジピン 39.3 686 0.06

ヒンジボルト 16.6 375 0.05

締付装置 13.1 205 0.07

締付装置受けピン 33.0 345 0.10

締付装置受けボルト 4.33 235 0.02

2.72 7.00 0.39

RB-1F-3

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

RB-B2F-1

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

RB-1F-2

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No.

アンカーボルト

RB-2F-1

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

評価対象部材

RB-B3F-11

ヒンジ

締付装置部

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

  

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 69.6 215 0.33

ヒンジピン 114 686 0.17

ヒンジボルト 25.9 375 0.07

締付装置 9.79 686 0.02

締付装置受けピン 3.03 686 0.01

締付装置受けボルト 1.93 235 0.01

2.44 31.8 0.08

ヒンジ板 46.2 215 0.22

ヒンジピン 33.8 205 0.17

ヒンジボルト 31.3 135 0.24

締付装置 4.03 390 0.02

締付装置受けピン 2.62 205 0.02

締付装置受けボルト 1.23 235 0.01

1.38 25.7 0.06

ヒンジ板 67.0 235 0.29

ヒンジピン 61.2 345 0.18

ヒンジボルト 45.3 375 0.13

締付装置 6.62 205 0.04

締付装置受けピン 66.3 345 0.20

締付装置受けボルト 5.83 235 0.03

1.56 16.6 0.10

ヒンジ板 52.4 215 0.25

ヒンジピン 82.1 686 0.12

ヒンジボルト 37.3 375 0.10

締付装置 14.3 205 0.07

締付装置受けピン 45.8 345 0.14

締付装置受けボルト 4.53 235 0.02

0.842 13.1 0.07

ヒンジ板 64.5 215 0.30

ヒンジピン 68.7 686 0.11

ヒンジボルト 43.1 375 0.12

締付装置 31.6 205 0.16

締付装置受けピン 103 345 0.30

締付装置受けボルト 10.1 235 0.05

3.15 35.2 0.09

評価対象部材

TB-B2F-1

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No.

TB-B2F-2

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-3

締付装置部

アンカーボルト

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-4

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-5

ヒンジ

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

    

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 58.1 215 0.28

ヒンジピン 94.2 686 0.14

ヒンジボルト 21.6 375 0.06

締付装置 5.92 205 0.03

締付装置受けピン 16.3 686 0.03

締付装置受けボルト 2.15 235 0.01

2.30 25.7 0.09

ヒンジ板 58.1 235 0.25

ヒンジピン 94.2 686 0.14

ヒンジボルト 21.6 375 0.06

締付装置 5.92 205 0.03

締付装置受けピン 16.3 686 0.03

締付装置受けボルト 2.15 235 0.01

2.30 25.7 0.09

ヒンジ板 70.0 215 0.33

ヒンジピン 117 686 0.18

ヒンジボルト 26.2 375 0.07

締付装置 10.7 686 0.02

締付装置受けピン 3.25 686 0.01

締付装置受けボルト 2.08 235 0.01

2.19 28.9 0.08

ヒンジ板 70.0 215 0.33

ヒンジピン 119 686 0.18

ヒンジボルト 26.3 375 0.08

締付装置 10.7 686 0.02

締付装置受けピン 3.25 686 0.01

締付装置受けボルト 2.08 235 0.01

1.53 17.1 0.09

ヒンジ板 63.1 205 0.31

ヒンジピン 68.2 686 0.10

ヒンジボルト 22.5 375 0.06

締付装置 12.1 686 0.02

締付装置受けピン 4.83 686 0.01

締付装置受けボルト 3.77 235 0.02

4.95 36.8 0.14

TB-B2F-6

ヒンジ

TB-MB2F-1

ヒンジ

TB-B2F-7

締付装置部

アンカーボルト

ヒンジ

TB-MB2F-2

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-3

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

締付装置部

アンカーボルト

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

  

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 38.8 215 0.19

ヒンジピン 34.7 686 0.06

ヒンジボルト 12.5 375 0.04

締付装置 20.6 205 0.11

締付装置受けピン 65.4 345 0.19

締付装置受けボルト 6.47 235 0.03

3.04 40.0 0.08

ヒンジ板 61.1 215 0.29

ヒンジピン 102 686 0.15

ヒンジボルト 22.9 375 0.07

締付装置 6.68 205 0.04

締付装置受けピン 18.4 686 0.03

締付装置受けボルト 2.43 235 0.02

2.50 25.7 0.10

ヒンジ板 61.1 215 0.29

ヒンジピン 102 686 0.15

ヒンジボルト 22.9 375 0.07

締付装置 6.68 205 0.04

締付装置受けピン 18.4 686 0.03

締付装置受けボルト 2.43 235 0.02

2.50 25.7 0.10

ヒンジ板 65.7 215 0.31

ヒンジピン 70.4 345 0.21

ヒンジボルト 46.2 375 0.13

締付装置 8.66 205 0.05

締付装置受けピン 86.7 345 0.26

締付装置受けボルト 7.62 235 0.04

2.45 16.6 0.15

ヒンジ板 71.9 215 0.34

ヒンジピン 132 686 0.20

ヒンジボルト 27.7 375 0.08

締付装置 13.5 686 0.02

締付装置受けピン 4.17 686 0.01

締付装置受けボルト 2.66 235 0.02

4.30 36.1 0.12

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-3

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-4

ヒンジ

アンカーボルト

TB-MB2F-6

ヒンジ

締付装置部

TB-MB2F-4

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-5

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊３：各評価対象部位の最大値を示す。  

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 71.9 215 0.34

ヒンジピン 132 686 0.20

ヒンジボルト 21.7 375 0.06

締付装置 13.5 686 0.02

締付装置受けピン 6.13 686 0.01

締付装置受けボルト 2.66 235 0.02

3.54 40.2 0.09

ヒンジ板 80.2 235 0.35

ヒンジピン 86.3 345 0.26

ヒンジボルト 56.5 375 0.16

締付装置 10.6 205 0.06

締付装置受けピン 106 345 0.31

締付装置受けボルト 9.31 235 0.04

2.92 16.6 0.18

ヒンジ板 105 205 0.52

ヒンジピン 120 686 0.18

ヒンジボルト 82.0 375 0.22

締付装置 68.9 205 0.34

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

7.80 10.3 0.76

ヒンジ板 46.7 215 0.22

ヒンジピン 97.0 686 0.15

ヒンジボルト 36.0 375 0.10

締付装置 21.3 205 0.11

締付装置受けピン 68.5 345 0.20

締付装置受けボルト 6.77 651 0.02

- - -

ヒンジ板 74.1 215 0.35

ヒンジピン 151 686 0.23

ヒンジボルト 23.2 375 0.07

締付装置 17.5 205 0.09

締付装置受けピン 7.92 686 0.02

締付装置受けボルト 3.44 235 0.02

6.67 40.2 0.17アンカーボルト

TB-1F-1

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-7

ヒンジ

締付装置部

水密扉No. 評価対象部材

TB-1F-2

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

TB-1F-3

ヒンジ

アンカーボルト

発生応力度
又は応力

TB-B1F-6

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

締付装置部

＊3 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

  

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 74.1 215 0.35

ヒンジピン 151 686 0.23

ヒンジボルト 23.2 375 0.07

締付装置 17.5 686 0.03

締付装置受けピン 5.39 686 0.01

締付装置受けボルト 3.44 235 0.02

4.08 16.6 0.25

ヒンジ板 40.5 205 0.20

ヒンジピン 80.2 686 0.12

ヒンジボルト 46.2 375 0.13

締付装置 5.21 205 0.03

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

13.4 18.4 0.73

ヒンジ板 44.4 215 0.21

ヒンジピン 52.6 686 0.08

ヒンジボルト 16.2 375 0.05

締付装置 37.0 205 0.19

締付装置受けピン 42.5 345 0.13

締付装置受けボルト 11.7 651 0.02

- - -

ヒンジ板 84.9 205 0.42

ヒンジピン 114 686 0.17

ヒンジボルト 26.9 375 0.08

締付装置 61.2 205 0.30

締付装置受けピン 144 686 0.21

締付装置受けボルト 18.8 235 0.08

18.1 22.3 0.82

ヒンジ板 76.1 235 0.33

ヒンジピン 142 345 0.42

ヒンジボルト 33.9 375 0.10

締付装置 28.2 205 0.14

締付装置受けピン 196 205 0.96

締付装置受けボルト 10.3 651 0.02

4.57 25.8 0.18

TB-1F-5

ヒンジ

締付装置部

TB-1F-4

ヒンジ

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

TB-1F-7

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

TB-1F-6

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

アンカーボルト

締付装置部

CB-B2F-1

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

アンカーボルト

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊3 

＊3 
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注記＊１：組合せ荷重を記載。 

＊２：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊３：各評価対象部位の最大値を示す。 

 

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

ヒンジ板 61.5 235 0.27

ヒンジピン 117 345 0.34

ヒンジボルト 27.6 375 0.08

締付装置 26.8 205 0.14

締付装置受けピン 12.3 205 0.06

締付装置受けボルト 9.76 651 0.02

2.56 25.8 0.10

ヒンジ板 19.2 205 0.10

ヒンジピン 62.6 205 0.31

ヒンジボルト 61.6 118 0.53

締付装置 34.0 205 0.17

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

2.29 21.4 0.11

ヒンジ板 68.0 235 0.29

ヒンジピン 76.4 205 0.38

ヒンジボルト 37.8 118 0.33

締付装置 140 205 0.69

締付装置受けピン 172 235 0.74

締付装置受けボルト 135 205 0.66

9.20 29.6 0.32

Y-1

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

CB-1F-1

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

Y-2

ヒンジ

締付装置部

アンカーボルト

＊3 

 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊1 

＊1 

＊1 

＊2 

＊3 

 

＊3 
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2. 強度評価 

Ⅵ-3-別添3-1-5「水密扉の強度計算書」における検討対象水密扉について，以下に強度評価に

必要な入力値と強度評価結果を示す。 

 

2.1 入力値 

 

 

 

 

  

TB-B2F-1 TB-B2F-2 TB-B2F-3 TB-B2F-4 TB-B2F-5

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 19200 19800 19800 20100 20100

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 250 452 350 250 300

Ｈ mm 浸水深さ 19200 19800 19800 20100 20100

β - 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 1 1 1 1 1

αＨ - 余震震度（水平方向） 0.412 0.412 0.412 0.412 0.412

ｔ mm 扉板の厚さ 12 12 9 12 12

ρＳ t/m
3 扉板の密度 7.85 7.85 7.85 7.85 7.85

ＷＤ kN 扉重量 11.8 7.47 5.69 8.83 19.7

Ｚ１ mm3/m 扉板の断面係数 2.400×104 2.400×104 1.350×104 2.400×104 2.400×104

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 194 200 200 204 204

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 250 452 500 250 300

Ｌ mm 芯材の支持スパン 960 995 1060 855 1805

Ｚ２ mm
3 芯材の断面係数 6.330×10

4
1.530×10

5
1.530×10

5
3.560×10

4
2.130×10

5

Ａｓ mm2 芯材のせん断断面積 3.800×103 1.113×103 1.113×103 2.850×103 6.400×103

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - 4 - - -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - 52.5 - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - 295 - - -

τ N/mm
2 せん断応力度 - 56.3 - - -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - 112 - - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - 48 - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - 169 - - -

τ N/mm
2 せん断応力度 - 63.5 - - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - 4 - - -

σｔ N/mm
2 引張応力度 - 95.0 - - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2155 2100 - 2130 2200

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1150 1000 - 1035 2000

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 12 4 - 14 20

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 12 4 - 14 20

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 - 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 - 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 7 - 10 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 7 - 10 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

31.8 25.7 - 13.1 35.2

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

31.8 25.7 - 13.1 35.2

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- 34.4 - 21.2 -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- 34.4 - 21.2 -

ｎ 本

アンカー
ボルト

Ｑａ

Ｔａ

kN/本

kN/本

定義

締
付
装
置
部

締付装置
受けボルト

締付装置
受けピン

締付装置

扉板

芯材

対象部位 記号
水密扉No.

共通

単位
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TB-B2F-6 TB-B2F-7 TB-MB2F-1 TB-MB2F-2 TB-MB2F-3

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 19800 19800 16100 16100 16100

ρo t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 900 900 250 250 250

Ｈ mm 浸水深さ 19800 19800 16100 16100 16100

β - 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 1 1 1 1 1

αＨ - 余震震度（水平方向） 0.412 0.412 0.468 0.468 0.468

ｔ mm 扉板の厚さ 45 45 12 12 12

ρｓ t/m
3 扉板の密度 7.85 7.85 7.85 7.85 7.85

Ｇ kN 扉重量 9.81 9.81 11.8 11.8 32.4

Ｚ１ mm
3
/m 扉板の断面係数 3.370×10

5
3.370×10

5
2.400×10

4
2.400×10

4
2.400×10

4

ｗ２ kN/m
2 扉下端に作用する静水圧荷重 200 200 163 163 163

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 - - 250 250 250

Ｌ mm 芯材の支持スパン - - 960 910 1875

Ｚ２ mm
3 芯材の断面係数 - - 6.330×10

4
6.330×10

4
1.930×10

5

Ａｓ mm2 芯材のせん断断面積 - - 3.800×103 3.800×103 6.650×103

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 6 6 - - 10

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 91 91 - - 111

σ N/mm2 曲げ応力度 104 104 - - 82.6

τ N/mm
2 せん断応力度 11.4 11.4 - - 8.06

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 72 72 - - 77

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 283 283 - - 31.6

τ N/mm
2 せん断応力度 32.7 32.7 - - 6.81

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 - - 2

σｔ N/mm
2 引張応力度 38.3 38.3 - - 26.4

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 1870 1865 2100 2040 2800

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1000 1000 1050 995 2000

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 11 11 14 20 22

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 11 11 14 20 22

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

25.7 25.7 32.0 17.1 37.9

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

25.7 25.7 32.0 17.1 37.9

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

本ｎ

水密扉No.
対象部位 定義

共通

扉板

芯材

記号 単位

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

アンカー
ボルト
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TB-MB2F-4 TB-MB2F-5 TB-MB2F-6 TB-B1F-3 TB-B1F-7

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 16100 15000 15000 10000 10000

ρo t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 250 900 900 430 430

Ｈ mm 浸水深さ 16100 15000 15000 10000 10000

β - 浸水エリアの幅と水深の比による補正係数 1 1 1 1 1

αＨ - 余震震度（水平方向） 0.468 0.468 0.468 0.527 0.527

ｔ mm 扉板の厚さ 12 45 45 9 9

ρｓ t/m
3 扉板の密度 7.85 7.85 7.85 7.85 7.85

Ｇ kN 扉重量 11.8 10.3 10.3 5.40 6.59

Ｚ１ mm
3
/m 扉板の断面係数 2.400×10

4
3.370×10

5
3.370×10

5
1.350×10

4
1.350×10

4

ｗ２ kN/m
2 扉下端に作用する静水圧荷重 163 152 152 102 102

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 250 - - 430 430

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1210 - - 1060 1060

Ｚ２ mm
3 芯材の断面係数 6.330×10

4 - - 1.150×10
5

1.150×10
5

Ａｓ mm2 芯材のせん断断面積 3.800×103 - - 8.450×102 8.450×102

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - 6 6 - -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - 91 91 - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - 47.7 47.7 - -

τ N/mm
2 せん断応力度 - 5.21 5.21 - -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - 72 72 - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - 130 130 - -

τ N/mm
2 せん断応力度 - 15 15 - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - 2 2 - -

σｔ N/mm
2 引張応力度 - 17.6 17.6 - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2250 2080 2080 - -

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1500 1000 1000 - -

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 12 11 11 - -

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 12 11 11 - -

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 - -

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 - -

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 - -

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 - -

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

40.2 25.7 25.7 - -

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

40.2 25.7 25.7 - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

アンカー
ボルト

ｎ 本

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

水密扉No.
対象部位 記号 単位 定義

共通

扉板

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト
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2.2 強度評価結果 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

＊4：各評価対象部材の最大値を示す。  

(N/mm2） (N/mm2）

58.0 235 0.25

121 235 0.52

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

26.5 31.8 0.84

194 235 0.83

101 235 0.43

締付装置 311 390 0.80

締付装置受けピン 202 205 0.99

締付装置受けボルト 95.0 235 0.41

21.7 25.7 0.85

207 235 0.89

127 235 0.55

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

60.5 235 0.26

179 235 0.77

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

12.4 13.1 0.95

87.1 235 0.38

161 235 0.69

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

29.5 35.2 0.84

TB-B2F-1

扉板

TB-B2F-4

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-3

扉板

芯材

アンカーボルト

TB-B2F-5

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

発生応力度/
許容限界値

許容限界値
発生値

(応力度又は荷重)評価対象部材水密扉No.

TB-B2F-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

締付装置部

＊4 

＊4 

＊4 

＊4 

＊4 

＊4 

＊1 

＊3 

＊2 

＊1 

＊2 

＊1 

＊3 

＊2 

＊1 

＊3 

＊2 

＊1 

＊3 

＊2 
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注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。  

(N/mm2） (N/mm2）

54.9 215 0.26

- - -

締付装置 106 205 0.52

締付装置受けピン 289 686 0.43

締付装置受けボルト 38.3 235 0.17

22.6 25.7 0.88

54.9 215 0.26

- - -

締付装置 106 205 0.52

締付装置受けピン 289 686 0.43

締付装置受けボルト 38.3 235 0.17

22.5 25.7 0.88

50.5 235 0.22

106 235 0.46

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

17.5 32.0 0.55

50.5 235 0.22

94.5 235 0.41

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

11.3 17.1 0.67

50.5 235 0.22

133 235 0.57

締付装置 83.8 686 0.13

締付装置受けピン 33.8 686 0.05

締付装置受けボルト 26.4 235 0.12

28.0 37.9 0.74

TB-MB2F-1

扉板

TB-MB2F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-6

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-7

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生値
(応力度又は荷重)

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊2 

＊2 

＊1 

＊3 

＊2 

＊1 

＊3 

＊2 

＊1 

＊2 
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注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

  

(N/mm2） (N/mm2）

50.5 235 0.22

168 235 0.72

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

31.0 40.2 0.78

43.4 215 0.21

- - -

締付装置 48.6 205 0.24

締付装置受けピン 133 686 0.20

締付装置受けボルト 17.6 235 0.08

19.5 25.7 0.76

43.4 215 0.21

- - -

締付装置 48.6 205 0.24

締付装置受けピン 133 686 0.20

締付装置受けボルト 17.6 235 0.08

19.5 25.7 0.76

171 235 0.73

78.5 235 0.34

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

171 235 0.73

78.5 235 0.34

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-5

扉板

TB-MB2F-4

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-7

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-6

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生値
(応力度又は荷重)

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊3 

＊2 

＊2 

＊2 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 
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3. 強度評価（溢水） 

Ⅵ-3-別添3-2-2「水密扉の強度計算書（溢水）」における検討対象水密扉について，以下に強度

評価に必要な入力値と強度評価結果を示す。 

 

3.1 入力値 

 

 

 

  

RB-B3F-1 RB-B3F-2 RB-B3F-3 RB-B3F-4 RB-B3F-5

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 13000 13000 13000 13000 13000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 800 500 500 500 500

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 2.160×10

5
1.350×10

4
1.350×10

4
1.350×10

4
1.350×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 132 132 132 132 132

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 - 500 500 500 500

Ｌ mm 芯材の支持スパン - 1060 1360 1360 1060

Ｚ mm3 芯材の断面係数 - 1.150×105 1.150×105 1.150×105 1.150×105

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 - 8.450×10

2
8.450×10

2
8.450×10

2
8.450×10

2

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - - - - -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - - - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 - - - - -

τ N/mm2 せん断応力度 - - - - -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - - - - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - - - - -

τ N/mm2 せん断応力度 - - - - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - - - - -

σｔ N/mm2 引張応力度 - - - - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2100 - - - -

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1985 - - - -

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 6 - - - -

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 6 - - - -

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 - - - -

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 - - - -

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 - - - -

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

40.2 - - - -

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

40.2 - - - -

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

ｎ

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

水密扉No.
定義単位記号

本

扉板

芯材

アンカー
ボルト

締付装置
受けボルト

締付装置
受けピン

締付装置

締
付
装
置
部

対象部位

共通
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RB-B3F-6 RB-B3F-7 RB-B3F-8 RB-B3F-9 RB-B3F-10

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 13000 13000 13000 13000 13000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 500 500 500 500 500

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 1.350×10

4
1.350×10

4
1.350×10

4
1.350×10

4
1.350×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 132 132 132 132 132

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 500 500 500 500 500

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1060 1060 1060 1060 1060

Ｚ mm3 芯材の断面係数 1.150×105 1.150×105 1.150×105 1.150×105 1.150×105

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 8.450×10

2
8.450×10

2
8.450×10

2
8.450×10

2
8.450×10

2

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - - - - -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - - - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 - - - - -

τ N/mm2 せん断応力度 - - - - -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - - - - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - - - - -

τ N/mm2 せん断応力度 - - - - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - - - - -

σｔ N/mm2 引張応力度 - - - - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ - - - - -

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 - - - - -

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - - - - -

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - - - - -

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - - - - -

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - - - - -

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - - - - -

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

アンカー
ボルト

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

記号 単位

ｎ 本

水密扉No.
定義

共通

扉板

芯材

対象部位
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RB-B3F-11 RB-B2F-1 RB-B1F-1 RB-B1F-2 RB-B1F-3

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 13000 2000 2000 2000 2000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 500 1350 528 300 256

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 1.350×10

4
2.660×10

5
6.010×10

4
2.400×10

4
6.010×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 132 20.3 20.3 20.3 20.3

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 500 - 981.5 300 813

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1060 - 3090 855 2900

Ｚ mm3 芯材の断面係数 1.150×105 - 1.250×106 6.330×104 1.250×106

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 8.450×10

2 - 2.808×10
3

3.800×10
3

2.808×10
3

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - - - 4 -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - - - 94 -

σ N/mm
2 曲げ応力度 - - - 33.6 -

τ N/mm2 せん断応力度 - - - 2.96 -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - - - 78 -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - - - 109 -

τ N/mm2 せん断応力度 - - - 9.26 -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - - - 2 -

σｔ N/mm2 引張応力度 - - - 10.9 -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ - 2110 3140 - 3070

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 - 1500 3600 - 2400

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 10 17 - 15

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 10 17 - 15

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 0 - 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 0 - 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 0 - 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 0 - 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 21.1 13.7 - 6.40

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 21.1 13.7 - 6.40

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

本ｎ

アンカー
ボルト

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

記号 単位 定義

共通

扉板

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

対象部位
水密扉No.
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RB-B1F-4 RB-B1F-5 RB-B1F-6 RB-B1F-7 RB-1F-1

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 2000 2000 2000 2000 4000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 300 256 300 300 485

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 2.400×10

4
6.010×10

4
2.400×10

4
2.400×10

4
6.010×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 20.3 20.3 20.3 20.3 40.5

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 300 813 300 300 650

Ｌ mm 芯材の支持スパン 855 2980 855 955 5200

Ｚ mm3 芯材の断面係数 6.330×104 1.250×106 6.330×104 3.560×104 8.600×105

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 3.800×10

3
2.808×10

3
3.800×10

3
2.850×10

3
1.998×10

3

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 4 - 4 - -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 94 - 94 - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 33.6 - 33.6 - -

τ N/mm2 せん断応力度 2.96 - 2.96 - -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 78 - 78 - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 109 - 109 - -

τ N/mm2 せん断応力度 9.26 - 9.26 - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 - 2 - -

σｔ N/mm2 引張応力度 10.9 - 10.9 - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ - 3085 - 2200 5560

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 - 2400 - 1150 5200

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 17 - 3 28

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 17 - 3 28

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 - 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 - 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 - 0 14

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 - 0 14

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 6.40 - 26.5 50.6

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 6.40 - 26.5 50.6

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - 72.3

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - 72.3

本

アンカー
ボルト

kN/本

kN/本

ｎ

Ｑａ

Ｔａ

扉板

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

対象部位
水密扉No.

記号

共通

単位 定義
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資料 8－2.12－29 

 

 

 

 

 

  

RB-1F-2 RB-1F-3 RB-2F-1 RB-3F-1 RB-3F-2

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 4000 4000 2000 2000 2000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 945 700 400 300 300

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 6.010×10

4
2.040×10

5
1.350×10

4
6.000×10

3
6.000×10

3

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 40.5 40.5 20.3 20.3 20.3

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 922.5 700 375 300 300

Ｌ mm 芯材の支持スパン 3220 3580 900 1110 910

Ｚ mm3 芯材の断面係数 1.390×106 1.390×106 9.140×103 7.910×103 7.910×103

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 2.680×10

3
2.680×10

3
1.440×10

3
9.500×10

2
9.500×10

2

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - - - 8 8

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - - - 97.5 97.5

σ N/mm
2 曲げ応力度 - - - 34.6 23.6

τ N/mm2 せん断応力度 - - - 2.94 2.00

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - - - 78 78

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - - - 108 73.2

τ N/mm2 せん断応力度 - - - 9.18 6.25

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - - - 2 2

σｔ N/mm2 引張応力度 - - - 10.8 7.32

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 4000 3940 2090 2650 2170

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 3490 4335 1000 1280 1065

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 12 15 7 8 8

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 12 15 7 8 8

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 9 10 0 0 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 9 10 0 0 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

29.8 22.3 7.00 18.4 10.3

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

29.8 22.3 7.00 18.4 10.3

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

28.7 49.5 - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

28.7 49.5 - - -

本

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

アンカー
ボルト

ｎ

定義

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

対象部位 記号 単位
水密扉No.

共通

扉板
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資料 8－2.12－30 

 

 

 

 

 

  

TB-B2F-1 TB-B2F-2 TB-B2F-3 TB-B2F-4 TB-B2F-5

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 19200 19800 19800 20100 20100

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 250 452 350 250 300

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 2.400×10

4
2.400×10

4
1.350×10

4
2.400×10

4
2.400×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 194 200 200 204 204

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 250 452 500 250 300

Ｌ mm 芯材の支持スパン 960 995 1060 855 1805

Ｚ mm3 芯材の断面係数 6.330×104 1.530×105 1.530×105 3.560×104 2.130×105

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 3.800×10

3
1.113×10

3
1.113×10

3
2.850×10

3
6.400×10

3

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - 4 - - -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - 52.5 - - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 - 212 - - -

τ N/mm2 せん断応力度 - 40.5 - - -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - 112 - - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - 48 - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - 121 - - -

τ N/mm2 せん断応力度 - 45.7 - - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - 4 - - -

σｔ N/mm2 引張応力度 - 68.2 - - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2155 2100 - 2130 2200

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1150 1000 - 1035 2000

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 12 4 - 14 20

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 12 4 - 14 20

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 - 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 - 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 7 - 10 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 7 - 10 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

31.8 25.7 - 13.1 35.2

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

31.8 25.7 - 13.1 35.2

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- 34.4 - 21.2 -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- 34.4 - 21.2 -

本

kN/本

kN/本

ｎ

Ｔａ

Ｑａ

アンカー
ボルト

記号 単位 定義

共通

扉板

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

対象部位
水密扉No.
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資料 8－2.12－31 

 

 

 

 

 

  

TB-B2F-6 TB-B2F-7 TB-MB2F-1 TB-MB2F-2 TB-MB2F-3

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 19800 19800 16100 16100 16100

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 900 900 250 250 250

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 3.370×10

5
3.370×10

5
2.400×10

4
2.400×10

4
2.400×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 200 200 163 163 163

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 - - 250 250 250

Ｌ mm 芯材の支持スパン - - 960 910 1875

Ｚ mm3 芯材の断面係数 - - 6.330×104 6.330×104 1.930×105

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 - - 3.800×10

3
3.800×10

3
6.650×10

3

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 6 6 - - 10

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 91 91 - - 111

σ N/mm
2 曲げ応力度 70.3 70.3 - - 44.7

τ N/mm2 せん断応力度 7.71 7.71 - - 4.36

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 72 72 - - 77

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 193 193 - - 17.1

τ N/mm2 せん断応力度 22.2 22.2 - - 3.68

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 - - 2

σｔ N/mm2 引張応力度 26.0 26.0 - - 14.3

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 1870 1865 2100 2040 2800

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1000 1000 1050 995 2000

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 11 11 14 20 22

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 11 11 14 20 22

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

25.7 25.7 32.0 17.1 37.9

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

25.7 25.7 32.0 17.1 37.9

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

本ｎ

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

アンカー
ボルト

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

対象部位 記号 単位 定義

共通

芯材

扉板

締
付
装
置
部

水密扉No.

締付装置
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資料 8－2.12－32 

 

 

 

 

 

  

TB-MB2F-4 TB-MB2F-5 TB-MB2F-6 TB-B1F-1 TB-B1F-2

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 16100 15000 15000 2000 2000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 250 900 900 891 891

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 2.400×10

4
3.370×10

5
3.370×10

5
1.300×10

5
1.300×10

5

ｗ２ kN/m
2 扉下端に作用する静水圧荷重 163 152 152 20.3 20.3

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 250 - - - -

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1210 - - - -

Ｚ mm3 芯材の断面係数 6.330×104 - - - -

Ａｓ mm2 芯材のせん断断面積 3.800×103 - - - -

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - 6 6 6 6

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - 91 91 88 88

σ N/mm2 曲げ応力度 - 26.7 26.7 27.7 27.4

τ N/mm2 せん断応力度 - 2.93 2.93 2.60 2.58

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - 72 72 58 58

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - 73.3 73.3 70.6 70.1

τ N/mm2 せん断応力度 - 8.44 8.44 8.12 8.07

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - 2 2 2 2

σｔ N/mm
2 引張応力度 - 9.88 9.88 9.51 9.46

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2250 2080 2080 2100 2090

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1500 1000 1000 1070 1070

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 12 11 11 5 5

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 12 11 11 5 5

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 0 0 0 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

40.2 25.7 25.7 23.1 23.1

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

40.2 25.7 25.7 23.1 23.1

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

アンカー
ボルト

ｎ 本

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

締付装置
受けボルト

対象部位 記号 単位 定義

共通

扉板

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

水密扉No.
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資料 8－2.12－33 

 

 

 

 

 

  

TB-B1F-3 TB-B1F-4 TB-B1F-5 TB-B1F-6 TB-B1F-7

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 10000 2000 2000 2000 10000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 430 250 891 250 430

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 1.350×10

4
2.400×10

4
1.300×10

5
2.400×10

4
1.350×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 102 20.3 20.3 20.3 102

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 430 250 - 250 430

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1060 960 - 960 1060

Ｚ mm3 芯材の断面係数 1.150×105 6.330×104 - 6.330×104 1.150×105

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 8.450×10

2
3.800×10

3 - 3.800×10
3

8.450×10
2

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - - 6 - -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - - 88 - -

σ N/mm
2 曲げ応力度 - - 27.3 - -

τ N/mm2 せん断応力度 - - 2.57 - -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - - 58 - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - - 69.7 - -

τ N/mm2 せん断応力度 - - 8.03 - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - - 2 - -

σｔ N/mm2 引張応力度 - - 9.41 - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ - 2070 2100 2100 -

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 - 1050 1060 1250 -

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 8 5 10 -

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 8 5 10 -

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 0 0 -

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 0 0 -

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 0 0 -

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 0 0 -

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 40.2 23.1 40.2 -

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 40.2 23.1 40.2 -

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

アンカー
ボルト

ｎ 本

定義

共通

kN/本

Ｔａ kN/本

Ｑａ

扉板

芯材

対象部位

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

水密扉No.
記号 単位
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TB-1F-1 TB-1F-2 TB-1F-3 TB-1F-4 TB-1F-5

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 3000 3000 2000 2000 3700

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 408 300 250 250 362.5

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 2.040×10

5
2.400×10

4
2.400×10

4
2.400×10

4
6.010×10

4

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 30.4 30.4 20.3 20.3 37.4

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 399.5 300 250 250 929

Ｌ mm 芯材の支持スパン 2830 855 960 960 2430

Ｚ mm3 芯材の断面係数 3.740×105 6.330×104 6.330×104 6.330×104 1.250×106

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 2.431×10

3
3.800×10

3
3.800×10

3
3.800×10

3
2.808×10

3

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 - 4 - - 4

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ - 94 - - 17.5

σ N/mm
2 曲げ応力度 - 66 - - 14.5

τ N/mm2 せん断応力度 - 5.82 - - 11.1

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 - 78 - - -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 - 213 - - -

τ N/mm2 せん断応力度 - 18.2 - - -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 - 2 - - -

σｔ N/mm2 引張応力度 - 21.3 - - -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2900 - 2075 2271 2480

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 2500 - 1050 1152 2680

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 19 - 6 10 10

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 19 - 6 10 10

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 - 0 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 - 0 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 6 - 0 0 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 6 - 0 0 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

10.3 - 40.2 16.6 18.4

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

10.3 - 40.2 16.6 18.4

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

37.4 - - - -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

37.4 - - - -

Ｑａ

アンカー
ボルト

本ｎ

対象部位 記号 単位 定義

芯材

共通

扉板

kN/本

Ｔａ kN/本

水密扉No.

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト
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TB-1F-6 TB-1F-7 CB-B2F-1 CB-B2F-2 CB-B2F-3

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 3700 3700 5000 7000 3000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 250 250 437 452 575

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 2.400×10

4
6.010×10

4
1.350×10

4
2.400×10

4
6.010×10

4

ｗ２ kN/m
2 扉下端に作用する静水圧荷重 37.4 37.4 50.6 70.8 30.4

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 250 250 437 452 572.5

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1310 2385 975 965 1400

Ｚ mm3 芯材の断面係数 6.330×104 1.420×105 1.150×105 1.530×105 1.950×105

Ａｓ mm2 芯材のせん断断面積 3.800×103 5.700×103 8.450×102 1.113×103 1.335×103

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 4 8 - 4 8

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 95 98 - 52.5 68.5

σ N/mm2 曲げ応力度 138 168 - 78.8 17.5

τ N/mm2 せん断応力度 12.0 14.2 - 15.1 2.55

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 78 58 - 112 72

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ 30 - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 147 385 - 142 36.7

τ N/mm2 せん断応力度 37.4 44.2 - 17.0 5.1

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 2 2 - 4 2

σｔ N/mm
2 引張応力度 43.8 51.8 - 25.4 8.60

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ - 2990 2100 2100 2650

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 - 2480 1000 1000 1600

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 10 0 4 9

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 10 0 4 9

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 0 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 0 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 - 0 4 8 0

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 - 0 4 8 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 22.3 - 20.2 25.7

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- 22.3 - 20.2 25.7

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - 34.1 35.2 -

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - 34.1 35.2 -

Ｑａ

アンカー
ボルト

kN/本

Ｔａ kN/本

水密扉No.

本ｎ

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

対象部位 記号 単位

芯材

定義

共通

扉板
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CB-MB2F-1 CB-B1F-1 CB-B1F-2 CB-1F-1 Y-1

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 2000 2000 2000 7000 4000

ρ0 t/m3 水の密度 1.03 1.03 1.03 1.03 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 375 390 320 391.4 600

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 6.010×10

4
1.350×10

4
2.400×10

4
1.350×10

4
2.040×10

5

ｗ２ kN/m2 扉下端に作用する静水圧荷重 20.3 20.3 20.3 70.8 40.5

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 375 390 460 391.4 600

Ｌ mm 芯材の支持スパン 1790 810 2500 700 2200

Ｚ mm3 芯材の断面係数 3.340×105 1.150×105 4.720×105 1.150×105 8.120×104

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 2.016×10

3
8.450×10

2
1.408×10

3
8.450×10

2
8.280×10

2

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 4 - 2 2 -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ 96 - 30 41 -

σ N/mm
2 曲げ応力度 14.5 - 9.03 136 -

τ N/mm2 せん断応力度 2.25 - 4.51 22.2 -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 110 - - 75 -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ - - - - -

σ N/mm2 曲げ応力度 24.2 - - 62.2 -

τ N/mm2 せん断応力度 3.64 - 71.7 11.1 -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 4 - 4 2 -

σｔ N/mm2 引張応力度 8.54 - 26.8 51.8 -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2100 - 2640 2100 2200

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1990 - 1600 1000 1360

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 6 - 2 6 20

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 6 - 2 6 20

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 - 0 0 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 - 0 0 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0 - 0 0 10

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0 - 0 0 10

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

22.2 - 25.8 25.8 21.4

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

22.2 - 25.8 25.8 21.4

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

- - - - -

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - -

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - 23.7

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

- - - - 23.7

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

アンカー
ボルト

ｎ 本

対象部位 記号 単位 定義
水密扉No.

共通

扉板

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト
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水密扉No.

Y-2

ｈ mm 当該扉の浸水深さ 1700

ρ0 t/m
3 水の密度 1.03

g m/s
2 重力加速度 9.80665

ＬＰＬ mm 扉板の短辺長さ 425

Ｚ mm
3
/m 扉板の断面係数 1.040×10

5

ｗ２ kN/m
2 扉下端に作用する静水圧荷重 40.5

ｂ mm 芯材に作用する荷重の負担幅 425

Ｌ mm 芯材の支持スパン 2.161

Ｚ mm3 芯材の断面係数 8.120×104

Ａｓ mm
2 芯材のせん断断面積 1.752×10

3

共通 ｎ２ 本 締付装置の本数 -

Ｌ５ mm 締付装置の突出長さ -

σ N/mm2 曲げ応力度 -

τ N/mm2 せん断応力度 -

Ｌｐ mm 締付装置受けピンの軸支持間距離 -

ｂ’ mm 締付装置と締付装置受けピンが接する長さ -

σ N/mm
2 曲げ応力度 -

τ N/mm2 せん断応力度 -

ｎｂ 本 締付装置受けボルトの本数 -

σｔ N/mm
2 引張応力度 -

Ｌ１ mm 躯体開口部の高さ 2179

Ｌ２ mm 躯体開口部の幅 1656

0°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0

0°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0

45°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 0

45°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0

90°方向　ヒンジ側/上側　アンカーボルト本数 6

90°方向　開閉側/下側　アンカーボルト本数 0

0°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

-

0°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

-

45°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容せん断力

-

45°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

-

90°方向　ヒンジ側/上側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

34.3

90°方向　開閉側/下側
アンカーボルト1本当りの短期許容引張力

34.3

単位 定義

共通

扉板

芯材

締
付
装
置
部

締付装置

締付装置
受けピン

締付装置
受けボルト

Ｑａ kN/本

Ｔａ kN/本

対象部位 記号

アンカー
ボルト

ｎ 本
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3.2 強度評価結果 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

＊4：各評価対象部材の最大値を示す。  

(N/mm2） (N/mm2）

32.6 235 0.14

- - -

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

25.8 40.2 0.65

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

204 235 0.87

79.8 135 0.60

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

204 235 0.87

79.8 135 0.60

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

RB-B3F-2

扉板

RB-B3F-5

扉板

発生応力度/
許容限界値

許容限界値
発生応力度
又は応力

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-1

アンカーボルト

扉板

芯材

締付装置部

評価対象部材水密扉No.

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-4

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

＊4 

 

 

＊3 

＊2 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 
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注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

  

(N/mm2） (N/mm2）

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

RB-B3F-10

扉板

RB-B3F-6

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-8

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-7

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-9

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 
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注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

  

(N/mm2） (N/mm2）

204 235 0.87

62.2 135 0.47

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

11.7 235 0.05

- - -

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.61 21.1 0.08

7.86 235 0.04

16.6 135 0.13

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

3.39 13.7 0.25

6.38 235 0.03

8.80 235 0.04

締付装置 34 205 0.17

締付装置受けピン 109 345 0.32

締付装置受けボルト 10.9 651 0.02

- - -

1.85 235 0.01

12.9 135 0.10

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

2.50 6.40 0.40

RB-B2F-1

扉板

RB-B1F-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B3F-11

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B1F-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-B1F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 
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注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

 

  

(N/mm2） (N/mm2）

6.38 235 0.03

8.80 235 0.04

締付装置 34 205 0.17

締付装置受けピン 109 345 0.32

締付装置受けボルト 10.9 651 0.02

- - -

1.85 235 0.01

13.3 135 0.10

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

2.22 6.40 0.35

6.38 235 0.03

8.80 235 0.04

締付装置 34 205 0.17

締付装置受けピン 109 345 0.32

締付装置受けボルト 10.9 651 0.02

- - -

6.38 235 0.03

19.6 235 0.09

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

4.29 26.5 0.17

13.3 205 0.07

104 205 0.51

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

6.98 50.6 0.14

アンカーボルト

RB-B1F-6

扉板

アンカーボルト

RB-B1F-4

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

RB-B1F-5

扉板

芯材

締付装置部

RB-B1F-7

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-1F-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

401



資料 8－2.12－42 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

  

(N/mm2） (N/mm2）

50.3 205 0.25

33.8 118 0.29

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

6.74 28.7 0.24

8.14 205 0.04

28.5 118 0.25

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

7.04 22.3 0.32

20.1 235 0.09

84.5 235 0.36

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.53 7.00 0.22

25.5 235 0.11

119 235 0.51

締付装置 35 205 0.18

締付装置受けピン 108 686 0.16

締付装置受けボルト 10.8 235 0.05

2.16 18.4 0.12

25.5 235 0.11

79.8 235 0.34

締付装置 23.9 205 0.12

締付装置受けピン 73.2 686 0.11

締付装置受けボルト 7.32 235 0.04

1.47 10.3 0.15

RB-1F-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-1F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

RB-3F-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

発生応力度/
許容限界値

RB-3F-2

扉板

RB-2F-1

扉板

発生応力度
又は応力

許容限界値

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊2 

＊1 

402



資料 8－2.12－43 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

＊4：各評価対象部材の最大値を示す。 

 

  

(N/mm2） (N/mm2）

42.5 235 0.19

88.4 235 0.38

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

19.0 31.8 0.60

143 235 0.61

60.7 135 0.45

締付装置 224 390 0.58

締付装置受けピン 121 205 0.60

締付装置受けボルト 68.2 235 0.30

15.6 25.7 0.61

152 235 0.65

71.5 135 0.53

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

44.6 235 0.19

132 235 0.57

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

8.88 13.1 0.68

63.8 235 0.28

118 235 0.51

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

21.2 35.2 0.61

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-5

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

TB-B2F-4

扉板

TB-B2F-2

扉板

＊4 

＊4 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 
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資料 8－2.12－44 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

  

(N/mm2） (N/mm2）

40.1 215 0.19

- - -

締付装置 71.6 205 0.35

締付装置受けピン 193 686 0.29

締付装置受けボルト 26.0 235 0.12

16.3 25.7 0.64

40.1 215 0.19

- - -

締付装置 71.6 205 0.35

締付装置受けピン 193 686 0.29

締付装置受けボルト 26.0 235 0.12

16.3 25.7 0.64

35.4 235 0.16

74.5 235 0.32

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

12.1 32.0 0.38

35.4 235 0.16

66.9 235 0.29

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

7.78 17.1 0.46

35.4 235 0.16

93.3 235 0.40

締付装置 45.4 686 0.07

締付装置受けピン 17.1 686 0.03

締付装置受けボルト 14.3 235 0.07

19.0 37.9 0.51

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-6

扉板

TB-MB2F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B2F-7

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-2

扉板

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊2 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊2 
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資料 8－2.12－45 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

  

(N/mm2） (N/mm2）

35.4 235 0.16

119 235 0.51

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

21.4 40.2 0.54

30.6 215 0.15

- - -

締付装置 27.2 205 0.14

締付装置受けピン 73.3 686 0.11

締付装置受けボルト 9.88 235 0.05

13.5 25.7 0.53

30.6 215 0.15

- - -

締付装置 27.2 205 0.14

締付装置受けピン 73.3 686 0.11

締付装置受けボルト 9.88 235 0.05

13.5 25.7 0.53

10.4 235 0.05

- - -

締付装置 28.1 205 0.14

締付装置受けピン 70.6 345 0.21

締付装置受けボルト 9.51 235 0.05

2.29 23.1 0.10

10.4 235 0.05

- - -

締付装置 27.8 205 0.14

締付装置受けピン 70.1 345 0.21

締付装置受けボルト 9.46 235 0.05

2.27 23.1 0.10

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

TB-MB2F-4

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-5

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-MB2F-6

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-2

扉板

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

＊1 

＊2 

＊3 

＊2 

＊2 

＊2 

＊1 

＊2 
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資料 8－2.12－46 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

 

  

(N/mm2） (N/mm2）

118 235 0.51

41.4 135 0.31

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

4.42 235 0.02

9.26 235 0.04

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.39 40.2 0.04

10.4 235 0.05

- - -

締付装置 27.7 205 0.14

締付装置受けピン 69.7 345 0.21

締付装置受けボルト 9.41 235 0.05

2.26 23.1 0.10

4.42 235 0.02

9.26 235 0.04

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.34 40.2 0.04

118 235 0.51

41.4 135 0.31

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-3

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-4

扉板

アンカーボルト

TB-B1F-6

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-7

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-B1F-5

扉板

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

芯材

締付装置部

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊3 

＊3 

＊2 
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資料 8－2.12－47 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

 

  

(N/mm2） (N/mm2）

2.07 205 0.02

32.9 235 0.14

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.90 10.3 0.19

9.50 235 0.05

13.2 235 0.06

締付装置 66.8 205 0.33

締付装置受けピン 213 345 0.62

締付装置受けボルト 21.3 651 0.04

- - -

4.42 235 0.02

9.26 235 0.04

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.85 40.2 0.05

4.42 235 0.02

9.26 235 0.04

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.33 16.6 0.09

6.83 235 0.03

22.6 135 0.17

締付装置 24.1 205 0.12

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

8.30 18.4 0.46

TB-1F-4

扉板

TB-1F-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-1F-1

扉板

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

TB-1F-3

扉板

芯材

芯材

締付装置部

アンカーボルト

締付装置部

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-1F-5

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊2 

＊1 
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資料 8－2.12－48 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

＊4：各評価対象部材の最大値を示す。 

 

  

(N/mm2） (N/mm2）

8.13 235 0.04

31.8 235 0.14

締付装置 140 205 0.69

締付装置受けピン 147 345 0.43

締付装置受けボルト 43.8 651 0.07

- - -

3.25 235 0.02

46.9 235 0.20

締付装置 170 205 0.83

締付装置受けピン 385 686 0.57

締付装置受けボルト 51.8 235 0.23

8.30 22.3 0.38

59.8 235 0.26

19.4 135 0.15

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

10.5 34.1 0.31

50.5 235 0.22

20.9 135 0.16

締付装置 83.1 390 0.22

締付装置受けピン 142 205 0.70

締付装置受けボルト 25.4 235 0.11

5.30 20.2 0.27

14.0 235 0.06

13.9 135 0.11

締付装置 18.1 205 0.09

締付装置受けピン 36.7 345 0.11

締付装置受けボルト 8.60 651 0.02

4.00 25.7 0.16

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

CB-B2F-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

芯材

締付装置部

アンカーボルト

TB-1F-7

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

TB-1F-6

扉板

CB-B2F-1

扉板

CB-B2F-3

扉板

水密扉No. 評価対象部材

＊4 

 

＊4 

 

＊1 

＊3 

＊1 

＊2 

＊1 

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊1 

＊2 

408



資料 8－2.12－49 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

＊4：各評価対象部材の最大値を示す。 

 

  

(N/mm2） (N/mm2）

3.97 235 0.02

9.17 235 0.04

締付装置 15.1 205 0.08

締付装置受けピン 24.2 345 0.08

締付装置受けボルト 8.54 651 0.02

3.55 22.2 0.16

19.2 235 0.09

5.70 135 0.05

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

- - -

7.25 235 0.04

12.5 135 0.10

締付装置 12.0 235 0.06

締付装置受けピン 71.7 375 0.20

締付装置受けボルト 26.8 651 0.05

10.8 25.8 0.42

67.0 235 0.29

17.3 135 0.13

締付装置 142 205 0.70

締付装置受けピン 62.2 205 0.31

締付装置受けボルト 51.8 651 0.08

10.6 25.8 0.42

5.99 205 0.03

183 205 0.90

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

1.47 21.4 0.07

芯材

締付装置部

アンカーボルト

Y-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

CB-B1F-1

扉板

CB-B1F-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

CB-1F-1

扉板

CB-MB2F-1

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

評価対象部材水密扉No.

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

芯材

締付装置部

アンカーボルト

＊4 

 

＊1 

＊2 

＊1 

＊3 

＊3 

＊1 

＊2 

＊1 

＊2 

＊1 

＊2 

＊3 
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資料 8－2.12－50 

 

 

 

注記＊1：曲げ及びせん断のうち評価結果が厳しい方の値を記載する。 

＊2：アンカーボルトについては，単位を kNとする。 

＊3：水密扉の開方向に対して，扉板を躯体に押し付ける向きに静水圧荷重が作用するため， 

当該部材に荷重が作用しないことから評価対象外とした。 

 

(N/mm
2
） (N/mm

2
）

5.86 205 0.03

125 235 0.53

締付装置 - - -

締付装置受けピン - - -

締付装置受けボルト - - -

8.92 34.3 0.26

発生応力度
又は応力

許容限界値 発生応力度/
許容限界値

Y-2

扉板

芯材

締付装置部

アンカーボルト

水密扉No. 評価対象部材

＊2 

＊1 

＊3 
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2.13 浸水防護施設の耐震計算における「土木構築物，建物・構築

物，機器・配管系」の分類について 
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１．浸水防護施設の耐震計算における「土木構築物，建物・構築物，機器・配管系」の分類について 

浸水防護施設の耐震計算にて，設置床の最大応答加速度（ＺＰＡ）を適用する場合は，土木構築物及び建物・構築物は 1.0ZPA，機器・配管系は 1.2ZPA

とする。 

   

注記＊１：Ｓクラス施設のうち，浸水防止設備として基準地震動による地震力に対して，要求される機能を保持されるものを示す。 

  ＊２：Ｃクラス施設のうち，溢水の伝播を防止する設備として基準地震動による地震力に対して，要求される機能を保持されるものを示す。 

 

施設分類 施設名称 
耐震重要度分類 ＺＰＡを適用する場合 

(1.0倍／1.2倍) Ｓ Ｃ 

浸水防護施設 海水貯留堰  ○＊１ － 土木構築物 

1.0ZPA 

取水槽閉止板  ○＊１ － 

建物・構築物 
水密扉  ○＊１   ○＊2 

水密扉付止水堰 －   ○＊2 

止水堰 －   ○＊2 

床ドレンライン浸水防止治具  ○＊１   ○＊2 

機器・配管系 1.2ZPA 

貫通部止水処置 モルタル  ○＊１   ○＊2 

閉止板（鉄板）  ○＊１   ○＊2 

津波監視カメラ  ○＊１ － 

取水槽水位計  ○＊１ － 

資
料

8－
2.13

－
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2.14 地下水排水設備 サブドレンポンプの加振試験に関する補足説明 
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資料 8－2.14－1 

 

 

6号機 地下水排水設備 サブドレンポンプの加振試験について 

 

1. 試験概要 

 地下水排水設備 サブドレンポンプは，ポンプと電動機が一体構造となった没水式ポンプのた

め，ＪＥＡＧ４６０１における適用形式と異なることから，機能確認済加速度を用いた評価とす

ることができない。そのため，機能確認済加速度を設定することを目的とし，株式会社 MTI所有

の加振設備を用いて柏崎刈羽原子力発電所第 6号機に設置する同型式のポンプを加振した。ポン

プはポンプ架台により補強しており，加振試験ではポンプとポンプ架台を一体で評価した。ポン

プおよび架台の外形図を図 1－1に示す。試験方法としては振動特性把握試験を実施し，固有振動

数を求め，剛構造であることを確認した後，機器の据付位置における評価用加速度を包絡する加

振波で加振試験を実施した。また，加振試験に加え，加振試験後の性能試験及び性能試験後の分

解点検を実施することで健全性を確認している。振動試験装置外観を図 1－2，加振台仕様を表 1

－1に示す。また，試験体と実機の主な仕様の比較を表 1－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 サブドレンポンプおよび架台外形図 

 

  

ポンプ取付ボルト 
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図 1－2 振動試験装置外観 

 

 

表 1－1 加振台仕様 

寸法 2600 [mm]×6200 [mm] 

最大積載量 20 [t] 

運転周波数帯域 0 – 100 [Hz] 

最大加速度 
水平 2 [G] 

鉛直 3 [G] 

 

表 1－2 サブドレンポンプの主な仕様の比較 

仕様 試験体 実機 

外形寸法 

400 [mm]（縦） 

425 [mm]（横） 

916 [mm]（高さ） 

同左 

質量 167 [kg] ※ 同左 

ポンプ 
種類 うず巻形 同左 

容量 0.75 [m3/min] 同左 

電動機 
種類 誘導電動機 同左 

出力 15 [kW] 同左 

注記※： ケーブルを除くポンプ単体概算乾燥質量 
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2. 振動特性把握試験 

 2.1 ポンプに加速度計を取り付け，加振波として 5Hzから 100Hzまでの範囲でランダム波を使

用した各軸単独加振を実施し，応答加速度から周波数応答関数を得て，固有周期について求

める。計測センサ取付位置を図 2－1に示す。また，ポンプに取り付けた加速度計の設置箇所

を表 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1(a) 加速度センサ取付位置 
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図 2－1(b) 加速度センサ取付位置 

 

 

表 2－1 加速度設置箇所 

部位 X方向 Y方向 Z方向 

架台ベース 1X, 2X, 3X, 4X 1Y, 2Y, 3Y, 4Y 1Z, 2Z, 3Z, 4Z 

架台上部 5X, 6X, 7X, 8X 5Y, 6Y, 7Y, 8Y 5Z, 6Z, 7Z, 8Z 

ポンプベース 9X 9Y 9Z 

ポンプ重心 10X 10Y 10Z 

ポンプ上部（ケーブル側） 11X 11Y 11Z 

ポンプ上部（吐出側） 12X 12Y 12Z 
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 2.2 試験結果 

 試験により得られた周波数応答関数を図 2－2 に，各軸方向の最大応答共振点を表 2－2，各

軸方向の固有周期を表 2－3 に示す。各軸方向について剛構造と見なせる固有周期 0.05秒を

十分に下回る結果が得られた。 
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架台ベース（1X）     架台ベース（2X） 

 

 

架台ベース（3X）     架台ベース（4X） 

 

 

架台上部（5X）     架台上部（6X） 

 

 

架台上部（7X）     架台上部（8X） 

  

 

ポンプベース（9X）     ポンプ重心（10X） 

  

 

ポンプ上部（ケーブル側）（11X）   ポンプ上部（吐出側）（12X） 

  

 

図 2－2(1) X方向 周波数応答関数  
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架台ベース（1Y）     架台ベース（2Y） 

 

 

架台ベース（3Y）     架台ベース（4Y） 

 

 

架台上部（5Y）     架台上部（6Y） 

 

 

架台上部（7Y）     架台上部（8Y） 

 

 

ポンプベース（9Y）     ポンプ重心（10Y） 

 

 

ポンプ上部（ケーブル側）（11Y）   ポンプ上部（吐出側）（12Y） 

 

 

図 2－2(2) Y方向 周波数応答関数  
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架台ベース（1Z）     架台ベース（2Z） 

 

 

架台ベース（3Z）     架台ベース（4Z） 

 

 

架台上部（5Z）     架台上部（6Z） 

 

 

架台上部（7Z）     架台上部（8Z） 

 

 

ポンプベース（9Z）     ポンプ重心（10Z） 

 

 

ポンプ上部（ケーブル側）（11Z）   ポンプ上部（吐出側）（12Z） 

  

 

図 2－2(3) Z方向 周波数応答関数  
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表 2－2 各軸方向の最大応答共振点 

方向 共振点(Hz) 応答倍率 

X方向 27.588 9.213 

Y方向 41.504 21.898 

Z方向 41.138 31.608 

 

 

表 2－3 各軸方向での固有周期 

方向 固有周期(s) 固有振動数(Hz) 

X方向 0.036 27 

Y方向 0.024 41 

Z方向 0.024 41 

 

 

3. 加振試験 

 3.1 試験方法 

 「2.2 試験結果」で示しているように，機器の固有周期は 0.05 秒を下回っており，剛構造

と見なせることから，機器据付位置における評価用加速度を包絡するような加振波を生成し，

加振試験を実施する。加振波は水平（前後）＋水平（左右）＋鉛直方向を加振方向として，次

のように生成される。 

 機器据付位置における設計用床応答曲線と等価な試験用床応答曲線を設定し，ランダム波を

作成する。 

 作成されたランダム波を入力とした加振台の時刻歴加速度波形から床応答曲線に変換し，試

験用床応答曲線と比較する。 

 ここで加振台での床応答曲線が設計用床応答曲線を満足する場合，これを最終的な入力加振

波とする。満足していない場合，ランダム波を補正し，再度確認するプロセスを繰返して試

験用床応答曲線を満足する入力加振波を作成する。 

 

加振試験における試験条件を表 3－1に，加振波を図 3－1に示す。 

 

表 3－1 加振試験条件 

項目 試験条件 

加振地震波 ランダム波 

加振方向 水平 2方向と鉛直方向の 3軸同時加振 

運転状態 停止中加振 

取付状態 加振台にボルトにて取り付け 
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a. 水平 X方向 

 

 

b. 水平 Y方向 

 

 

c. 鉛直 Z方向 

 

図 3－1 加振試験に用いた加振波（加振台上での計測データ）の加速度時刻歴波形 

 

  

最大加速度 = 9.924 

最大加速度 = 8.435 

最大加速度 = 9.795 
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3.2 試験結果 

 以下について機器に異常がないことを確認し，本試験において加振台での最大加速度を小数

点以下第 2位で切り捨てた値を機能確認済加速度とした。 

 図 3－2 に設計用床応答曲線及び加振台床応答曲線を示す。また，加振試験後の性能試験結

果を図 3－3 に示す。 

 

(1) 加振台への時刻歴入力の最大加速度が機器据付位置における評価用加速度以上であること。

（表 3－2，表 3－3 参照） 

(2) 加振試験後にポンプ架台等のボルトに緩み・脱落が無いこと。 

(3) 加振試験後にポンプ取付ボルトの緩みが無いこと。 

(4) 加振試験後の性能試験において，ポンプの健全性並びに動作性に異常のないこと。 

・性能試験時の吐出流量 0.75 m3/minで，全揚程が 44 m以上であること。 

(5) 性能試験後の分解点検において，内部構造物に割れ等の異常がないこと。 

 

 

表 3－2 機能確認済加速度 

方向 [m/s2] [G] 

水平 
X 9.924 1.01 

Y 8.435 0.86 

鉛直 Z 9.795 0.99 

 

 

表 3－3 機能維持評価用加速度と試験時の機能確認済加速度との比較 

 （×9.8m/s2） 

 第 6号機 － 

方向 機能維持評価用加速度 機能確認済加速度 ※ 

水平 0.85 0.86 

鉛直 0.62 0.99 

注記※：機能確認済加速度は設計用床応答曲線を上回る加振波を作成し，それによる試験の

結果，性能が維持されていることを確認できた加速度を示す。（ポンプの限界値を

示したものではない） 
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図 3－2 設計用床応答曲線と加振台床応答曲線との比較  

426



 

資料 8－2.14－13 

 

 

 

図 3－3 加振試験後の性能試験結果 
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2.15 付加質量を考慮したサブドレンポンプの耐震性に関する補足説明
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資料 8-2.15-1 

6号機 付加質量を考慮したサブドレンポンプの耐震性について 

 

1. 概要 

本書は，Ⅵ-2-2-別添 1-2-2「サブドレンポンプの耐震性についての計算書」において，付加

質量を考慮したサブドレンポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有して

いることを説明するものである。 
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Ⅵ-2-2-別添 1-2-2 サブドレンポンプの耐震性についての計算書 
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1 

1. 概要 

6 号機地下水排水設備は，建屋の耐震性を確保するため地下水位を建屋基礎スラブ底面レベル

以深に維持する機能を有する。 

6 号機地下水排水設備の評価においては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち，「10. 耐

震計算の基本方針 10.1 建物・構築物」及びⅥ-1-1-9「発電用原子炉施設の溢水防護に関する

説明書」に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を維持できることを確認する。 

 本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，6 号機地下水排水設備のうちサブドレンポンプが設計用地震力に対して十分な構

造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 サブドレンポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サブドレンポンプはポン

プ取付ボルトで架台に固

定する。架台は基礎ボル

トで床に固定する。 

水中ポンプ 

 

ポンプ取付ボルト 

短辺方向 

長
辺
方
向

 

基礎 
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2.2 評価方針 

 サブドレンポンプの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合わせ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すサブドレンポンプの部位を

踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周

期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。また，サブドレンポンプの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-

9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速

度が動的機器の機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

 サブドレンポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 サブドレンポンプの耐震評価フロー 

  

地震時における応力 

設計用地震力 

サブドレンポンプの 
構造強度評価 

固有周期 

  

機能維持評価用加速度 

サブドレンポンプの 
機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

 本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

  (1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１補-1984 

    （（社）日本電気協会） 

  (2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

  (3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

  (4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ 

    ＮＣ1-2005/2007）（（社）日本機械学会）（以下「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＰ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ ボルトのピッチ円直径＊1 mm 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＨＰ 予想最大両振幅 μm 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

L１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

L２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ＭＰ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

ｍＨｉ 水の付加質量(水平) ＊2 kg 

ｍｖｉ 水の付加質量(鉛直) ＊2 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値＊1 
MPa 

Ｒ 固有周期比率 ― 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

 

 

＊  
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注記＊1：Ａｂｉ，Ｄｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ， ƒｔｏｉ， ƒｔｓｉ，L１ｉ，L２ｉ，ｎｉ， 

ｎｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，次頁の

とおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

＊2：ｈｉ，ｍｉ，ｍＨｉ，ｍｖｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

＊3：L１ｉ≦ L２ｉ 

 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

 精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

 表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

固有周期比率 ― 小数点以下第 5位 四捨五入 小数点以下第 4位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

  

＊  
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3. 評価部位 

 サブドレンポンプの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。 

 サブドレンポンプの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

4.1 基本方針 

 サブドレンポンプの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

 

4.2 固有周期の測定方法 

 振動試験装置により固有周期を測定する。サブドレンポンプの外形図を表 2－1 の概略構造

図に示す。 

 

4.3 固有周期の確認結果（付加質量考慮） 

 水の付加質量を考慮した固有周期は，振動試験結果より水平 2方向及び鉛直方向の固有周期

に固有周期比率を除して求め，表 4－1に示す。確認の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，

剛である事を確認した。 

         表 4－1 固有周期      (単位：s) 

加振方向 
試験結果の 

固有周期 

付加質量を考慮した 

固有周期 

水平 0.036 0.049 

鉛直 0.024 0.030 

 

 なお，固有周期に考慮する固有周期比率は以下により求める。 

 【水平方向】 

Ｒ＝√
ｍｉ

ｍｉ＋ｍＨｉ
 ·························· （4.3.1.1.1） 

 【鉛直方向】 

Ｒ＝√
ｍｉ

ｍｉ＋ｍｖｉ
 ·························· （4.3.1.1.2） 

 

 固有周期比率を求めるにあたり，サブドレンポンプ，ポンプ架台の付加質量算出範囲を図 4

－1に示す。 
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図 4－1 付加質量算出範囲  

正面図 平面図 

（A-A矢視） 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

 (1) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

 (2) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 (3) ポンプは取付ボルトで架台に固定し，架台は基礎ボルトで基礎に固定する。 

 (4) 転倒方向は表 2－1 概要構造図における短辺方向及び長辺方向について検討し，計算書に

は計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

 (5) 設計用地震力はⅥ-2-2-別添 1-2-1「地下水排水設備設置位置の地盤応答」に基づき設定す

る。 

 なお，サブドレンポンプは剛として扱うため，設置床面の最大応答加速度の 1.2倍の値を

用いて評価する。 

 (6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

 サブドレンポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態の評価に用いるものを表 5－1 に示

す。 

 

5.2.2 許容応力 

 サブドレンポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2のと

おりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

 サブドレンポンプの使用材料の許容応力の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

施設共通 

（地震） 

6号機地下水

排水設備 
サブドレンポンプ ― ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

浸水防護施設 
6号機地下水

排水設備 
サブドレンポンプ ― ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 5－2 許容応力 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  

＊  ＊  
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト SUS316L 最高使用温度 40 175 480 ― 

取付ボルト SUS316L 最高使用温度 40 175 480 ― 
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5.3 設計用地震力 

 評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

 「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-2-別添 1-2-1「地下水排水設備設置位置の地盤応

答」に基づき設定する。 

 

表 5－4 設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度＊1 

鉛直方向 

設計震度＊1 

原子炉建屋 

サブドレンピット 

(6R-1) 

T.M.S.L. -15.20＊2 

0.036 0.024 ― ― ＣＨ＝1.02 ＣＶ＝0.75 

タービン建屋 

サブドレンピット 

(6T-7) 

T.M.S.L. -13.05＊2 

0.036 0.024 ― ― ＣＨ＝1.02 ＣＶ＝0.75 

注記＊1：設計震度は原子炉建屋及びタービン建屋の設計用最大応答加速度Ⅰ（基準地震動

Ｓｓ）を包絡したものを適用。 

＊2：基準床レベルを示す。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 ボルトの計算方法 

 ボルトの応力は，地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作

用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

図 5-1 計算モデル 

L1ｉ L2ｉ 

L2ｉ L1ｉ 

 
L2ｉ 

 
L1ｉ 

L2ｉ L1ｉ 

（1－ＣＰ－ＣＶ）・（ｍｉ＋ｍｖｉ）・ｇ 

（ＣＨ＋ＣＰ）・（ｍｉ＋ｍＨｉ）・ｇ 

 

ポンプ取付ボルト 

（ケミカルアンカ） 
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(1) 引張応力 

 ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1で最外列のボルトを支点とする

転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

 引張力 

 計算モデル図 5－1の引張力 

Ｆｂｉ =  

（ｍｉ＋ｍＨｉ）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈｉ              

         －（ｍｉ＋ｍｖｉ）・g・（１－ＣＰ－ＣＶ）・Ｌ１ｉ

ｎｆｉ・（Ｌ１ｉ＋Ｌ２ｉ）
 

                         ·············· （5.4.1.1.1） 

 また，ＣＰはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，次式

で求める。 

     ＣＰ ＝ 

1

2
・

ＨＰ

1000
・







2・π・

Ｎ

60

2

 g・1000
   ····················· （5.4.1.1.2） 

 引張応力 

     σｂｉ ＝ 
Ｆｂｉ

Ａｂｉ
  ···································· （5.4.1.1.3） 

 ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

     Ａｂｉ ＝ 
π

4
・ｄｉ２  ································· （5.4.1.1.4） 

 ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

 ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。なお，基礎ボルト

（ｉ＝1）については，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

 せん断力 

Ｑｂｉ =  （ＣＨ＋ＣＰ）・（ｍｉ＋ｍＨｉ）・g ·············· （5.4.1.1.5） 

 せん断応力 

     τｂｉ ＝ 
Ｑｂｉ＋2・ＭＰ／Ｄｉ

ｎｉ・Ａｂｉ
  ······················ （5.4.1.1.6） 

 ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭＰは次式で求める。 

     ＭＰ ＝ 






60

2・π・Ｎ
・10６・Ｐ  ······················· （5.4.1.1.7） 

        （1kW ＝ 10６Ｎ・mm／ｓ） 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

 基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【サブドレンポンプの耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.5.2 取付ボルトの応力計算条件 

 取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【サブドレンポンプの耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

 5.4.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下

であること。ただし ƒｔｏｉは下表による。 

  ƒｔｓｉ＝ Min[1.4・ƒｔｏｉ－ 1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] ··········· （4.4.1.1） 

 せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ に よ る  

荷 重 と の 組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏｉ 

Ｆｉ  

2
・1.5  

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

  

＊  

＊  
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6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

 サブドレンポンプの動的機能維持評価について以下に示す。 

 なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-2-別添 1-2-1「地下水排水設備設置位置の地盤応答」に

基づき設定する。 

 サブドレンポンプの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同型

式のポンプの加振試験において動的機能の健全性を確認した最大加速度を適用する。 

 機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

 

             表 6－1 機能確認済加速度       （×9.8m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

サブドレンポンプ 
水平 0.86 

鉛直 0.99 

 

7. 評価結果 

 サブドレンポンプの耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地

震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

  構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

  動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【サブドレンポンプの耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ポンプ振動 

による震度 

最高 

使用温度 

(℃) 

周囲 

環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度*2 

鉛直方向 

設計震度*2 

原子炉建屋 

（ピット 6R-1） 

サブドレンポンプ 

(A)，(B) 

― 
地下水排水設備室 

T.M.S.L.-15.20*1 
0.036 0.024 ― ― ＣＨ＝1.02 ＣＶ＝0.75 ＣＰ＝0.21 40 ― 

タービン建屋 

（ピット 6T-7） 

サブドレンポンプ 

(A)，(B) 

― 
地下水排水設備室 

T.M.S.L.-13.05*1 
0.036 0.024 ― ― ＣＨ＝1.02 ＣＶ＝0.75 ＣＰ＝0.21 40 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計震度は原子炉建屋及びタービン建屋の設計用最大応答加速度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を包絡したものを適用。 

 

2. 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｍＨｉ 

(kg) 

ｍｖｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

L１ｉ 

(mm) 

L２ｉ 

(mm) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
341 300 193 345 

286＊ 310＊ 
― 

16 

(M16) 
201 16 4 

306＊ 310＊ 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
179 102 18 398 

94＊ 140＊ 

330 
16 

(M16) 
201 4 2 

115＊ 119＊ 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は、短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し、下段は、長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＰ 

(N･mm) 

ＨＰ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

弾性設計用 

地震動Ｓd 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
175 480 ― 210 ― 水平 ― 40 3000 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
175 480 ― 210 ― 水平 4.775×104 40 3000 

 

  

＊  
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部材 

水平方向 鉛直方向 

ｍｉ 

(kg) 

ｍｉ＋ｍＨｉ 

(kg) 
Ｒ 

ｍｉ 

(kg) 

ｍｉ＋ｍｖｉ 

(kg) 
Ｒ 

全体（サブドレンポンプ 

及びポンプ架台 
341 641 0.7296 341 534 0.7996 

 

3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― 1.096×103 ― 7.728×103 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― 2.867×103 ― 3.379×103 

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                                          (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                    注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SUS316L 

引張り ― ― σｂ１＝6 ƒｔｓ１＝126＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝3 ƒｓｂ１＝ 96 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SUS316L 

引張り ― ― σｂ２＝15 ƒｔｓ２＝157＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ２＝121 
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4.2 動的機能の評価結果                                                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

サブドレンポンプ 
水平方向 0.85 0.86 

鉛直方向 0.62 0.99 

注記＊：設計用最大応答加速度Ⅰ基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。 
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L21 L11 

L22 L12 

L
12
 

L
22
 

L21 L11 

L
11
 

L
21

 

ポンプ取付ボルト 

（ケミカルアンカ） 
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2.16 付加質量を考慮した地下水排水設備水位の耐震性に関する補足説明 
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資料 8-2.16-2 

6号機 付加質量を考慮したサブドレンポンプの耐震性について 

 

1. 概要 

本書は，Ⅵ-2-2-別添 1-2-4「地下水排水設備水位の耐震性についての計算書」において，

付加質量を考慮したが設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを説明するものである。
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1. 概要 

建屋評価における前提条件を満たすために，6号機地下水排水設備は，建屋の耐震性を確保す

るため地下水位を建屋基礎スラブ底面レベル以深に維持する機能を有する。 

6号機地下水排水設備の評価においては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち，「10. 耐震

計算の基本方針 10.1 建物・構築物」及びⅥ-1-1-9「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説

明書」に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を維持できることを確認する。 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，6 号機地下水排水設備のうち地下水排水設備水位が設計用地震力に対して十分な

構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 地下水排水設備水位の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は検出器取付ボル

トで架台に固定する。架

台は基礎ボルトで壁に固

定する。 

電極式水位検出器 【地下水排水設備水位】 

（単位:mm） 

正面図 側面図 

（正面方向） （側面方向） 

 

検出器取付ボルト

 

    

検出器

架台

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

サ
ブ
ド
レ
ン
ピ
ッ
ト
壁

184550

8
2
0 検出器取付ボルト
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2.2 評価方針 

地下水排水設備水位の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す地下水排水設備水位の部位

を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で確認した固有周期に

基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。また，地下水排水設備水位の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気

的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

地下水排水設備水位の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 地下水排水設備水位の耐震評価フロー 

 

 

 

  

地震時における応力 

設計用地震力 

固有周期 

支持構造物の構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

検出器の電気的機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

  ・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

  ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・ 

 建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

Ａｓ 

ボルトの軸断面積 

最小有効せん断断面積 

mm2 

mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ 

Ｅ 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

Mm 

MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂ1 鉛直方向地震及び壁取付面に対し左右方向の水平方向地震により

ボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

N 

Ｆｂ2 鉛直方向地震及び壁取付面に対し前後方向の水平方向地震により

ボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 

Ｇ 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

せん断弾性係数 

MPa 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 

Ｉｙ 

Ｉｘ 

据付面から重心までの距離 

側面方向に対する断面二次モーメント 

鉛直方向に対する断面二次モーメント 

mm 

mm4 

mm4 

３ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 

ａ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離 mm 

ｂ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 

ｍ 

ｍＨａ 

ｍＨｂ 

ｍＶ 

質量 

水の付加質量（正面方向） 

水の付加質量（側面方向） 

水の付加質量（鉛直方向） 

Kg 

Kg 

Kg 

Kg 

ｎ ボルトの本数 ― 

ｎｆＶ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(鉛直方

向)(壁掛形) 

― 

ｎｆＨ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(水平方

向)(壁掛形) 

― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛型) N 

 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｑｂ２ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

ＴＨ 

ＴＶ 

σｂ 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力(壁掛型) 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

水平方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

ボルトに生じる引張応力 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

s 

s 

MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

地下水排水設備水位の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価

上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。地下水排水設備水位の耐震評価部位については，表

2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

地下水排水設備水位の計算方法を以下に示す。 

 

(1) 計算モデル 

a. 水位計架台の質量は，重心位置に集中するものとする。 

b. 水の付加質量は，重心位置に付与するものとし，方向毎に考慮するものとする。 

c. 水位計架台は基礎ボルトで壁面に固定されており，固定端とする。 

d. 水位計架台ははりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

f. 水位計架台を図 4－1に示す壁固定の 1質点系モデルとし，その断面形状は，水位計架

台の重量を負担する前後方向に位置する 4本の等辺山形鋼を対象とする。 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

  

壁
h1

m

    

鉛直方向 
振動 

側面方向 
振動 

正面方向 
振動 

x 

y 

x 

z 
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(2) 水平方向の固有周期 

  a. 正面方向は十分な剛性を有していることから, 固有周期の計算を省略する。 

   

b. 側面方向固有周期は次式で求める。 

 

ＴＨ＝2・π
（ｍ＋ｍＨｂ）

1000
・（

ｈ3

3・Ｅ・Ｉｙ
＋

ｈ

Ａｓ・Ｇ
 ）‥‥‥‥‥‥‥‥‥

（4.1.1） 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

ＴＶ＝2・π
（ｍ＋ｍＶ）

1000
・（

ｈ3

3・Ｅ・Ｉｘ
＋

ｈ

Ａｓ・Ｇ
 ）‥‥‥‥‥‥‥‥（4.1.2） 

 

固有周期比率を求めるにあたり，地下水排水設備水位の付加質量算出範囲を図 4－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 付加質量算出範囲 

  

（側面方向） （正面方向） 

（鉛直方向） 

184 550 

820 
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4.2 計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【地下水排水設備水位（U61-LE-001A）の

耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-002A）の耐震性についての計算

結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-003A）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設

備水位（U61-LE-004A）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-005A）

の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-001B）の耐震性についての計

算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-002B）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水

設備水位（U61-LE-003B）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-

004B）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-005B）の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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4.3 計算結果 

固有周期の確認結果を表 3－1 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造であること

を確認した。 

 

表 4－1 固有周期      （単位：ｓ）         

 

  
地下水排水設備水位 

（U61-LE-001A） 

（U61-LE-002A） 

（U61-LE-003A） 

（U61-LE-004A） 

（U61-LE-005A） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-001B） 

（U61-LE-002B） 

（U61-LE-003B） 

（U61-LE-004B） 

（U61-LE-005B） 

水平  

鉛直  

468



 

12 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 地下水排水設備水位の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 水の付加質量は，重心位置に付与するものとし，方向毎に考慮するものとする。 

(3) 地震力は地下水排水設備水位に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(4) 地下水排水設備水位の架台は基礎ボルトでサブドレンピット壁に固定されており，固定端

とする。 

(5) 転倒方向は，正面方向及び側面方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容値

／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 地下水排水設備水位の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる

位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

地下水排水設備水位の荷重の組合せ及び許容応力状態を表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

地下水排水設備水位の許容応力を表 5－2に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

地下水排水設備水位の使用材料の許容応力評価条件を表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

施設共通 

（地震） 

6号機地下水 

排水設備 
地下水排水設備水位 ― ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

その他発電用 

原子炉の附属施設 
浸水防護施設 地下水排水設備水位 ― ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 
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表 5－2 許容応力 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

   

＊
 

＊
 

471



 

 

15 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト SUS316L 周囲環境温度 40 175 480 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-2-別添 1-2-1「地下水排水設備設置位置の地盤応

答」に基づき設定する。 

 

表 5－4 設計用地震力 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-001A） 

原子炉建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

(T.M.S.L.-12.400＊) 

 ― ― ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-002A） 

原子炉建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

(T.M.S.L.-12.400＊) 

 ― ― ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-003A） 

原子炉建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

(T.M.S.L.-12.400＊) 

 ― ― ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-004A） 

原子炉建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

(T.M.S.L.-12.400＊) 

 ― ― ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-005A） 

原子炉建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

(T.M.S.L.-12.400＊) 

 ― ― ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-001B） 

タービン建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

 ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-002B） 

タービン建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

 ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-003B） 

タービン建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

 ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 
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機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-004B） 

タービン建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

 ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 

地下水排水 

設備水位 

（U61-LE-005B） 

タービン建屋 

サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

 ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

 基礎ボルトの応力は地震による震度によって生じる引張力とせん断力について計算

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（正面方向転倒） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 計算モデル（側面方向転倒）  

転倒方向 

引張りを受ける 

基礎ボルト列 

転倒支点となる 

基礎ボルト列 

転倒方向 

引張りを受ける 

基礎ボルト列 

転倒支点となる 

基礎ボルト列 

ＣＨ・(ｍ＋ｍＨａ)・g 

 

ｂ 

３ 
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ｈ 

ｈ
 

３ 

ａ 

 
サブドレンピット壁 

サ
ブ
ド
レ
ン
ピ
ッ
ト
壁 

ＣＨ・（ｍ＋ｍＨｂ)・g 

 

（1＋ＣＶ）・(ｍ＋ｍＶ)・g 

 
 

 

 

 

（1＋ＣＶ）・(ｍ＋ｍＶ)・g 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2で基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

Ｆｂ１＝
（ｍ＋ｍＶ）・（１＋Ｃｖ）・ｈ・g

ｎｆｖ・ｂ
 ＋

（ｍ＋ｍＨｂ）・ＣＨ・ｈ・g

ｎｆＨ・ａ
  

 ··············  （5.4.1.1.1） 

Ｆｂ２＝
（ｍ＋ｍＶ）・（１＋Ｃｖ）・ｈ・g＋(ｍ＋ｍＨａ)・ＣＨ・３・g

ｎｆＶ・ｂ
   

 ··············  （5.4.1.1.2） 

Ｆｂ ＝ Max（Ｆｂ１，Ｆｂ２）  ·······························  （5.4.1.1.3） 

 

引張応力 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ

   ················································  （5.4.1.1.4） 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ2

   ············································  （5.4.1.1.5） 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

Ｑｂ１＝（ｍ＋ｍＨｂ）・ＣＨ・g   ·····························  （5.4.1.1.6） 

Ｑｂ２＝（ｍ＋ｍＶ）・（１＋Ｃｖ）・g   ························  （5.4.1.1.7） 

Ｑｂ ＝ (Ｑｂ１)2 ＋(Ｑｂ２)2  ······························  （5.4.1.1.8） 

 

せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

  ············································  （5.4.1.1.9） 

  
 

476



 

20 

5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【地下水排水設備水位（U61-

LE-001A）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-002A）の耐震性

についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-003A）の耐震性についての計算結

果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-004A）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水

設備水位（U61-LE-005A）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-

001B）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-002B）の耐震性に

ついての計算結果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-003B）の耐震性についての計算結

果】，【地下水排水設備水位（U61-LE-004B）の耐震性についての計算結果】，【地下水排水

設備水位（U61-LE-005B）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示

す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下である

こと。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 

ƒｔｓ＝ Min[1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ， ƒｔｏ]  ················  （5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 

 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5 

 

 

  

＊ 

＊ 
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

地下水排水設備水位の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-2-別添 1-2-1「地下水排水設備設置位置の地盤応

答」に基づき，基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

地下水排水設備水位の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の

最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

 

                 表 6－1 機能確認済加速度      （×9.8m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-001A） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-002A） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-003A） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-004A） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-005A） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-001B） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-002B） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-003B） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-004B） 

水平  

鉛直  

地下水排水設備水位 

（U61-LE-005B） 

水平  

鉛直  
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7. 評価結果 

地下水排水設備水位の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用

地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-001A）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-001A） 
－ 

原子炉建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

（T.M.S.L.-12.400＊） 

  － － ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 

  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                        (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                       (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                         （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-001A） 

水平方向 0.86  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 

483
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【地下水排水設備水位（U61-LE-002A）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-002A） 
－ 

原子炉建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

（T.M.S.L.-12.400＊） 

  － － ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

484
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                         （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-002A） 

水平方向 0.86  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-003A）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-003A） 
－ 

原子炉建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

（T.M.S.L.-12.400＊） 

  － － ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

487
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                       (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                           （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-003A） 

水平方向 0.86  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 

488



 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-004A）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-004A） 
－ 

原子炉建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

（T.M.S.L.-12.400＊） 

  － － ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

490
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                                (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                       (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                        （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-004A） 

水平方向 0.86  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-005A）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-005A） 
－ 

原子炉建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-15.200 

（T.M.S.L.-12.400＊） 

  － － ＣＨ＝1.03 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

493
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                        (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                         （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-005A） 

水平方向 0.86  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 
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38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-001B）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-001B） 
－ 

タービン建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

  － － ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

496



 

 

40 

3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                         (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                           （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-001B） 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 

497
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-002B）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s)  
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-002B） 
－ 

タービン建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

  － － ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

499
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                                 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                         （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-002B） 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

 機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 

500
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-003B）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-003B） 
－ 

タービン建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

  － － ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 

 

  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

502
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                      (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                         （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-003B） 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 

503
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 

504
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【地下水排水設備水位（U61-LE-004B）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s)  
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-004B） 
－ 

タービン建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

  － － ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

505
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                        (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                         （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-004B） 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 

506
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 
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【地下水排水設備水位（U61-LE-005B）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s)  
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-005B） 
－ 

タービン建屋サブドレンピット 

T.M.S.L.-13.050 

（T.M.S.L.-10.450＊） 

  － － ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.75 40 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2. 機器要目 

 
 

部材 
３＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 

ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ＊ ｎｆＨ＊ 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ* 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓd 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
382 490 770 2 2 

－ 210 － 側面方向 
382 490 770 2 2 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は正面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 
Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｉｙ 

(mm4) 

Ｉｘ 

(mm4) 

ＡＳ 

(mm2) 

1.94×105  7.45×104 4.4×105 4.4×105 1.836×103 

 

 
  

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍＨａ 

(kg) 

ｍＨｂ 

(kg) 

ｍｖ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2)
ｎ Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  249 39 8 142 
12 

(M12) 
113.1 4 175 480 － 

508
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3. 計算数値 

3.1 ボルトに作用する力                                                                       (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト －  －  

 

4. 結論 

4.1 ボルトの応力                                                                    (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

 

4.2 電気的機能の評価結果                                         （×9.8m/s2） 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水排水設備水位 

（U61-LE-005B） 

水平方向 0.88  

鉛直方向 0.63  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓd又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 

引張り － － σｂ＝7 ƒｔｓ＝126＊ 

せん断 － － τｂ＝2 ƒｓｂ＝96 

509
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基礎ボルト
（ケミカルアンカ）

 

 

 

 

 

ｈ 

（正面方向） （側面方向） 

ｂ 

３ 

ａ 

510




